
１ 子どものための保育・教育の充実

（１）子どもの心とからだの健康を育む

 ①乳幼児期からの心とからだを育む体験の充実

進捗状況：○6

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

絵本リストの配布を例年通り実施。
４か月児健診の際に市立図書館司書による絵本の
読み聞かせや絵本の紹介を行っている。

絵本リスト配布人数
４か月児健診】1,178人
【１歳６か月児健診】1,336人
【３歳児健診】1,408人
４か月児健診の際に、絵本の読み聞かせと絵本の
配布（ブックスタート事業）を実施。

継続して実施する。
こども家
庭支援課

４か月児健診の際に、関係課と共にブックスター
ト活動を実施。市立図書館司書は絵本の読み聞か
せ、おすすめ本の紹介を担当。

絵本の読み聞かせ、おすすめ本の紹介、おすすめ
本のリストの配布

関係課と協力し、ブックスタート事業を継続実施す
ることで、引き続き絵本の読み聞かせの大切さを
PRしていく。

中央図書
館

・本の読み聞かせの充実を図るた
め、ボランティアやNPOなどの市民
団体と協働し、読み聞かせを実施し
ます。

○
子育て支援者の登録者が増えたことにより、実施
施設及び実施回数が1か所増えた。

【実施ヵ所】4施設
【実施回数】28回
【参加人数】499人

引き続き、子育て支援者（ボランティア）による
読み聞かせの時間を設け、家庭での読み聞かせを
促す内容で実施する必要がある。

こども家
庭支援課

図書館の充実
・「松江市子どもの読書活動推進計
画」に基づき子どもへの読書支援に
取り組みます。

・子育て支援センター、保育所・幼
稚園等と連携し、親子で本に触れる
機会の充実を図ります。

○
コロナ禍前の状況に戻りつつあり、さまざまなイ
ベントを開催できたため。

イベント等の開催
【乳幼児向けおはなし会】49回 815人
【幼児･小学生向けおはなし会】10回 100人
【幼児･小学生向けストーリーテリングおはなし
会】46回 423人
こどもの読書週間イベント「こども寄席」5/11
（土）開催 84人
夏休みイベント「親子で楽しむブックトーク」
7/28（日）18人
読書週間イベント「おはなし給食」の実施
おはなし給食試食会の開催 10/29（火）16人
【読み聞かせ等研修会】講師派遣 7回

より多くの方に本に触れる機会を持っていただけ
るよう、関係課との連携を図る。

中央図書
館

子育て支援センターの
「つどい」の開催

・親子のふれあい遊びや季節の行
事、親子で文化・芸術にふれる体験
などの提供を行います。

・あいあいや各地域のサテライトで
つどいを開催し、子どもの心やから
だを育てる体験を提供します。

○
子育て支援センター（あいあい）において、母親
同士の交流の場を増やした。

【実施カ所】9施設
【実施回数】193回開催

引き続き、子育て中の親子と地域の人とのかかわ
りを深めるため、地域の子育て支援者との連携が
必要である。市報や支援センター発行の情報誌な
どを利用して子育て支援者を募集し人材を増やす。

こども家
庭支援課

このセクションの
総合的な評価

前年度と比較して様々なイベントを開催することができ、参加者数も全体的に増えている。Xのフォロワー数も100件増えており、これからもSNSを活用した情報発信に努める。

本の読み聞かせの啓発
・絵本の読み聞かせを通した親子の
情緒的交流を支援します。

・乳幼児健診時におすすめの絵本リ
ストの配布や、読み聞かせの大切さ
について情報提供を行います。

○

１．子どものための保育・教育の充実－1



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

児童館による遊び場の
提供（再掲→4(2)
①,5(2)①）

・子どもに健全な遊びを提供して健
康を増進し、また、情操を豊かにす
るため児童館を運営します。

・引き続き東津田児童館、八雲児童
センターを運営します。

○
毎月、未就学児とその保護者を対象としたイベン
トを開催した。

●年間延べ利用者数
東津田児童館11,186人（対前年比113％)
八雲児童センター5,223人(対前年比114％)
各施設のホームページや児童館だより等にて、施
設、イベント等の情報の周知を行った。

引き続き積極的な広報活動や魅力的な事業を行
い、子どもの健全な遊び場を提供していく。

引き続き、親子で参加できる魅力的な事業を計画
す る と と も に 、 ホ ー ム ペ ー ジ や AIコ ン シ ェ ル
ジュ、Xを活用して情報提供していく。

保育所幼
稚園課

子どもの体験を広げる
取り組み等の情報提供

・さまざまな団体が実施する子ども
の体験を広げる事業やイベント等の
情報を提供します。

・ホームページ等を活用し、情報提
供を行います。

○

市内9カ所の子育て支援センターの事業をタイム
リーかつ分かりやすく周知するために、ホーム
ページの掲載内容やXの発信内容の見直しを行っ
た。

【ホームページ更新回数】月10回程度
【Xフォロワー数】2,000件（R7.3.31)
ホームページに子育て支援センター9か所の情報と
登録自主サークルの事業、保育所・幼稚園・幼保
園の園開放日等、月毎のカレンダー方式で情報提
供を行った。
ホームページで情報提供したものを紙ベースにし
て各子育て支援センターに掲示し、ホームページ
での情報提供に関心を持ってもらえるよう働きか
けた。
Xを利用し、全子育て支援センターの月の行事予定
や、ホームページの更新情報の提供を行った。

利用者のニーズに合った正確な情報をいち早く利
用者に伝えることができるよう、引き続きホーム
ページやXの活用方法を工夫しながら情報提供して
いく。

こども家
庭支援課

１．子どものための保育・教育の充実－2



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 ②食育・歯育の推進

進捗状況：○7

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

○
概ね通常通り実施。課題共有や取り組み検討の機
会を持つことができた。

関係課と随時情報共有を行った。
関係課や関係団体と食育・歯育についての課題や
最新情報をこまめに共有し、一貫した支援が出来
るよう取り組む。

こども家
庭支援課

地域で親子が集まる場や保育所等において、地域
の実情に合わせた食育歯育に関する取組を行った
ため。

関係団体等と連携し、様々な手法を用いながら食
育・歯育の取り組みを行った。

引き続き関係機関・団体と連携しながら食育・歯
育の取り組みを継続していく。

健康推進
課

乳幼児期からの栄養・
食習慣・歯みがき習慣
指導等の実施（再掲→
4(1)②）

・地区の乳幼児教室、離乳食と歯の
教室、乳幼児健診などにおいて、妊
娠期・乳幼児期からの適切な食習慣
の形成のための助言を行います。

・子育てのポイント等をまとめた
「すくすく！子育てリーフレット」
等を、3 歳児健診時に保護者に配布
し、子育てに関する理解と啓発を図
ります。

○

各種教室や地区乳幼児学級等の集団教育の場では
感染対策を講じながら実施することが出来た。わ
いわいサロンは新型コロナウイルス感染症が5類に
移行したことに伴い、予約制を撤廃。参加者数は
前年度比180％増加しており、より多くの親子支援
へ繋がった。

離乳食と歯の教室 48回(もぐもぐ教室24回・かみ
かみ教室24回）/半日、828人
乳幼児健康相談(わいわいサロン)2,757人
4か月児健診1,278人、1歳6か月児健診1,336人、3
歳児健診1,408人

引き続き、各場面を活用した啓発を行う。
SNSを活用した食育・歯育の啓発を推進する。
出生数の減少等により、わいわいサロンの参加者
数が減少している会場があるため、実施会場の見
直しが必要。

こども家
庭支援課

このセクションの
総合的な評価

各種教室や地区乳幼児学級等の集団教育の場については、新型コロナ対策のために設けていた予約制を撤廃し、参加者数が前年度比180％増加するなど、多くの親子の支援へとつながったほか、各所園や
学校での食育活動は計画通りに実施されている。給食食材に関しては、物価高騰や天候不良等の影響を受け計画通りの納入ができないことも見られた。

「食育」「歯育」活動
の展開（再掲→4(1)
②）

・行政、ヘルスボランティア協議
会、健康まつえ21推進隊、保育所・
幼稚園等、学校などが連携し、関係
機関の協力を得ながら、食育と歯育
を行います。

・食育・歯育の課題を共有し、地
域、保育所、幼稚園、学校等におい
て、一貫性のある取り組みを行いま
す。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

給食時間や各教科において計画的に実施した。

学校では学習指導要領に示された食育の推進を踏
まえ、給食時間や、各教科の時間等、学校教育活
動全体を通じて食育を組織的・計画的に実施し
た。

継続して実施する。
学校教育
課

計画どおり、食に関する情報発信を行ったため。

給食時の放送原稿や毎月の献立だよりを活用し、
児童生徒や保護者へ食に関する情報を発信した。
給食の人気レシピなどを松江市のホームページや
SNSに掲載した。

引き続き、給食時の放送原稿や毎月の献立だより
を活用した情報発信を行う。

学校給食
課

給食時間等に食育を行うことができたため。

幼稚園、保育所では、保育計画、食育計画に基づ
いた食育を実施し、栽培やクッキング、給食等を
通して、子どもたちが食育に関わる機会を持って
いる。

保育課程や食育計画を引き続き見直していく。ま
た園から家庭へ食の安全や口腔機能（咀嚼・嚥
下）等といった情報を積極的に発信していく。

保育所幼
稚園課

・学校では、学校給食を活用した取
組として、親子料理教室や学校訪
問、バイキング給食を実施します。 

○
新型コロナウイルス感染症対策により中止となっ
た事業を再開、計画どおり行ったため。

料理教室は6回、学校訪問は43回実施。
小学6年生及び中学校3年生に対し、卒業お祝い献
立給食を提供するセレクト給食は49回実施した。

引き続き、計画どおり事業を実施していく。
学校給食
課

○ 概ね計画どおりの実施であったため。

地場産物の活用を図る取組として、「しまね・ふ
るさと給食月間（6月・11月）」や「全国学校給食
週間（1月）」では、市内で収穫された野菜やしじ
み、あご野焼き、板わかめなど、地域の食材を多
く使った献立を提供した。

生産者や調理場など関係者が連携し、地場産物の
使用拡大に努め、児童生徒に地域食材のよさや食
文化を伝えていく。

学校給食
課

食材の物価高騰や天候不良等のため、給食食材が
品薄または価格が高騰し、計画通り納入ができな
いことがあったため。

納入業者には、可能な限り地場産物の納入や食育
活動の一環として施設への訪問を依頼した。また
職員が給食の時間等に食材や伝統食の話をした
り、掲示物の作成、給食だよりでの情報提供等を
実施し、啓発を行った。

地場産物の継続的な使用と納入。
松江ならではの献立の提供。（毎月２４日 茶の
湯の日に抹茶を使った料理・おやつ：魚の不昧公
焼き、不昧公蒸しパン等）
「和食の日」を通して、日本の食文化を知り、興
味をもつ機会を作る。                                                              
日本の味めぐりとして、４７都道府県の伝統料理
を給食で提供し、食だけでなくその地域にも興味
を持ってもらえるよう情報発信をしていく。

保育所幼
稚園課

保育所・幼稚園等、学
校での「食」に関する
学習の推進（再掲→
4(1)②）

・子ども自身が自然の恵みに感謝す
る気持ちを持ち、望ましい食習慣や
マナーを身に付けることができる
「食育」を推進します。

・保育所・幼稚園等、学校、家庭、
地域、行政が連携して、児童・生徒
に対し食育の企画や実践を増やしま
す。

○

「給食」を活用した食
育推進（再掲→4(1)
②）

・地場農産品の使用割合の向上に取
り組むとともに、「給食」そのもの
を教育媒体とした食育を推進しま
す。

・地域の伝統食材や季節の伝承料理
を給食に活用することで、地場農産
品の消費拡大、及び食文化の継承を
すすめます。

１．子どものための保育・教育の充実－4



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・1歳６か月健診や３歳児健診におい
て、歯科健診を実施。フッ化物によ
る乳歯のむし歯予防や歯と口腔に関
する健康意識の普及、またかかりつ
け歯科医を持つきっかけづくりをす
すめます。

○

R4より、1歳6か月～3歳未満を対象に歯科医療機
関におけるフッ化物塗布事業を開始した。
現段階ではフッ化物塗布の実施率の評価はできな
いが、かかりつけ歯科医をもつための体制づくり
につなげることができた。

【受診者数】1歳6か月児健診1,336人、3歳児健診
1,408人
フッ化物塗布428件
歯科検診後に歯科衛生士による歯科相談を実施し
た。
1歳6か月児健診時に、医療機関で実施するフッ化
物塗布受診券を配布。
フッ化物塗布の実施医療機関一覧を配布し、フッ
化物塗布の必要性について啓発した。

フッ化物塗布実施率が低下しないよう、引き続き
啓発を行う。

こども家
庭支援課

・保育所・幼稚園等、小・中・義務
教育学校において、フッ化物洗口や
ブラッシング指導をすすめます。

○

継続的にフッ化物洗口を行った。
歯みがき指導については、1人１つずつ実物大の顎
模型を使って実施した。
 （実施校）小学校２４校・中学校１２校・義務
教育学校１校

学校において感染対策を講じ週１回フッ化物洗口
を行った。
歯みがき指導については、児童生徒数分の歯科模
型を活用して指導を行った。

フッ化物洗口、歯みがき指導とも感染対策を講じ
た上で継続して実施する。

学校教育
課

歯の健康の推進
（むし歯・歯周病予防
の推進）

・乳幼児期、学童期を通して、歯科
健診及び歯と口腔の健康づくりを支
援していきます。

１．子どものための保育・教育の充実－5



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（２）質の高い就学前の保育・教育の提供

 ①就学前の保育・教育を提供する体制の確保

進捗状況：○7、ー1

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・認可保育所・認定こども園・公立
幼稚園及び幼保園・私立幼稚園を基
本として提供体制を確保します。

○
R5年度と比較して、年度末時点の待機児童数は微
増しているが、不承諾件数は減少している。

毎月、不承諾者数についての情報提供を保育所等
に対して継続して行い、受け皿の確保につなげて
いる。施設整備に関しては国の予算不足により実
施ができず、令和７年度に持ち越しとなった。

地域ごとの保育ニーズを把握し、ミスマッチを解
消できるよう、既存の保育所に対して定員を増や
すよう要請するほか、保育士確保策や離職防止対
策の構築、民間認可保育所の整備等を行うことも
含めて対応していく。

こども政
策課

・保育ニーズには認可保育所及び認
定こども園で対応していくことを基
本とし、年度途中で生じる待機児童
の解消を図るため、認可保育所及び
認定こども園の利用定員の弾力化な
どを継続して実施します。

○
年度中途の受入増のための対策として地区ごとの
不承諾者数のデータを各施設に情報共有した。

【令和7年3月実績】
保育所定員：7,270人
入所児童数：6,845人
入所率：約94.2%
待機児童数：6人
弾力化を行った施設数：87施設中37施設

待機児童の多い地区や年齢などを分析し、必要な
施設整備を行うとともに、保育士確保を支援し、
年度中途の受入増を目指す。
特に０歳児、１歳児からの入所が増加傾向にある
ため、該当年齢の受入れの拡充に取り組む。

こども政
策課

・年度中途の入所を受入れるため、
あらかじめ保育士を確保する私立保
育所に対する支援を行います。

○

待機児童数解消に向けて、年度中途に児童を受け
入れるための保育士を早期に確保した私立保育所
に対し、当該保育士の雇用に要する経費の一部を
補助した。

保育士確保数（119人）
年度中途の入所枠（296人）

待機児童数は、令和元年度末77人、令和2年度末50
人、令和3年度末3人、令和４年度末20人、令和5年
度末1人、令和6年度末6人となっている。令和7年
度も待機児童の解消に向け、私立保育所の保育士
確保に支援を行う。

こども政
策課

・国の補助制度等を活用した保育所
等施設整備を進め、年齢ごとに必要
量に応じた利用定員の確保を図りま
す。合わせて、老朽化した施設の改
修を行います。 量の見込み2(1)①

ー
国の予算不足により、市で予定していた全事業の
実施ができなかったため。

事業実績はなく、実施予定であった事業は令和7年
へ持ち越し。
令和7年度の事業実施に向け、国の交付金申請に必
要な優先順位の決定を行うため、持ち越しとなっ
た事業を対象に、検討委員会を開催した。（令和7
年1月）

著しい少子化の影響により恒久的な待機児童は発
生しておらず、創設や定員を増やすための増築は
対象としていないが、施設の老朽化や空調の更新
時期を超過している施設が多くあるため、緊急度
の高いところから優先的に補助し保育環境の改善
を図る。

こども政
策課

このセクションの
総合的な評価

令和５年度より教育・保育の提供区域を市全域から中学校区に見直し、地域に即した状況把握が行える仕組みを整えた。確保方策はおおむね計画どおりの量を確保するなど進捗は順調であり、令和６年度
の毎月の不承諾数は前年度より少ない傾向にある。

必要量に応じた就学前
の保育・教育を提供す
る体制の確保

・各年度における保育・教育の量の
見込みや利用児童数の推移、待機児
童数の推移等に基づき、就学前の保
育・教育を提供する体制を確保しま
す。

１．子どものための保育・教育の充実－6



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

公立幼稚園規模の適正
化

・公立幼稚園の規模の適正化を図り
ます。 

・小規模園で園児数が増加する見込
みがない園については、「幼稚園・
保育所・認定こども園のあり方計
画」に基づき、統廃合を検討しま
す。

○ 湖北地区３幼稚園の統合に向け協議を進めた。
湖北地区の建設委員会で協議し、基本計画を策定
した。

令和6年度以降も引き続き適正化に向けて検討を行
う。

こども政
策課

・私立保育所等に対し、障がい児保
育事業、発達促進保育事業による支
援を継続して実施します。量の見込み
2(2)⑬

○
私立保育所等に入所する障がい児に対して職員を
加配する場合に、加配職員の人件費の一部を補助
した。

[障がい児保育事業]
１名入所：20園
２名入所：7園
３名以上：1園
[発達促進事業]
実施園 ：10園
[多様な事業者の参入促進・能力活用事業]
実施園 ：1園

令和7年度も引き続き支援していく。
保育所幼
稚園課

○

公立保育所・認定こども園に入所する障がい児の
発達状況等に応じ、必要に応じて、より充実した
支援が行えるよう加配保育士・加配保育教諭を配
置した。

[障がい児保育事業]
1名入所：3園
2名入所：2園
3名入所：1園
4名入所：2園
[発達促進事業]
1名入所：2園
2名入所：2園
4名入所：1園
5名入所：1園

令和７年度も継続して実施する。
対象児が在籍するクラスが複数にわたる場合等、
効果的な支援のあり方について、工夫が必要であ
る。松江市発達・教育相談支援センターとも連携
しながら取り組む必要がある。

こども政
策課

概ね順調に進んだ。
特別な支援が必要なこどもに対して、幼児観察を
行い、主管課のこども政策課と連携をし、加配保
育教諭の配置協議を行った。

引き続き、公立保育所・認定こども園で支援の必
要なこどもに対しての支援についてこども政策課
と連携をしながら進めていく。

発達・教
育相談支
援 セ ン
ター

○
各園・所や地域の状況を受け、柔軟な対応を行
い、利用日や受け入れ人数を増やしていった。

特別支援幼児教室の状況や、各園・所の配慮が必
要な園児について、松江市発達・教育相談支援セ
ンターと情報共有しながら、加配の配置等の支援
や環境整備等を検討・協議し、迅速な対応を行っ
た。
幼保園のぎにおいて、医療的ケア児の受け入れを
行った。

特別支援幼児教室及び各園・所における配慮が必
要な園児数は、年々増加の傾向にある。松江市発
達・教育相談支援センターと連携し、研修会の充
実や訪問による助言を行いながら質の向上を図
る。

こども政
策課

特別支援幼児教室の新任設置園長、新任担当者を
対象に研修を行った。
年2回、特別支援指導員・介助員等研修を計画通り
実施した。

年度当初は特別支援幼児教室の概要や指導につい
ての講話・説明を行った。また新任担当者に対し
ては2学期に実践発表を含む研修会を実施し、指導
の充実を図った。
前期は各園所でyoutubeによる講話の視聴と協議
シートによる情報共有を行った。後期はグループ
協議を行い、相談員・介助員等の支援力の向上を
図った。

引き続き、継続して研修を実施し園内の支援体制
の充実を図る。

発達・教
育相談支
援セン
ター

保育所における特別な
支援が必要な子どもの
受け入れの充実

・各認可保育所で特別な支援が必要
な子どもの受け入れを行います。

・公立保育所で特別な支援が必要な
子どもの受け入れを行います。

幼稚園における特別支
援教育の充実

・特別支援幼児教室の拡充ととも
に、幼稚園・幼保園における特別支
援教育の充実を図ります。

・特別支援幼児教室の設置、特別支
援指導員等の配置により、市内全域
にわたる支援体制を構築します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 ②幼保一元化の推進

進捗状況：○3、－１
幼保園４施設、揖屋・出雲郷・意東の保育所と幼稚園を認定こども園化し、令和６年４月に開園した。今後も利用者ニーズの把握等を行いながら推進に努める。

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・国の補助制度等を活用し、認定こ
ども園に移行する施設に対して施設
整備を支援します。    

ー 実績なし 実績なし 認定こども園における保育需要の把握。
こども政
策課

・認定こども園及び認定こども園へ
移行を予定している施設において、
保育士・幼稚園教諭どちらか一方の
資格のみを有する職員のもう一方の
免許取得が円滑にすすむよう支援し
ます。

○
本市の中核市移行により、以前は島根県が実施し
ていた本事業を松江市で実施することになった。 令和6度実績：0件（参考R4：0件、R5：1件） 令和7年度も引き続き支援していく。

保育所幼
稚園課

・「幼稚園・保育所・認定こども園
のあり方計画」に基づき、統廃合を
行いながら幼保一元化を推進しま
す。

○

幼保園として運営している４施設を認定こども園化
（R6.4.1開園）
東出雲の保育所３施設・幼稚園３施設を統合し、
認定こども園化（R6.4.1開園）

幼保園として運営していた４施設及び東出雲の保
育所３施設・幼稚園３施設を統合し、７施設を幼
保連携型認定こども園として開園した。

公立と民間との役割分担、地域特性にも配慮しな
がら、検討を行う。

こども政
策課

・幼保一元化を円滑に進めるため、
公立幼稚園・幼保園と公立保育所と
の職員の人事交流や両資格保有者の
採用を行います。

○
幼稚園教諭普通免許状を所有かつ保育士資格を有
する方の採用を行った。

両資格保有者採用数：6人 令和7年度も両資格保有者の採用を行う。
こども政
策課

このセクションの
総合的な評価

認定こども園の普及促
進

・幼稚園・保育所に対し、認定こど
も園への移行を支援します。

公立幼稚園・公立保育
所の幼保一元化

・保護者の就労状況等によらず柔軟
に子どもを受入れることができる環
境づくりを進めます。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 ③就学前の保育・教育の質の向上

進捗状況：◎２、○5、△1

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

就学前の教育・保育内
容の指導監督の実施

・教育・保育の内容について、保育
所・幼稚園等の指導監督を行いま
す。

・保育所・幼稚園等の運営基準の確
認を行うなかで、教育・保育の質の
向上を図るため、教育・保育の内容
について指導や監督を行います。

○
訪問指導計画に基づき、計画通りに実施すること
ができた。

園・所の安全管理の聞き取りや指導、保育指導案
による公開保育・自己評価・研究協議・指導助
言、保育課程・年間指導計画・月週案等、評価に
対する指導を行った。

各園の方針や職員構成などにより、保育・教育の
状況に違いがある。園の特色を生かした保育の充
実を図る必要がある。

こども政
策課

・保育士、幼稚園教諭等を対象とし
た研修会を開催します。

・市内の保育所・幼稚園・認定こど
も園等の教職員を対象に保育・教育
のスキルアップや安全管理等に関す
る研修会を開催し、教職員の資質向
上に努めるとともに、相互の理解と
連携を深めます。

◎
年度当初は12講座を計画したが、2講座を追加し合
計14講座の研修を実施することができた。

こどもの人権や健康、安全・安心な保育環境、不
適切保育の防止、メンタルヘルス等、保育者の人
権意識や安全衛生の向上やスキルアップにつなが
る内容で参集型またはオンライン研修を実施し
た。また、令和6年3月に策定をした「松江市幼児
教育こどもまんなかビジョン」の普及するための
研修も行った。

引き続き、不適切保育の防止、こどもの性被害防
止等社会情勢や幼児教育施設のもつ課題に合った
研修や安全・安全なこども主体の教育保育を推し
進められるような研修を取り入れていく。また、
集合型の研修では演習をより多く取り入れること
で、自身の気付きや実践へとつなげられるように
する。

こども政
策課

・幼児教育アドバイザー、管理栄養
士による訪問指導を実施します。

○

幼児教育アドバイザーの業務として、各園所への
訪問指導と何でも相談をほぼ予定通りに実施する
ことができた。訪問指導においては「幼児教育こ
どもまんなかビジョン」を活用し、教育・保育の
向上のための支援を行い、ビジョンの活用を周知
した。また、なんでも相談においては、各園所か
らのこどもの人権やこども主体の保育、不適切保
育の防止、チーム保育について等広範囲の相談依
頼を受け、広く対応した。また、管理栄養士によ
る訪問指導も予定通りに実施することができた。

保育指導案による公開保育・自己評価・研究協
議・指導助言、全体的な計画・年間指導計画・月
週案等の計画・評価に対する指導を行った。ま
た、「松江市幼児教育こどもまんなかビジョン」
を基にこどもの活動やこどもの内面の育ちの読み
取り等について助言を行った。
また管理栄養士の訪問は『こどもの育ちに合った
給食の提供について』をテーマとして指導をし、食
材の選定や提供方法について各施設にて聞き取り
や協議を行った。

引き続き「松江市幼児教育こどもまんなかビジョ
ン」の浸透に向け、訪問指導の際に、ビジョンの
内容を関連付けながら指導助言を行い、園の特色
を生かした保育の充実を図る。さらに、松江市幼
児教育こどもまんなかビジョン推進事業の実践や
事例研究についてアドバイスを行い、保育の質の
向上を図っていく。また、管理栄養士の訪問指導
に関しては、誤嚥事故等の発生により給食に使用
できる食材や提供方法に制限ができたが、事故防
止とこどもの育ちとの両面から見て、どのように
バランスをとっていくのかが今後の課題である。
また、異物混入の給食事故件数が増えているた
め、注意喚起の手紙や場合によって具体的な事故
予防策を見出すアドバイスを行っていく必要があ
る。

こども政
策課

・保育所・幼稚園等が行う自主研修
を支援します。

◎
松江市保育研究会（松江市内の保育所49施設が加
盟）が行う研究活動等の経費に補助を行った。

松江市保育研究会が行った研究活動等
・総会
・部会活動
・キャリアアップ研修
・延べ参加者1,374人

令和7年度も補助金を継続する。
こども政
策課

このセクションの
総合的な評価 訪問指導や研修等はおおむね計画通りに実施できており、当初の計画に追加してより多く実施できたものもある。

教職員に対する研修や
指導の充実 ・保育所・幼稚園等に対し、保育や

調理に関する指導を行います。

１．子どものための保育・教育の充実－9



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・公立幼稚園に対し、指導主事によ
る訪問指導を行います。

○
派遣依頼のあった幼稚園及び認定こども園に実施
することができた。

公開保育、実践発表等の指導・助言を行った。
幼稚園教育要領及び幼保連携型認定こども園教
育・保育要領の内容、幼小連携に関する内容を踏
まえ、継続して訪問指導を行う。

こども政
策課

・松江市幼稚園教育研究会が行う初
任者研修、実践発表会を支援しま
す。

○
依頼のあった幼稚園及び認定こども園に訪問し、
個別指導等を行った。

初任者研修にて指導を行った。
年間を通して継続した実践研究についての指導を
行った。

園長会、市幼研等と連携しながら、研修の内容や
計画などを検討し実施する。

こども政
策課

地域等との連携による
質の向上（再掲→4(1)
②）

・児童や保護者と地域住民や異校種
との交流を行い、子どもの経験を広
げます。

・子どもたちが松江の文化や伝統を
身近に経験しながら育つことができ
るよう、保育所・幼稚園等が行う地
域住民との交流を支援します。

○

子育て家庭の父母、家族等を対象に子どもの生活
リズム作りや、食育、命の大切さ等の講習会、講
演会を実施。

地域交流活動事業・子育て講座実施施設
公立幼稚園：14園
公立幼保園：6園
公立保育所：8園
私立保育所等：52園

令和7年度も引き続き継続して実施する。
※「しまねすくすく子育て支援事業」による補助
事業

保育所幼
稚園課

保育・教育に係る各地
域の人的資源の活用
（再掲→2(2)①、4(1)
②）

・公民館を中心に、保育・教育に係
る人材や企業・団体とつながる体制
づくり

・公民館区を中心に保育・教育に協
力できる個人・団体を募集の上、リ
スト化し活用方法を検討します。  
（松江らしい）

△
人材のリスト化や体制づくりに向けて、関係機関
との調整を進めた。

人材リスト作成や体制づくりついて、関係機関と
情報共有を行い連携を図った。

人材リストの作成や体制づくりについて、引き続
き関係機関との連携を図りつつ、今後の進め方に
ついても協議を行う。

こども政
策課

・公立幼稚園に対し、教育に関する
指導を行います。

１．子どものための保育・教育の充実－10



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（３）就学前教育から小学校教育への円滑な接続の促進

 ①就学前教育から小学校教育への円滑な接続の促進

進捗状況：◎1、○6
令和６年３月に策定した「松江市幼児教育こどもまんなかビジョン」の普及を行った。保幼小の連絡会は、ほぼすべての学校で実施され、保幼小の交流活動も少しずつ再開されてきている。

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

「松江市保幼小接続カリキュラム」に特化した研
修は行えなかったが、「松江市幼児教育こどもま
んなかビジョン」の周知や活用の際に引用した。

幼児教育施設と小学校との連携の礎となるように
作成した「松江市幼児教育こどもまんなかビジョ
ン」の普及・活用をした。

教育委員会と連携し、引き続き「松江市保幼小連
携カリキュラム」を研修において引用したり、
「松江市幼児教育こどもまんなかビジョン」の活
用時に引用したりする。

こども政
策課

○
幼小連携推進連絡協議会を開催し、保幼小の連
携・接続の課題について話し合った。

保幼小の架け橋プログラムの取組を進め、保幼小
の連携をより一層推進する。
研修の充実を図る。

学校教育
課

○
「保幼小接続推進研修会」の管理職対象研修と担
当者研修を共に開催し、今後の連携のきっかけと
なる場づくりができた。

「保幼小連携推進研修会」の管理職会及び担当者
の研修では、小学校区に分かれて校区の現状や課
題、目指すこども像等について演習を通じて協議
を行った。
各園所に小学校との連携に関するアンケートを行
い、実態把握を行った。

幼児教育施設と小学校との連携の必要性や架け橋
期の学びの連続性等を研修を通じて周知し、実践
へとつなげていく。また、小学校区の幼児教育施
設同士、あるいは、幼児教育施設と小学校との連
携のきっかけとなる場づくりをしていく。

こども政
策課

「学ぶ力」をつなげていくための情報共有や連携
を図ることができた。

幼小接続担当者研修会では、各小学校区で架け橋
期のめざすこども像について話し合うとともに、
幼小の情報交換を行った。
幼小接続管理職研修会では、岩成佳子先生、橋津
健一先生の講義を聴講し、架け橋期のカリキュラ
ムについて理解を深めた。

保幼小の架け橋プログラムの取組を進め、保幼小
の連携をより一層推進し、情報共有や連携を行い
やすい環境を整える。

学校教育
課

「保幼小連携推進研修会」を行い、小学校区別に
目指すこども像等について協議をした。
各園所に小学校との連携に関するアンケートを行
い、実態把握を行った。

各小学校区により連携のあり方には差があるた
め、再度連携に関する実態把握をしたり、継続可
能な保幼小間の連携方法について提案等をしたり
する。

こども政
策課

参集型の研修会を実施し、小学校区ごとのグルー
プ別協議を実施した。

感染症等の拡大状況に応じて、研修形態を工夫す
る。

学校教育
課

○
配慮が必要なこどもに対応した「移行支援会
議」、小学校の園所訪問及び保幼小連携シート活
用等により、こどもの育ちの情報を共有した。

今後は、配慮が必要なこどもに限らず、こどもの
育ちや学びをつなぐための就学前及び就学後の連
携のあり方についての検討が必要である。

こども政
策課

保幼小連絡会は、小学校区の実態に応じ、ほぼす
べての学校で実施。

子どもたちのより良い育ちに向けて、今後もこど
もの情報の共有化について工夫していく。

学校教育
課

このセクションの
総合的な評価

学びの基礎力の育成

・松江市内の保育所・幼稚園等で
育った子どもを同じ視点で育て、学
びの基礎力をもって小学校へ入学で
きるよう取組を進めます。

・保育所・幼稚園等及び小学校の教
職員を対象に、「松江市保幼小接続
カ リ キ ュ ラ ム （ 平 成 25 年 12 月 作
成）」を実践するための研修を行い
ます。

・保幼小の職員が、年齢に応じた子
どもの教育上の課題を共有できる取
組を進めます。

・同一小学校区内の保育所・幼稚園
等で「学ぶ力」をつなげていくため
の場を設け、各小学校区内での一年
間の過ごし方についての情報共有や
連携を図ります。（松江らしい）

一人ひとりの子どもの
情報の共有化促進（再
掲→5(5)①）

・保幼小の教職員の連携により、一
人ひとりの子どもの個性を生かせる
よう情報の共有化を進めます。

・研修会を保幼小合同で実施し、職
員の連携促進を図ります。

○
「保幼小接続推進研修会」の管理職対象研修と担
当者研修を共に開催し、直接話し合う場づくりが
できた。

・就学に向けて、また就学後におい
ても保幼小が連携し子どもの育ちを
支えます。

・移行支援会議、小学校の園所訪問、保幼小連携
シートを実施した。

１．子どものための保育・教育の充実－11



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

○
新型コロナウイルス感染症前の状態までには至っ
ていないが、保幼小の交流活動が少しずつ再開さ
れてきている。

研修会等の機会を通して、架け橋期の幼小接続の
必要性を伝えることで各園所への連携・接続に関
する啓発を行った。

引き続き関係機関と連携しながら、架け橋期の学
びの連続性や幼児教育施設と小学校の連携・接続
の必要性等について研修を通じて幼稚園、保育
所、認定こども園等へ伝えていく。また、各施設
が交流するにあたり、持続可能な交流方法等の助
言をしていく。

こども政
策課

小学校区の保幼小の担当者が実態に応じて、めざ
すこども像や育てたい力を話し合った。

保幼小の連携を進めるために、職員間の対話を大
切にしていく。

学校教育
課

学園（中学校区）での
連携推進（再掲→4(1)
②）

・学園（中学校区）の保幼小及び地
域との連携を推進します。

・各学園の学園教育推進会議等への
保育所・幼稚園の代表者の委員参加
を進めます。

○
各学園ごとに、委員として幼稚園、幼保園、保育
所代表を選出していただいた。

各学園において、各1～3名の委員の参加があっ
た。

協議内容として、保幼小の連携等の視点等も取り
入れていく。
委員の選出については、継続して幼稚園、保育所
等の代表を推薦していただく。

学校教育
課

円滑な接続に向けた家
庭の支援

・保護者に向けて小学校生活の手が
かりとなるような情報提供を行いま
す。

・幼稚園・保育所・認定こども園と
家庭が連携して「生活する力」を育
み小学校生活の見通しを立てること
ができるように、情報共有の冊子等
を保護者に提供します。 （松江らし
い）

◎
５歳児クラスの園児に配布する就学前の手帳「５
歳児のご家庭もいっしょにステップ！」の改訂版
（R年6度用）を作成・配布を行った。

５歳児クラスの園児に配布する就学前の手帳「５
歳児のご家庭もいっしょにステップ！」の内容に
ついて関係機関へ意見照会を行い、それをもとに
内容の改訂を行った。

関係機関や保護者からのフィードバックをもら
い、毎年更新していく。また、本冊子の活用状況
等の検証をするためのアンケートの実施を検討す
る。

こども政
策課

保幼小の交流活動の推
進

・就学前児童と小学校児童との交流
活動等を推進し、小学校への円滑な
就学を進めます。

・各保育所・幼稚園・小学校等で就
学前児童と小学校児童との交流を継
続して行います。

１．子どものための保育・教育の充実－12



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（４）地域の教育力を活かした学校教育の充実

 ①地域の教育力を活かした学校教育の充実

進捗状況：○23、△1

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

小中一貫教育（学園教
育）の推進（再掲→
4(1)②）

・子どもたちの健やかな成長を図る
ために地域の教育力を生かし、幼児
期から義務教育９年間の発達を見す
えて、一貫した指導体制を構築しま
す。

・学園（中学校区）ごとに、地域や
児童・生徒の実態を踏まえ、それぞ
れの校区の特色を生かし、地域・保
護者と協働して小中一貫教育を推進
します。

○

多くの学園において、学園の実態に応じて活動を
見直し改善を図りながら小中交流や小小交流活動
を実施した。
異学年交流活動は各校が工夫をして実施した。

学園（中学校区）で一貫した指導・支援すべき内
容を明確化・重点化し、学園の特色ある教育を推
進した。

引き続き、幼児期から小中学校まで一貫した「た
ての一貫教育」と、学校・家庭・地域が協働した
「よこの一貫（環）教育」を柱とし、さらなる
「学園教育」の推進と充実を図る。
保幼小の連携を推進するための「幼小・連携接続
研修」を継続して実施する。

学校教育
課

・各学校で工夫した授業づくりを進
めるため、指導主事による学校訪問
指導を行います。

○
複数の指導主事、教育指導講師で分担をして、計
画通り訪問指導を実施した。

フォローアップ研修訪問指導の実施（計64人：小
39人、中21人、義務4人）
授業づくり支援（新任講師対象）訪問（計2人：中
1人、義務1人）
ほっとライン訪問指導の実施（複数）

若手教員の増加、ICT環境の整備等に伴う小中一貫
教育を基軸とした指導力向上を目指した訪問指導
を、働き方改革の趣旨を考慮したうえで実施す
る。

学校教育
課

・国・県等の学力調査事業を分析
し、授業改善等対策に生かします。

○ 計画通り完了したため。

4月18日に全国学力・学習状況調査実施。調査結果
は11月に公表。
12月3日に県学力調査を実施。松江市全体の平均正
答率の公表。

引き続き学力調査結果の分析を実施し、「偏差
値」を活用した分析方法を活用し、授業改善等対
策に取り組む。
令和6年度県学力調査

学校教育
課

・ICTを活用した授業が行えるよう環
境整備を行うとともに、情報活用能
力の系統的な指導を行います。

○ 計画通り完了したため。

全教員、児童、生徒のGoogleアカウントを発行
し、 ク ラ ウ ド を 利 用 した ア プ リ ケ ー シ ョ ン
「GoogleWorkspace」を活用できる環境を整備し
た。
クラウドやデータの蓄積を活用するための教員研
修や訪問支援等を実施した。
各校でそれぞれの実情や学年や発達段階を踏まえ
たICTの活用した教育の計画をたて、実践した。

児童生徒用1人１台端末等のICT機器を効果的に活
用した授業実践に関わる研修などを実施し、指導者
のスキルを向上していく必要がある。
児童生徒の情報活用能力や情報モラルなどのスキ
ルを高めていくための仕掛けを工夫する必要があ
る。
R7年度児童生徒用１人１台端末の更新を見据え、
児童・生徒・教職員が最も活用しやすい環境につ
いて多面的に検討を進める。

学校教育
課

このセクションの
総合的な評価

学園（中学校区）で一貫した指導・支援すべき内容を明確化・重点化し、学園の特色ある教育を推進した。ふるさと教育について、全小・中・義務教育学校の全学級で年間20時間以上の実施計画を作成
し、体験的な学習を組むことができた。

児童生徒の学力向上へ
の取組

・小中一貫教育を基軸に各学園（中
学校区）で共同した学力向上の取組
を進めます。

・子どもたちの学習意欲を高め、主
体的に伝え合い学び合う力を身に着
けさせるために、教育の情報化を進
めます。

１．子どものための保育・教育の充実－13



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・情報リテラシー及びコミュニケー
ション能力の育成を推進します。

○ 計画通り完了したため。

松江市学校図書館運営説明会や各種研修会を通し
て、情報リテラシー等の育成の必要性を周知し
た。
小学校教科書採択に伴って改訂した、本市作成の
「学び方指導体系表～子どもたちの情報リテラ
シーを育てる」（第６版）の見方や使い方につい
て「図書館担当者スキルアップ研修」（オンデマ
ンド研修）を開き、市内各校へ周知した。

引き続き松江市学校図書館運営説明会を、管理
職・司書教諭・学校司書を対象に開き、学校図書
館活用教育の必要性や取組について周知してい
く。 

学校教育
課

・学校司書を全小・中・義務教育学
校に配置し、読書センターと学習セ
ンター、情報センターの機能の充実
を図ります。

○
概ね従来通りの図書館運営を行い、３つのセン
ター機能の充実を図ることができた。

学校司書を全小・中・義務教育学校に配置。週27
時間勤務25名。週23時間勤務23名。

学校司書の全校配置の継続を引き続き要望し、３
つのセンター機能の充実を図る。

学校教育
課

・公立図書館と学校図書館などとの
ネットワークを構築し、蔵書の共有
化を進めます。

○ 計画通り完了したため。

学校図書館資料資源共有実績（物流システム）公
立図書館378箱、学校図書館507箱。
共有フォルダを活用し、学校図書館活用教育に関
する指導案、授業資料等の共有化を図った。

物流システムを稼働させるための予算の増額。
物流システムの継続と学校図書館活用教育を推進
するための学校図書館支援センター事業の充実を
図る。

学校教育
課

・キャリア教育を実施し、グローバ
ル社会の中で自立した生活ができる
人材を育成します。

・小・中・義務教育学校が連携した
系統的キャリア教育を推進するた
め、研修会や「まつえ『子ども夢☆
未来』塾」の開催、職場体験学習な
どを行います。

○
職場体験は全市立中・義務教育学校で実施した。
「まつえ『こども夢☆未来』塾」は計画通り実施
した。

全市立中・義務教育学校が職場体験を実施。
「まつえ『こども夢☆未来』塾」として、16小学
校、15中学校で職業人出前授業を実施。

小・中・義務教育学校を対象とした「まつえ『こ
ども夢☆未来』塾」を継続して実施する。
各中・義務教育学校における「職場体験学習」の
取組を引き続き支援する。

学校教育
課

・小・中・義務教育学校でふるさと
に関する学習を年間35時間以上実施
します。

○
全小・中・義務教育学校の全学級で年間20時間以
上の実施計画を作成し、体験的な学習を組むこと
ができた。

各校のできる範囲内で総合的な学習の時間等にお
いて、地域にある教育資源（ひと・もの・こと）
に関する体験活動等を取り入れた学習を行った。

各校のできる形で、できることを実施するなど活
動の展開を工夫する。

学校教育
課

・各校区の特色のある歴史文化、産
業や特産物、環境などについて、体
験をとおして総合的に学べるよう取
り組みます。

○
全小・中・義務教育学校の全学級で年間20時間以
上の実施計画を作成した、体験的な学習を組むこ
とができた。

松江城授業プロジェクトとして、市内全小・義務
教育学校6年生を対象とした松江城・歴史館見学を
全学校で行った。

こどもたちにとって身近な「ひと・もの・こと」
に出会う学習を展開し、ICT機器も効果的に活用す
る。
松江城授業プロジェクトでの事前・事後学習の充
実を図る。
松江城授業プロジェクトに関する教師用・児童用
ハンドブックの活用を推進する。

学校教育
課

・発達段階に応じて地域に貢献をす
る活動を実施します。

○
全小・中・義務教育学校の全学級で年間20時間以
上の実施計画を作成し、体験的な学習を組むこと
ができた。

総合的な学習の時間等において、各校のできる範
囲内で地域に貢献できる活動を行った。

各校の学習活動を支援するための「総合的・体験
的な学習充実事業」を継続する。

学校教育
課

・小・中・義務教育学校及び女子高
等学校に外国語指導助手（ALT）を
配置します。

△

現在ALT16名を配置。令和2年度小学校学習指導要
領の改訂により授業数が増加したが、ALT数は平成
22年度から増加していない。
小学校において担任が行う外国語・外国語活動の
授業支援を行う。授業数の増加に対応した派遣回
数が十分確保できていない。

ALT16名を全市立学校へ配置
学級数に応じて訪問日数を決定
外国語教育における小中学校の接続に配慮し、同
一学園内に原則同じALTを配置
原則専科加配教員の配置がなかった小学校に、外
国語教育指導協力員を派遣（計947回）

新学習指導要領、女子高校の国際コミュニケー
ション学科に対応したALT数の配置及びより効果的
な活用のための研修等を実施する。
外国語指導協力員の派遣回数の増加を要望し、指
導体制の充実を図る。

学校教育
課

・学校図書館活用教育で探究的な学
習を進め、子どもの思考力・判断
力・表現力等を育成します。

・「ふるさと松江」に誇りと愛着を
もつ人材を育成するために、小中一
貫教育による発達段階に応じた系統
的なふるさと教育を行い、社会人に
なるための基礎的な力を育成しま
す。

・外国語教育により、児童生徒の英
語における聞く力や話す力を伸ば
し、英語への興味関心やコミュニ

情報・グローバル社会
に対応できる子どもを
育てる取組

１．子どものための保育・教育の充実－14



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・子どもたちが英語を学んだ成果を
発揮できるよう、各種コンテスト等
を実施します。

○ 計画通り完了したため。
松江市長杯イングリッシュコンテスト、松江イン
グリッシュキャンプを集合型にて実施した。

松江市長杯イングリッシュコンテストを集合型で
実施する。（小中学生対象）
松江イングリッシュキャンプを実施する。（小学
生対象）

学校教育
課

ケーション能力を高めます。

１．子どものための保育・教育の充実－15



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・「かしこい体づくり」と「体力の
向上」を推進します。

・体育の指導主事による、研修会の
開催や学校訪問による体育授業の指
導を行います。

○

研修の充実を図った訪問指導を行い、体力向上や
授業・保育改善等行った。
学校訪問で「体力向上」「かしこい体づくり」の
視点について指導助言をした。

指導主事による訪問指導20回（小10、中4、保・幼
6）
幼稚園教育研究会研修会1回

子どもの「体力の向上」「運動への関心・意欲の
向上」に結びつく体力向上推進計画の策定。
授業や保育改善を促す取組の推進。

学校教育
課

・健康的な生活習慣の育成を目指し
ます。

・各校での保健学習や保健指導を通
し生活習慣病予防や正しい食習慣の
定着の推進に努めます。

○
各教科、特別活動の時間等教育活動全体で計画的
に実施した。

各校の年間指導計画に沿って実施した。 今後も各教科及び教育活動全体を通して実施。
学校教育
課

・電子メディアが子どもに及ぼす影
響を踏まえ、正しい生活習慣と情報
を正しく活用する能力を身に着ける
よう支援します。

・メディア漬けから子どもを守る健
全育成事業を実施します。（メディ
ア学習推進員の派遣、メディア教育
研修会・講演会の開催）

○ 計画通り完了したため。
・メディア学習推進員派遣授業210回開催
・教職員、保護者対象研修会2回実施

メディア学習推進員の派遣、研修会・講演会を今
後も継続し、児童生徒及び、保護者・教職員に向
けた啓発の充実を図る。

学校教育
課

・小・中・義務教育学校にサポート
ワーカー等を配置し、個別の児童・
生徒の学校生活や学習の支援を充実
します。

○
校内の生徒指導体制に位置づけ、個別の児童生徒
の学校生活や学習の支援を行った。

24名（小学校12人、中学校10人、小中学校兼務1
人、義務教育学校1人）のサポートワーカーを配置
した。

学校における生徒指導の状況や他事業の配置支援
員を勘案し、適正なサポートワーカー等の配置を
推進する。

生徒指導
推進室

・青少年相談室での相談活動や学習
活動を充実させ、不登校児童生徒の
学校復帰及び社会的自立を支援しま
す。

○
青少年相談室における相談活動や学習支援を計画
的に実施した。

学習支援や体験活動を通し、相談員等との人間関
係づくりを進め、社会的自立に向けた支援・育成
を図った。

多様化するこども及び保護者の実態に合わせた柔
軟な支援体制づくり。
施設の老朽化に伴う移転等の協議。

生徒指導
推進室

・誰もが居心地がいい学校・学級づ
くりを進め、いじめの未然防止を図
ります。

・アンケートQUを活用して子どもの
学級に対する満足度を確認しなが
ら、親和的な学級集団づくりを進め
ます。

○

6月、10月を基準に年2回の実施により学級や児童
生徒の状況を把握し、親和的な学級集団づくりを
進めた。
校内研修会に指導主事が出かけて説明するなど、
アンケートQUの活用方法について周知を図った。

・小学校3～6年生、中学校1～3年生、女子高1～2
年生に年2回実施

アンケートQUの有効活用や学級集団づくりのため
の具体的な支援と取組、日頃の児童生徒との関係
づくりや個別の相談体制の充実。
学校における校内研修実施の促進。

生徒指導
推進室

・いじめの防止と、迅速な対応のた
めの学校の組織的な取組を進めま
す。

・学校いじめ防止基本方針に基づい
た計画的、組織的な取組を推進しま
す。

○

松江市いじめ防止基本方針改定に基づき、各校の
学校いじめ防止基本方針を点検・修正した。
学校いじめ対策組織による会議を積極的に開催
し、適切な初期対応と組織的な対応の推進を図っ
た。

松江市いじめ問題対策連絡協議会（年2回）は、オ
ンラインと参集のハイブリッド型で開催した。

学校いじめ対策組織への外部関係者の参画と、学
校からの取組の発信。
迅速で適切な初期対応の徹底と校内組織体制の充
実。

生徒指導
推進室

・通常の学級に在籍する児童生徒の
うち、発達障がい等、学習や行動上
特別な支援を必要とする子どもたち
の支援を行う特別支援教育支援員を
配置します。

○

講座型・参加型の研修を通して、支援員としての
心得や校内体制の在り方が再検討され、児童生徒
への支援の充実につながった。
集合研修を3回行った。

小学校18人、中学校7人、義務教育学校2人、計27
人配置

特別な支援を必要とする児童生徒数は増加してお
り、特別支援教育支援員の配置を含め、人的な対
応が必要なケースも多い。
特別支援教育支援員の必要性やその効果について
把握し、増員も含め、児童生徒への支援の充実を
図る。

発達・教
育相談支
援 セ ン
ター

・特別支援学級に在籍する児童生徒
の安全確保や必要な介助を行う特別
支援学級介助員を配置します。

○
訪問による相談や講義・グループ協議による研修
会を年3回実施し、児童生徒の学校生活の適応や学
習活動の充実を図ることができた。

小学校（義務教育学校前期課程含む）16校21人、
中学校5校6人、計27 人配置

障がいの程度が重度であっても、地域の学校で育
てたい保護者が増えていること、通常の学級での
交流及び共同学習を必要とする児童生徒が増えて
いること等から特別支援学級介助員のニーズが高
まってきている。

発達・教
育相談支
援 セ ン
ター

・指導主事等による小・中・義務教
育学校の訪問指導や相談を行いま
す。

○

関係機関との連携をさらに進め、保護者や所属に
対して相談や助言を行うことにより、保護者の安
心や所属の支援力の向上が図られた。

・小学校相談件数 1,225件
・中学校相談件数    340件
・訪問指導（特別支援学級フォローアップ研修・
授業づくり支援) 1件

困難なケースの増加に対応するため、教育、保
健、福祉、医療等との連携強化を図り支援にあた
る。
特別支援学級担任の指導力の向上を図るととも
に、学校全体で特別支援学級に対する理解を深め
る。

発達・教
育相談支
援 セ ン
ター

体育・健康教育の充実

きめ細やかな児童生徒
への指導と支援

・不登校の児童・生徒や保護者への
支援を充実します。

小・中・義務教育学校
における特別支援教育
の充実

・小・中・義務教育学校における特
別支援教育の充実を図ります。

１．子どものための保育・教育の充実－16



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・教職員を対象とした研修会を開催
します。

○
目的に応じてzoomによるオンライン研修や集合研
修等の形態を工夫し、計画通り研修を実施した。

学校教育課等と連携し、計画的に研修を進めた。
小中教職員を対象とした研修を6講座開催した。

現場のニーズと働き方改革とを鑑みながら、研修
内容や方法をさらに検討する必要がある。
日常の指導や支援力の向上につながる質の高い研
修の実施に向け、学校教育課等とのさらなる連携
や情報共有を図っていく。

発達・教
育相談支
援 セ ン
ター

１．子どものための保育・教育の充実－17



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（５） 学校教育等における人権教育

 ①学校教育等における人権教育

進捗状況：○5

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・学校における人権教育を推進する
ことにより、子ども・教職員の人権
意識を高めます。

・様々な人権課題について、教科や
道徳などを通じて、子どもの人権意
識を高め、差別をなくす実践力を培
う教育を推進します。

○ 訪問指導は概ね予定どおり実施した。
学校訪問等：２１回（参加者数：４7７人） 各種人権教育研修等での研修内容と学校訪問指導

時の指導を連動させた取組が必要である。

人権男女
共同参画
課

・教職員人権教育研修会の中で「子
どもの権利条約」について学習を進
めます。

・学校訪問指導を実施し、教員の資
質向上を図ると共に、教職員人権教
育研修会の中で「子どもの権利条
約」について理解を深めます。

○ 教職員研修は概ね予定どおり実施した。 研修：７回（参加者数：１５１人）

各種人権教育研修等において、人権課題の最新の
状況をふまえ、児童生徒の自尊感情を育てる内容
の件数や、教職員の人権意識を高める研修が必要
である。

人権男女
共同参画
課

・教育・保育活動全体を通じて日常
的に人権教育の推進に取り組みま
す。

○
各園・所からの実態の聞き取り（こども・保護
者・職員・地域）や実際の園の様子を把握し、人
権教育の推進を図った。

訪問指導や研修会等の機会を通して、職員への人
権意識を高める指導や助言を行った。

今後も継続した訪問指導や研修の機会をもつこと
が必要である。様々な保育・教育現場での課題を
踏まえた研修や指導助言の場で幼児教育・保育の
基盤は人権教育であるということを伝え職員の意
識付けを行うことで、職員の人権意識の向上を図
りつつ、こどもや保護者の人権意識の向上にもつ
なげていく。

こども政
策課

・保育所・幼稚園・認定こども園の
訪問指導を実施し、教職員の資質向
上を図ります。

○
保育所・幼稚園・認定こども園の訪問指導は概ね
予定どおり実施した。

申請訪問等：２６回（参加者数：３５６人）
訪問指導により、保育における人権意識の向上と
保育者同士の人権感覚や協力体制づくりの指導を
していくことが必要である。

人権男女
共同参画
課

○

社会情勢の変化を踏まえた様々な人権課題につい
て、人権男女共同参画課と連携を取りながら、各
園・所に対して訪問指導の際に、人権について触
れて指導助言を行ったり、人権に関する研修を取
り入れることで意識付けを行ったりした。

訪問指導において人権の観点を含めた指導・助言
や人権に関する研修を行った。

今後も継続した研修の機会や訪問指導での人権を
基盤とした助言指導の場をもつことが必要であ
る。研修等の中で人権教育を関連づけ、職員の人
権意識が高まるようにする。

こども政
策課

保育所・幼稚園・認定こども園等教職員人権教育
研修は、令和６年度から公立保育所及び民間の保
育所・幼稚園・認定こども園も対象に拡げ実施し
た。

研修：２回（参加者数：７２人）
幼稚園・保育所・認定こども園等職員人権教育研
修により、人権教育を推進するための研修を実施
する。

人権男女
共同参画
課

このセクションの
総合的な評価

各園・所からの実態の聞き取り（こども・保護者・職員・地域）や実際の園の様子を把握し、人権教育の推進を図った。保育所・幼稚園・認定こども園等教職員人権教育研修については、令和６年度から
公立保育所及び民間の保育所・幼稚園・認定こども園も対象に拡げた。

学校教育における人権
教育の推進

保育所・幼稚園等にお
ける人権教育の推進

・保育所保育指針、幼稚園教育要領
及び幼保連携型認定こども園教育・
保育要領に基づき、人権教育を推進
し、子どもと教職員の人権意識の向
上を図ります。

・保育所・幼稚園等の教職員を対象
に、人権に関する研修を実施しま
す。

１．子どものための保育・教育の充実－18



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 （６）青少年の育成

 ①青少年の育成

進捗状況：○3

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

体験学習の充実
・各地区の行事、体験学習やボラン
ティア活動に子どもたちの参加を促
進します。

・各地区おいて、学習教室や伝統行
事などを開催し、子どもたちと地域
との交流を推進します。

○
各地区において、こどもたちが地域と交流するこ
とができる研修会や発表会などの取り組みを行う
ことができたため。

松江てらこや事業、夏休みこども居場所事業、そ
ば打ち体験、灯ろうづくり、ボッチャ大会、いき
いき体験教室、田植え・稲刈り体験等を実施し
た。

どのように行事や体験活動を実施していくのか、
検討をしていく必要がある。また、各地区（公民
館区）の青少協に対しての支援や情報共有などの
働きかけを継続して行う。

生涯学習
課

青少年健全育成の推進
・青少年健全育成活動を推進しま
す。

・地区青少年育成協議会を中心に、
各地区での異世代交流や体験活動を
促進します。

○
新型コロナウイルス感染症の影響により減少して
いた参加人数も回復し、研修会や発表会などの取
り組みを行うことができた。

ジュニアリーダー研修、世代間交流事業「春休み
お楽しみ会」、グランドゴルフ大会、市民憲章か
るた大会、世代間交流「ふれあいチマキ作り」等
を実施した。

どのように行事や体験活動を実施していくのか、
検討をしていく必要がある。また、各地区（公民
館区）の青少協に対しての支援や情報共有などの
働きかけを継続して行う。

生涯学習
課

青少年支援センターの
充実

・関係機関との連携強化、支援ボラ
ンティアネットワークの構築、支援
活動に取り組みます。

・電話、来所による相談や悩みを抱
える青少年などの生活支援、就労支
援、学習支援を実施します。

○

相談対象者やその家族などからの相談や本人に対
する各種支援を行い、相談対象者数は前年度に比
べて増加した。
実務者研修会は、困難を抱えるこども・若者に対
する理解・支援方法について、有識者による講演
やグループワークを実施することができた。講演
は受講希望者が参加しやすいようハイブリッド方式
（会場聴講及びオンライン視聴）で開催した。
事例検討会を実施し、関連機関と支援のあり方や
課題について話し合いを行い、共有を図ること
で、連携・協力関係を強化することができた。

〇相談活動
 相談対象者 160人
〇各種支援活動
・学習支援 11人（うち高校等進学10人）
・居場所支援 86人
・就労等支援 10人（うち2人が就労）
〇社会体験事業
 参加者延べ人数89人
〇関係機関との連携強化
・青少年支援連絡会、実務者研修会2回及び事例検
討会開催（延べ参加人数133人）

相談者及び支援対象者の要望等を踏まえながら関
係機関と必要に応じて連絡・協議を重ね、ネット
ワークを強化し、切れ目のない支援体制の構築を
行っていく。
こども・若者の支援に携わる人材の養成のため、
関係機関の実務者向けの研修会を実施する。
困難を抱える若者の雇用や就労体験に協力しても
らえるよう、協力事業所として登録いただいた事
業所(者)との関係を維持するとともに、支援対象者
の要望に応じて協力事業所(者)を開拓していく。

青少年支
援室

このセクションの
総合的な評価 体験学習、青少年健全育成の推進については、新型コロナウイルス感染症の影響により減少していた参加人数も回復し、研修会や発表会などの取り組みを行うことができた。
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２ 子どものための保護者支援

（１）親子の健康づくり

 ①切れ目ない妊産婦・乳幼児期から学童期への支援の充実

進捗状況：◎10、〇17

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・母子保健コーディネーターの配置
及び子育て支援分野との連携によ
り、多岐にわたるサービス調整、総
合的な相談対応を実施するととも
に、妊娠・出産に係る知識の普及啓
発に努めます。

◎
母子健康手帳発行時に、妊婦やそのパートナーへ
母子保健コーディネーターによる面談を実施し、
相談や情報提供を行った。

保健福祉総合センター・8支所において、母子保健
コーディネーターによる妊婦に対する面談を実施
し、妊娠、出産に係る正しい知識の普及を行った。
また、ハイリスク妊婦や養育上問題を有する妊婦
を把握し、関係機関と連携を図りながら、相談や
支援を実施した。必要時、保育士等による保育所
の相談も行った。感染症予防のため窓口来所が困
難な場合は、オンライン相談やメール・郵送等の
手続き方法も可能とした。妊娠届出数：1218件

ハイリスク妊婦等への的確な支援ができるよう窓
口での相談体制の充実が必要。
妊娠早期から支援が行えるように、妊娠11週目頃
までに届出がされるよう関係機関と連携を図る。

こども家
庭支援課

・妊婦健診の14回の助成を継続し、
定期的な健康チェックの機会の確保
と、経済的負担の軽減を図ります。
量の見込み2(2)⑫

◎
安心して出産できるよう、妊婦健診（14回）の公
費負担を行った。

妊娠届出時に14回分の妊婦健診受診券を渡し公費
負担を行った。
里帰り中の方は、償還払いでの対応を行った。

経済的負担の軽減だけでなく、妊婦健診結果の情
報を妊娠中の健康づくりに活用する。

こども家
庭支援課

・高齢妊婦への対応を充実させま
す。

◎
ハイリスク妊婦として地区担当保健師へつなぎ対応
した。

35歳以上初妊婦について必要に応じて地区担当保
健師へつなぎ、支援計画を立てて支援を実施し
た。

引き続き妊娠届出時にニーズや課題を的確に把握
し、地区担当保健師と連携しながら、妊娠・出産・
子育て期における切れ目のない支援を行う。

こども家
庭支援課

・ハイリスク妊産婦や育児不安・養
育問題を持つ親子の把握と、早期か
らの健康づくり・育児支援を行いま
す。

◎

個別対応を中心として支援を実施。必要時、プレ
パパ・プレママ教室や乳幼児健康相談の参加を促
し、孤立化しないような地域とのつながりをもてる
場の提供を行った。

母子保健コーディネーターによる全妊婦に対する
面談を実施した。その中で、ハイリスク妊婦や養育
上問題を有する妊婦を把握するとともに必要に応
じてサポートプランを作成し、関係機関と連携を
図りながら相談や支援を実施した。

ハイリスク妊婦等への的確な支援実施のために、
窓口の相談体制の充実を図る。
妊娠・出産・子育て期において孤立化しないよう
地域とのつながりを持てる場を増やしていく。

こども家
庭支援課

・産科医療機関との連携により、早
期支援が必要な妊婦の把握に努め、
訪問、電話等により支援します。

◎
医療機関と連絡票を活用し、連携を行い、妊娠期
からの支援が行えた。

母子保健コーディネーターによる全妊婦に対する
面談を実施した。その中で、ハイリスク妊婦や養育
上問題を有する妊婦を把握するとともに必要に応
じてサポートプランを作成し、関係機関と連携を
図りながら相談や支援を実施した。

周産期医療機関、保健所、市の連携のもと、周産
期の課題について検討が必要。
周産期医療機関のネットワーク強化、産前産後の
サービス体制拡充にむけ連携を強化する。

こども家
庭支援課

このセクションの
総合的な評価 健診、面談、相談支援、積極的な情報発信など切れ目のない支援体制を整えた。産後ケアの委託先を１施設増加し、新たに温泉型を導入するなど、安心して子育てを行える環境づくりを推進した。

妊婦の健康づくり
・安心して子どもを生むことができ
る環境をつくります。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・父親の妊娠出産育児に対する知識
を深めるための学習の機会を提供し
ます。

○

妊娠届出時に、妊婦・パートナーへ母子保健コー
ディネーターによる面談を実施し、相談や情報提
供を行った。
プレパパ・プレママ教室については、講話に多く
の時間を要していたが、実技に対する参加者の要
望が強かった。

妊娠届出時に同伴した夫に対して、妊娠出産に関す
る相談・情報提供を行った。
プレパパ・プレママ教室参加人数197人(12回)

プレパパ・プレママ教室については、実技・体験
を充実させ、より今後の生活で役立てられるよう
な内容とする。

こども家
庭支援課

・妊婦とパートナーに対し、歯科検
診を実施し、歯と口腔の健康づくり
を推進します。

○
かかりつけ歯科医の定着化を目的に、妊婦とその
パートナーに対し無料歯科健診受診券を交付したこ
とにより、受診者数が順調に伸びている。

妊婦・パートナー歯科健康診査事業
妊婦とそのパートナーが出産日までに歯科検診を
受診し、必要な治療や口腔ケアの習慣化につなげ
る。【受診者数】621人（妊婦421人、パートナー
200人）

引き続き、保護者世代の歯科受診及びかかりつけ
歯科医定着を推進する。

健康推進
課

・産後の安心・安全を目的とした産
後ケア（宿泊型、滞在型）のあり方
について、関係機関との検討を進め
ます。

◎

委託施設の拡充を行った（1施設増）。
より幅広いニーズに応えられるよう、新たに温泉
型を導入した。
今後の体制整備にあたり、委託施設とは話し合い
の機会を設け、検討を重ねた。

利用延件数 通所型 1,370件
      訪問型 86件
      宿泊型 337日
      温泉型 88件

施設によっては依然予約待ちが発生する状況もあ
るため、委託施設の拡充に向け、引き続き公募や
関係機関への働きかけを行う。
集団型産後ケアを導入し、さらなる事業の拡充を
図る。

こども家
庭支援課

・保健所や産科医療機関などと、親
子の健康管理上の課題を共有し、切
れ目ない妊娠・出産支援体制の整備
を検討します。

○

必要時には早期に介入・サポートするなど、各関
係機関と連携しながら支援体制を整えることがで
きた。
周産期支援にかかる連携体制を検討する「周産期
連絡会」を開催した。

妊娠届出時の情報や、医療機関から提供される
「妊婦連絡票」「褥婦・産婦連絡票」の情報を活
用し早期からの支援を実施した。
「周産期連絡会」を開催し、情報共有しながら連携
のあり方について検討した。

妊娠届出、妊婦連絡票等の情報を有効に活用し、
より早期からの支援が行えるよう連携体制の強化
を図る。

こども家
庭支援課

・育児不安やストレスの把握と軽減
を図ります。

・産科医療機関との連携により、早
期支援が必要な親子の把握に努め、
「こんにちは赤ちゃん訪問」等によ
り、タイムリーに産後の相談・支援
を実施します。

◎
支援が必要な妊産婦等の情報を医療機関から提供
される「連絡票」を活用し、早期の支援につなげ
ることができた。

産後、「褥婦・産婦連絡票」を用いて早期からの
支援を実施した。
褥婦・産婦連絡票 233件
新生児等連絡票数   98件

産後うつ質問票を全数実施し、早期からの産後メ
ンタルヘルス支援を行う。
必要に応じ、精神科医療機関や関係機関と連携し
ながら支援を行う。

こども家
庭支援課

・医療保険適用の不妊治療及び人工
授精に対し、自己負担の一部を助成
し、経済的負担を軽減します。

○ 適正に実施できた。
助成人数 164人
助成額 7,577千円

継続して実施する。
子育て給
付課

・生殖補助医療（体外受精及び顕微
鏡受精）を受けている夫婦に対し
て、治療費の一部を助成します。

○ 適正に実施できた。

保険診療外で生殖補助医療を実施した場合と保険
診療で生殖補助医療を行い、併せて保険適用外の
先進医療を実施した場合に治療費の一部を助成し
た。
助成人数 145人
助成額 19,974千円

継続して実施する。
子育て給
付課

産婦の健康づくり

・安心して子育てできる環境をつく
ります。

不妊治療の支援 ・不妊で悩む夫婦を支援します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・生後4か月までの乳児のいる家庭に
訪問し、乳児と保護者の健康状態等
の把握を行い、養育についての相談
に応じます。量の見込み2(2)⑤

○
地区担当保健師や助産師が対象家庭を訪問し、養
育等の相談を行った。

生後４か月までの児がいる家庭について、保健
師・助産師が訪問し必要な情報を提供した。乳児全
戸訪問件数：1,147件（91.9％）

訪問未実施者については、関係機関と連携をと
り、乳児全数の状況把握を行う。

こども家
庭支援課

・健康や養育上の問題を抱える家庭
に訪問し、相談・支援を行います量
の見込み2(2)⑥

◎
地区担当保健師が対象家庭を訪問し、養育等の相
談・支援を行った。

医療機関、その他関係機関からの紹介があった
ケースについて訪問し、相談支援を実施した。養育
支援訪問 118件 

タイムリーな支援を実施できるよう、引き続き関
係機関との連携・調整を図る。

こども家
庭支援課

・4か月児健診、1歳6か月児健診、3
歳児健診、5歳児健診を継続して実施
します。

○

感染症予防対策を継続しながら集団健診を実施して
いる。
概ね、受診すべき年齢・月齢での受診ができてい
る。

【４か月児健診】1,178人(98.5%)
【１歳６か月児健診】1,336人(99.3%)
【３歳児健診】1,408人(98.９%)
【５歳児健診】一次健診1,484人、二次健診166人 

継続して実施する。
こども家
庭支援課

・各種健康教育、健康相談を継続し
て実施します。

○

各種教室や地区乳幼児学級等の集団教育の場では
感染対策を講じながら実施することが出来た。わ
いわいサロンは新型コロナウイルス感染症が5類に
移行したことに伴い、予約制を撤廃。参加者数は
前年度比180％増加しており、より多くの親子支援
へ繋がった。

離乳食と歯の教室 48回(もぐもぐ教室24回・かみ
かみ教室24回）/半日、828人
4か月児健診1,178人、1歳6か月児健診1,336人、3
歳児健診1,408人
乳幼児健康相談(わいわいサロン)：来所者数2,757
人

引き続き、各場面を活用した啓発を行う。
SNSを活用した食育・歯育の啓発を推進する。
出生数の減少等により、わいわいサロンの参加者
数が減少している会場があるため、実施会場の見
直しが必要。

こども家
庭支援課

・各健診において子どもの成長・発
達の気づきを促し、発達健康相談等
の場で適切な支援につなぎます。

◎ 計画通り事業を実施できた。
健診において、こどもの成長・発達の気づきを促
し、必要なケースについては発達健康相談へつな
いだ。

引き続き、地区担当保健師や関係機関と連携し実
施する。

こども家
庭支援課

○
3歳児健診時にリーフレットの配布と内容説明を行
い、保護者に子育てに関する理解と早期支援に関
する啓発を行うことができた。

内容説明と共に、3歳児健診受診者(保護者)1,408人
にリーフレットを配布した。

発達障がい等について更なる理解・啓発を図るた
め配布時の内容説明の仕方を工夫する必要があ
る。

発達・教
育相談支
援セン
ター

こども家

・基本的な生活習慣確立のため、生
活状況に応じ、専門スタッフが個別
の相談に応じます。

◎ 計画通り事業を実施できたため。

乳幼児健診にて、こどもの成長発達確認・育児情
報を提供するとともに、保健師・管理栄養士、歯
科衛生士による個別相談を実施した。
【受診者数】4か月児健診:1,178人、1歳6か月児健
診1,336人、3歳児健診1,408人

生活背景が多様化している中でニーズに合った支援
を行うため、個々の相談に細やかに対応してい
く。

こども家
庭支援課

・子どもの急病時の不安解消や対処
方法の参考となる情報をホームペー
ジで周知します。

○ 計画どおり進捗している。 ホームページにより周知を行った。
引き続き救急医療の適正利用についての啓発が必
要であり、ホームページでの周知を行う。

保健衛生
課

・休日・夜間の子どもの急病で心配
なときに電話で相談ができる＃8000
（島根県子ども医療電話相談）を周
知します。

○ 計画どおり進捗している。
ホームページ、赤ちゃん手帳への掲載により周知
を行った。

引き続き救急医療の適正利用についての啓発が必
要であり、ホームページその他の媒体での周知を
行う。

保健衛生
課

・市立病院において、平日夜間や
土・日・祝日に小児科の医師による
診療を継続して実施します。

○
平日の17:30-19:00及び土日祝日の10:00-17:00は小
児科医が病院に待機し、専門の医師が迅速に対応
できる体制を取っている。

小児科全救急患者数（24時間366日）2,491人
 うち平日夜間（17:30-21:00） 428人
 うち土日祝日（10:00-17:00） 975人

現行の体制維持に努める 市立病院

・子育てのポイント等をまとめた
「すくすく！子育てリーフレット」
等を、3 歳児健診時に保護者に配布
し、子育てに関する理解と啓発を図
ります。

子どもの急病に対応
できる環境の整備

・子どもの急病に関する知識の普及
や相談先の紹介を行うとともに、急
病に対応できる医療体制をつくりま
す。

乳幼児の健康づくり
（再掲→5(2)②）

・生活習慣の確立、心身の成長発達
を促す取り組みを推進します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・各種保健福祉事業を通し、要支援
児、要支援家庭の早期発見と、早期
支援体制づくりに努め、関係機関と
の連携を強化します。

○
随時、個別に支援している。
関係者会議はオンラインにて開催した。

要支援児・要支援家庭については、地区担当保健
師が個別支援を実施。
必要に応じて、医療機関等との調整を行った。

地区担当保健師を中心に個別支援を実施し、エス
コをはじめ関係機関との連携を図る。

こども家
庭支援課

・長期療養児、慢性疾患児に対する
相談支援の充実に努めます。

○
こども家庭支援課が各機関と連携や調整を行い、
地区担当保健師が個別支援を行った。

医療的ケア児の支援状況の把握を行い、必要時、
関係者間で個別支援会議を開催した。

医療的ケア児支援に関わる関係機関と連絡会を開
催し、情報共有や課題解決を図る。

こども家
庭支援課

・早期発見、早期支援における乳幼
児健診等の情報活用のあり方を検討
します。

○
乳幼児健診にてこどもの異常を早期発見した場合、
必要に応じて関係機関へ紹介し、早期支援につな
げた。

乳幼児健診にてこどもの異常を早期発見した場合、
必要に応じて関係機関へ紹介し、早期支援につな
げた。

保護者の気持ちに寄り添いながら、早期に必要な
支援につながるよう情報活用を行う。

こども家
庭支援課

○
必要に応じて児童の心身の不調に関する相談に対
応した。

生活リズムに関する助言を行うとともに、精神的
不調については必要に応じて医療機関へのつなぎ
を行った。

引き続き、SSW等関係者との連携を強化しながら
個別の相談に応じる。

こども家
庭支援課

○
学校保健委員会に出席し、課題の共有や生活習慣
の確立を促す啓発を行ったため。

将来を見据えた学童期の課題を地域の支援者とも
共有し、連携して取り組みを行った。

引き続き地域の支援者と連携し、各地区の特色を
生かしながら学童の健康づくりが推進されるよう
支援する。

健康推進
課

 ②子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり

進捗状況：○３

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・生活習慣の確立、むし歯予防事
業、地域交流の事業を、母子保健推
進員協議会、食生活改善推進協議会
と協働して実施します。

○
関係課や関係団体等と連携しながら取組みを行っ
た。

離乳食と歯の教室 48回(もぐもぐ教室24回・かみか
み教室24回）/半日、848人(415組)
乳幼児健康相談(わいわいサロン)：来所者数2,472
人

母子保健推進員や食生活改善推進員と協力しなが
ら、各地区の特性・食環境・生活環境等に配慮し
健康づくりの推進を行う。

こども家
庭支援課

・子育て支援ネットワーク等を通じ
て、地域の現状・課題を共有し、子
育てしやすい地域づくりの推進につ
いて検討します。

○
各地区子育て支援者ネットワーク会議等は、地域
の実情を基に課題共有できたため。

子育て支援者ネットワーク会議
【実施回数】16回

各地区の課題を共有し、それに基づいた活動が実
施できるように、子育て支援者ネットワーク会議
等の開催を推進し、ネットワークの構築を図る。

健康推進
課

・健康に関する地域団体と地域にお
ける育児相談支援の推進について検
討します。

○
各地区わいわいサロン（乳幼児健康相談）、子育
てサロン等、地区の実情に合わせ、工夫しながら
開催できたため。

子育て支援関係者と地区担当保健師が、母子保健
の課題を共有し、母子支援について検討しながら実
施した。

地域での母子保健相談体制について、引き続き子
育て支援関係者と連携し、地区の実情に合わせ効
果的な方法を検討しながら体制を構築する。

健康推進
課

疾病や障がいのある
子どもを持つ保護者
等への支援（再掲→
5(5)①）

多様な背景を理解し、的確な保護者
支援を実施します。

学童期の健康づくり
・生活習慣の確立、心身の成長発達
を促す取り組みを推進します。

・心やからだの健康に関する課題に
ついて学校保健や関係機関との連携
を強化します。

このセクションの
総合的な評価 各地区わいわいサロン（乳幼児健康相談）、子育てサロン等が再開され、相談できる機会が増えた。また、関係課や関係団体等と連携しながら取組みを行った。

健康に関する地域団
体と行う乳幼児の健
康づくり（再掲→4(1)
②,5(1)①）

・母子保健推進員協議会、食生活改
善推進協議会と地域の現状に基づく
健康づくりを推進します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（２） 地域子ども・子育て支援事業の充実

 ①家庭への子育て支援

進捗状況：○10、△1

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

利用者支援事業の実
施による相談体制の
充実（再掲→5(2)②）  

・保護者が子育て支援事業や教育・
保育施設の中から適切なものを選択
し、円滑に利用できるよう支援を行
います。
・保護者の困りごとに応じた適切な
関係機関につながるよう支援を行い
ます。

・子育てや子育て支援事業、保育・
教育施設の利用について総合的に相
談に応じる窓口を設置し、市民への
周知を行います。  量の見込み2(2)

①   （松江らしい）

○
子育て支援コーディネーターが各種相談に応じ、
必要に応じて関係機関につないだ。

【実施施設】1カ所
【相談件数】月平均123件
子育て支援コーディネーターが各種相談に応じ
た。必要に応じて、地区担当保健師、エスコなど
関係機関につないだ。

引き続き、子育て支援員研修の受講、各種研修へ
の参加などを通して、子育て支援コーディネーター
の支援力の向上を図る。

こども家
庭支援課

子育て支援情報の提
供の充実（再掲→5(2)
②）

・ホームページ、X、新聞、TVなど
を含め、子育てに関する情報を提供
するとともに、気軽に育児相談がで
きる環境をつくります。

・「母子健康手帳アプリ」「赤ちゃ
ん手帳」「子育て支援センターだよ
り」やホームページ、Xなどの充実
に引き続き努めます。

○

母子手帳アプリ「母子モ」をR5.3月に導入し、子
育てに関する情報の発信や、事業の予約等ができ
るようにした。
市内9カ所の子育て支援センターの事業をわかりや
すく周知するために、ホームページの掲載内容やX
の発信内容の見直しを行った。

【ホームページ更新回数】月10回程度
【Xフォロワー数】2,000件（R7.3.31)
【各子育て支援センター情報誌の発行】毎月
ホームページに子育て支援センター9か所の情報等
を月毎のカレンダー方式で情報提供を行った。
ホームページの他に、X（旧ツイッター）、母子手
帳アプリ「母子モ」、まつえナビを活用し、イベン
トや相談事業の周知を行った。
専門相談事業や、保育士への来所・電話・メール
での相談の周知を、各子育て支援センター発行の
情報誌等で周知した。

市報やホームページ等を利用し、子育て支援セン
ターの周知を引き続き行う。また、来所できない
方へも、子育て支援情報を提供するため、ホーム
ページやXなどのSNSを活用する。
地域の子育て支援情報の周知、民間や個人で活動
している支援者の活動支援のため、子育て支援セ
ンターへの広告物の設置を広く受け入れる。

こども家
庭支援課

子育て支援拠点事業
の充実（再掲→5(2)
①）

・利用者ニーズに応じた子育て支援
拠点事業の充実を図ります。

・あいあいを中核として、各地域の
サテライトや公民館と連携し、子育
てに関する相談、親子の交流の場や
情報の提供、子育てサークルなどの
支援を行います。       量
の見込み2(2)⑦

○

徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあるため、あ
そび場の利用制限を解除した。
つどい、講座の一部に予約制や定員を設け、当初
の計画通り開催した。

【施設数】9か所
【利用総数】75,050人（対前年度比105.67%)
・子育てに関する悩みの相談のワンストップ・早
期対応ができるよう、相談内容により関係機関に
繋ぎ、子育て支援センターが気軽に相談しやすい
場となるよう努めた。
・「あいあい」で保育所入所の受付を行った。
・職員のスキルアップのため、子育て支援セン
ター間で職員の相互研修を実施した。

・多岐にわたる相談内容を適切に関係機関に繋ぐ
ため、引き続き子育て支援の情報把握と個々に
あったサービスを案内できるようにスキルアップ
を図っていく。
・つどい・学習会等を企画するにあたり、引き続
き利用者の年齢層や需要に応じた柔軟な企画とな
るよう心がける。

こども家
庭支援課

このセクションの
総合的な評価 母子手帳アプリ「母子モ」を活用した事業の予約や情報発信などを行った。あそび場の利用制限は解除し、つどいや講座もおおむね計画通り開催することができた。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

訪問型子育てサポー
ト事業の利用促進
（再掲→５(２)②）

・子育てホームサポーターが子育て
家庭を訪問し、一時的保育とともに
悩み相談やアドバイスを行います。

・「子育て支援センターだより」
「ポケット版パンフレット」やちら
し、ホームページなどを活用し、事
業の周知を図ります。

○ おおむね計画通り実施できた。

【利用延件数】535件（前年度+52件）
【委託事業所】3事業所
・3事業所に委託して、訪問型子育てサポート事業
を実施した。
市報やチラシ等で事業を周知し、利用者やサポー
ターを募集した。
・赤ちゃん訪問時等に保健師から事業を紹介し、
子育て世帯への周知を行った。
・低所得世帯及びひとり親世帯に対して利用料金
の補助制度を実施した。

・引き続き、継続して実施する。
・コロナの影響で様々な不安を抱える方の増加に
伴い、利用件数が増加している。引き続き、支援
の担い手である子育てサポーターの増員と事業の
周知に努める。

こども家
庭支援課

多胎児養育家庭サ
ポート事業（再掲→
5(2)②）

・特有の育児負担感が強い傾向にあ
る多胎児養育家庭へサポーターを派
遣し、育児支援を行います。

・訪問型子育てサポート事業の受託
事業所から多胎児を妊娠・育児して
いる家庭へ派遣し、家事・育児・外
出支援を行います。(48時間/年、み
つごは96時間/年)利用料は無料で
す。

○ 利用者のニーズに応じサービスの提供を行った。
【利用延件数】延136件、延264時間
【委託事業所】3事業所

多胎児を妊娠した妊婦とその家庭向けのチラシを
妊娠届出時に配布するとともに地区担当保健師か
ら事業を紹介する等、周知の強化を図る。

こども家
庭支援課

ファミリーサポート
センター事業の利用
促進（再掲→5(5)①）

・子育ての援助を行いたい人と受け
たい人のネットワークによる相互援
助の事業を継続します。

・「子育て支援センターだより」
「ポケット版パンフレット」「まつ
えファミリーサポートセンター通
信」やホームページ、Xなどを活用
し、事業の周知を図ります。
量の見込み2(2)⑨の一部、⑩の一
部、⑪の一部

○ おおむね計画通り実施できた。

【利用件数】2,867件（昨年度ｰ75件）
【おねがい会員】783人
【まかせて会員】217人
【どっちも会員】49人
ファミリーサポートセンターが事務局となり、会
員の入退会手続及び支援の調整を行った。
会員を対象に講習会を実施し、会員のスキルアッ
プにつなげた。

特定のまかせて会員にサポートが集中することを
防ぐため、特に会員の少ない地域の増員を図る。
安心・安全な支援をするために、会員の研修を子
育て支援センターの子育て学習会等と連携して計
画し、引き続き会員の支援力の向上に務める。

こども家
庭支援課

子育て自主サークル
等への支援（再掲→
4(1)②）

・子育てサークルや子育てボラン
ティア等の支援団体の育成と自主運
営の支援を行います。

・自主サークルの活動に対して、場
の提供や情報提供を積極的に行い支
援していきます。

○
子育て自主サークルネットワーク会を予定通り
行った。あいあいとの共催で保護者のおしゃべりの
場を提供する「あいあいぼっくす」を開始した。

【全団体数】18団体
【新規】3団体
・サポートサークルと支援センター事業での共
創・協働を図り、活動の場（サポートを行う機
会）の提供を行った。
・サークルネットワーク会は5回開催した。

・引き続き自主サークルの支援を行い、地域の子
育ての輪が広がっていくよう努める。
・自主サークルの立ち上げや自主運営の支援を行
い、サテライトも含め、支援センター事業との共
創・協働を図る。

こども家
庭支援課

公民館の乳幼児学級
への支援

・公民館で開催される乳幼児学級を
支援します。

・公民館で開催される乳幼児学級へ
保健師等が参画し協力するなどの支
援を行います。

○
地区の状況に応じて、保健師が参画し、健康教育
や親子の健康づくりに関する啓発を行ったため。

地区担当保健師が公民館や子育て支援関係者と連
携し、教室運営支援や来所者の健康相談、教育など
の役割を担った。

公民館を拠点に、地域の子育て支援関係者と子育
て支援ネットワークの構築をはかる。

健康推進
課
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・地域の子育て支援者・団体や他領
域の団体等との関係づくりを行い、
地域の中で多様なつながりをつくり
ます。

・地域の子育て支援者や団体等との
連携・協動の体制づくりを行うとと
もに、地域の子育て資源の育成に努
めます。   （松江らしい）

○

徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、支援要
請件数が増加したが、スムーズに対応することが
出来た。
松江市ボランティアセンターと連携し、子育て支援
センターのイベント事業等をまめなかポイントの
対象活動とした。

子育て支援者リスト登録数
【子育て支援者】個人7人、団体5団体
【子育てサポート保育士】6人
【子育てボランティア】33人
支援要請件数
【子育て支援者】5名41件、4団体7件
【子育てサポート保育士・子育てボランティア】
163件
子育て支援にかかる多様な資源を有効活用し、支
援の充実や活性化を図った。

子育て支援者の高齢化に伴い、継続登録が減少し
ている。新たな人材確保のため、市報や子育て支
援センター発行の情報誌などを利用して周知を図
る。
引き続き、市内保育所や公民館等子育て支援団体
に向けて、「子育て支援者リスト」に登録の子育
て支援者の紹介の周知をしていき、子育て支援者
の活躍の機会を提供する。
引き続き、他のボランティア事業との連携などに
より、地域の子育て資源の育成に繋げる。

こども家
庭支援課

・地域に開かれた保育を実施しま
す。

・保育所・幼稚園等が行う子育て講
座開催や世代間交流、異年代・異校
種交流、地域の子育て家庭との交流
などの取組を支援します。

○

子育て家庭の父母、家族等を対象に子どもの生活
リズム作りや、食育、命の大切さ等の講習会、講
演会を実施。

地域交流活動事業・子育て講座実施施設
公立幼稚園：14園
公立幼保園：6園
公立保育所：8園
私立保育所等：52園

令和７年度も引き続き継続して実施する。
※「しまねすくすく子育て支援事業」による補助
事業

保育所幼
稚園課

教育・保育に係る各
地域の人的資源の活
用（再掲→4(1)②）

・公民館を中心に、子育て支援に係
る人材や企業・団体とつながる体制
づくり

・公民館区を中心に子育て支援に携
わる個人・団体を募集の上、リスト
化し活用方法を検討します。（松江ら
しい）

△
人材のリスト化や体制づくりに向けて、関係機関
との調整を進めた。

人材リスト作成や体制づくりついて、関係機関と
情報共有を行い連携を図った。

人材リストの作成や体制づくりについて、引き続
き関係機関との連携を図りつつ、今後の進め方に
ついても協議を行う。

こども政
策課

②多様なニーズに対応した子育て支援事業の実施

進捗状況：◎3、〇10、△2、－1

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

地域との連携（再掲→
4(1)②）

このセクションの
総合的な評価

延長保育や一時預かりなど、感染対策を行いながらサービス提供を行った。放課後児童クラブに関し、民設児童クラブの選択肢がないなどの地域性やその他様々な状況により4年生以上の児童預かりが必要
な場合について、柔軟に受け入れた。放課後子ども教室に関し、スタッフの各種研修については、人数制限等の制限を減らし開催をした。また昨年度同様に、参加できない関係者に対してYouTube配信を
行った。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・延長保育、休日保育、夜間保育、
一時預かり保育等地域子育て支援事
業の拡充に努めます。量の見込み
2(2)②、⑨の一部

○

保護者の就労等により、通常の保育時間の前後に
利用できる延長保育を実施。
日曜、祝日に、保護者の仕事や病気等で日中保育
が必要な場合に休日保育を実施。
普段、保育所等の保育を利用していない児童が保
護者の仕事や病気等により昼間一時的に保育でき
ない時に利用できる一時預かりを実施。

・延長保育実施園数
 公立幼保園：7箇所
 公立保育所：4箇所
 私立保育所等：73箇所
 公設民営：5箇所
 年間実利用児童数：3,506人
・休日保育事業実施園数
 私立保育所：1箇所
 延べ利用日数：67日
 延べ利用児童数：564人
・一時預かり事業実施園数
 公立幼保園：2箇所
 私立保育所等：28箇所
 公設民営：3箇所
 年間延べ利用児童数：8,442人

令和７年度も継続して実施する。
・延長保育事業及び一時預かり事業は、国、県に
よる補助事業を活用して実施している。
・休日保育事業は松江市単独の補助事業として実
施している。

保育所幼
稚園課

・幼稚園で一時預かり保育を実施し
ます。量の見込み2(2)⑧

○

幼稚園又は認定こども園において、幼稚園等に在
籍する満3歳以上の幼児を対象に、教育時間の前後
又は長期休業日等に幼稚園等において一時預かり
事業を実施。

・幼稚園型一時預かり事業実施園数
 私立幼稚園等：20箇所
 延べ利用児童数：31,683人
 公立幼稚園等：21箇所
 延べ利用児童数：29,551人

令和７年度も継続して実施する。
・幼稚園型一時預かり事業は国、県による補助事
業を活用して実施している。

保育所幼
稚園課

・待機児童を受け入れる「緊急一時
預かり」を実施します。

ー 実績なし 実績なし
令和２年度で事業廃止
（新規保育所等の開所や市内児童数の減に伴い、
待機児童数が減少）

こども政
策課

保育サービスの充実
・働き方に応じた保育サービスを提
供し、子育てと仕事の両立支援や在
家庭での子育て支援を行います。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・一体型の児童クラブ及び放課後子
ども教室を令和6年度までに24箇所
設置します。

△
子ども教室が未開設の2校区において一体型での開
設を進めるも、受け入れ態勢が整わない状況にあ
るため新たに開設するには至らなかった。

前年度同様に小学校33校区中31校区で子ども教室
を開設し、21箇所は児童クラブとの一体型で実施し
た。
家庭の状況や学年に関わらず児童の放課後の居場
所の一つとして利用された。

多くの広場でスタッフの確保が難しく受け入れ態
勢が整わない地域があるが、次年度に向け今まで
以上に学生に声がけするなどスタッフの確保を目
指す予定である。児童クラブと開設場所が離れて
いるところでは、一体型での開設が環境的に難し
いが、実質的な連携を深めていきたい。

生涯学習
課

・職員の質の向上と両事業の連携促
進のため、スタッフの合同研修会を
年10回程度開催します。

○
10講座を実施する予定だったが、9講座のみの実施
となった。しかし、前年度に比べ開催数が1回少な
いにも関わらず、延べ受講者は横ばいであった。

スタッフ向け研修「子どものための学びあい・支
えあい講座」9講座実施
延べ受講者数 608人
参加できない関係者に対してYouTube配信を行っ
た。

各研修で両事業の連携を深めるために積極的に情
報交換や交流の時間を設けており、大いに盛り上
がる時間となっている。今後もさらなる関係の向
上とより良い連携のために有意義な活動にしてい
きたい。

生涯学習
課

・事業実施にあたり、学校施設の活
用が一層促進されるように学校や地
域に理解と協力が得られるよう働き
かけます。

△
少人数学級制の導入や特別支援学級の増加等によ
り、学校内に余裕教室等がほとんどない。

放課後子ども教室の活動を各小学校の教室等で利
用できるか検討をした。

児童クラブと学校の活動が両立できるよう、学校
施設等の活用方法について学校やクラブ等と情報
共有を図りながら引き続き検討していく。

生涯学習
課

・多様化するニーズに対応するた
め、的確な利用者ニーズの把握に努
め、必要なサービスを提供していき
ます。         量の見込み
2(2)③

○ 利用者がクラブを選択しやすい環境を整えた。

・入会児童数 公設1,718人、民設1,664人
・箇所数 公設58箇所、民設45箇所
民設児童クラブを3箇所新規開設による受け入れが
あり、利用者ニーズに応えることができた。
引き続き巡回指導員を1名配置し学校・エスコ等関
係機関との連携を図りながら、継続した児童観察
や相談に対する専門的なアドバイスを行った。

引続き市域全体で利用しやすい環境を整えてい
く。
ニーズ調査、入会状況、児童推計を基に市全体で
の児童クラブの必要量の見込みを算出し、整備方針
を確定させる。

生涯学習
課

・公設児童クラブの入会要件等の緩
和を検討します。 （松江らしい）

◎
前年度同様に地域性を考慮した要件の緩和を実施
することができた。

民設児童クラブの選択肢がないなどの地域性やその
他様々な状況により4年生以上の児童預かりが必要
な場合について、柔軟に受け入れた。

引き続き、入会要件について柔軟な対応を行う。
生涯学習
課

・公設児童クラブの時間延長支援事
業費補助金の活用により、地域の
ニーズに応じた預かり時間延長の取
組が促進されように支援していきま
す。

○
各児童クラブでニーズを聞取り、新たに時間延長
を実施する児童クラブもあった。

延長実施21クラブ
各地区における、ニーズに応じた時間延長に対
し、補助金による支援を行った。

指導員の人員確保
各地区のニーズ等を考慮し、自主事業として実施し
ているため、地区によって実態が異なっている。
ニーズに対応した預かり時間の延長が実施される
よう、補助金による支援を継続する。

生涯学習
課

放課後子ども総合プ
ラン

・全ての就学児童が放課後等を安
全・安心に過ごし、多様な体験・活
動を行うことができるように児童ク
ラブと放課後子ども教室推進事業を
実施します。

放課後児童健全育成
事業（児童クラブ）

・校区ごとの公設地元運営を基本と
しますが、待機児童対策や利用者の
ニーズに応じた選択肢を増やすた
め、民設民営児童クラブへの運営支
援を継続して行い、松江市域の児童
クラブ環境を整えます。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

放課後子ども教室推
進事業

・放課後や週末等に、地域の方々の
参画を得て様々な活動を実施するこ
とにより、子どもたちが地域社会の
中で、心豊かで健やかに育まれる環
境づくりを推進します。

・スタッフの各種研修の実施や情報
交換の場の設定、情報誌の発行な
ど、継続運営及び内容の充実に向け
た支援をしていきます。

○
10講座を実施する予定だったが、9講義のみの実施
となった。
各放課後子ども教室訪問を実施した。

スタッフ向け研修「こどものための学びあい・支
えあい講座」9講座実施
延べ受講者数 608人
参加できない関係者に対してYouTube配信を行っ
た。
昨年度になかった新しい内容の講義を3回実施し、
参加者から好評であった。
子ども教室を訪問し状況確認が行うことができた。

多くの広場でスタッフの確保が難しく受け入れ態
勢が整わない地域があるが、次年度に向け今まで
以上に学生に声がけし、スタッフの確保を目指す
予定である。
訪問できていない団体からの聞き取りを進め、子
ども教室のあり方についても再度検証していく。

生涯学習
課

特別支援学級在籍児
童の長期休業中の預
かりの実施

・市立小学校の特別支援学級に在籍
し、児童クラブに在籍していない児
童を夏休み期間中に預かり、児童の
健全育成ならびに保護者の就労支援
や育児負担軽減を図ります。

・2校程度の小学校で実施します。 ○

前年度からのリピート利用がみられ、事業後のア
ンケートでも前年度同様に高評価を得た。
指導員の人員不足について、課題であると捉えて
いる。

実施小学校：2校（母衣・中央）
実施日数：母衣22日 中央21日
参加児童：20人

年々参加人数が減少しているため、放課後等デイ
サービス等との役割分担など本事業の必要性、あ
り方について確認した上での事業継続を行う。

生涯学習
課

病児・病後児保育の
実施

・集団保育が困難な病気療養中及び
回復期の児童を預かります。

・病児・病後児保育を継続して実施
します。 量の見込み2(2)⑩

○
感染対策をしながら、継続して病児・病後児保育を
実施することができた。

延べ利用者数              5,429人
市立病院           357人
松江赤十字乳児院          424人
つわぶきこども園のぎ        1,559人
融合乳児園             315人
つわぶきこども園やましろ   2,774人

安定した事業実施ができるよう、事業所連絡会を
開催し、事業所間で連携しやすい体制を整える。
各事業所の特色を活かした活動をができるよう支
援を行う。

保育所幼
稚園課

トワイライトステイ事
業の実施

・夜間の保護者の仕事や病気などの
際、児童を一時的に預かるトワイラ
イトステイ事業の実施を検討しま
す。

・ひとり親家庭や夜間に仕事が多い
家庭などを支援するため、トワイラ
イトステイ事業の実施を実施しま
す。 量の見込み2(2)⑨

◎
頻回利用者の転出などにより、令和５年度に比べ
ると利用件数は減少したが、必要な方には支援を
提供することができた。

松江赤十字乳児院 延べ    0人
双樹学院     延べ  54人
里親       延べ  64人

頻回利用者の転出などにより利用件数が減少した
が、乳児の受入先の調整に苦慮することもあり、
引き続き受入先の拡充について検討しながら事業
を継続する。

こども家
庭支援課
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

子育て短期支援
（ショートステイ）事
業*実施

・子育て短期支援（ショートステ
イ）事業の実施を検討します。

・保護者の疾病、出産、また仕事の
出張などにより、家庭において子ど
もを一時的に養育することが困難と
なった場合に支援を行う子育て短期
支援（ショートステイ）事業を実施
します。  量の見込み2(2)④

◎
頻回利用者の転出などにより、令和５年度に比べ
ると利用件数は減少したが、必要な方には支援を
提供することができた。

松江赤十字乳児院 延べ    7人 延べ 37日
双樹学院     延べ  27人 延べ 46日
里親       延べ  58人 延べ133日

頻回利用者の転出などにより利用件数が減少した
が、乳児の受入先の調整に苦慮することもあり、
引き続き受入先の拡充について検討しながら事業
を継続する。

こども家
庭支援課

・保護者が円滑に認可外保育施設を
利用できるよう、認可外保育施設に
関する情報提供を行います。

○
市役所窓口、市ホームページで紹介した。
保育所入所不承諾通知にチラシを同封した。

特になし 継続して実施する
保育所幼
稚園課

・国・県の制度を活用して支援を行
います。

○
12月をもって、実施施設が閉所となったが、新た
な事業者により、継続して夜間保育事業を実施す
ることができた。

児童の健康診断   3人
職員の健康診断   2人
乳児担当職員の検便 2人
夜間保育料の利用者数 15人

継続して実施する
保育所幼
稚園課

（３） 特別な支援が必要な子どもに対する支援体制の充実

 ①教育・保健・福祉・医療等が連携した相談支援体制の充実

進捗状況：○11
サポートファイル「だんだん」の周知と活用について啓発および配布を行った。相談対応については、引き続き、子ども・保護者に寄り添った相談を進めていく。

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・関係機関が情報を共有し、乳幼児
期から青年期に向けた一貫した早期
発見・相談支援体制をつくります。

○ 関係機関と連携しながら丁寧な相談対応を行った。
小学校相談件数   1,225件
中学校相談件数    340件
幼児相談件数    2,368 件

令和7年度、幼児版「家庭・学校・医療連携シー
ト」完成に伴い、本シートを適切に使用すること
で、保護者、所属、医療がつながり、支援の充実
につながるよう周知に努める。
3歳児健診、5歳児健診2次健診からの相談につい
て、こども家庭支援課等と情報共有を行いながら
丁寧な対応に努める。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・保護者に寄り添い、在籍所・園と
連携し丁寧な就学相談を行います。

○
在籍と連携し、学校見学や丁寧な情報提供を行っ
た。

小・中就学相談件数  192 件
幼児就学相談件数   142   件

引き続き、子ども、保護者に寄り添った丁寧な就
学相談を進めていく。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・サポートファイル「だんだん」の
活用により、一貫した支援体制を推
進します。

○

特別支援学級在籍児の保護者を対象に、サポート
ファイル「だんだん」の利用の啓発を行い希望者
に配布した。
各種相談、乳幼児検診において、サポートファイ
ル「だんだん」の周知と活用について啓発を継続
して行った。

特別支援学級在籍児の保護者を対象にサポート
ファイル「だんだん」の所持に関する調査および
利用の啓発をおこなった。
用紙を追加印刷しやすいように原紙のPDFへリン
クするQRコードを追記した。
228冊を配布（前年度319冊）

サポートファイル「だんだん」をスムーズな支援
の引継ぎに活かしてもらえるような周知が必要で
ある。保護者が利用しやすいようサポートファイル
「だんだん」のよりよい活用方法を検討する。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・保育所・幼稚園等における特別支
援教育の充実を図ります。

・指導主事等により、保育所・幼稚
園等の訪問指導や相談を行います。

○ 在籍園所と連携して、丁寧な相談対応を行った。 幼児相談件数 2,368  件
専門巡回相談等を生かし、支援等について助言を
行うなどして、園内の支援の充実を図る。

発達・教
育相談支
援セン
ター

認可外保育施設利用
に対する支援

・認可外保育施設を利用する児童・
保護者に対して支援を行います。

このセクションの
総合的な評価

・特別な支援を必要とする子どもに
対して、教育・保健・福祉・医療・
などの各機関が連携した相談支援体
制を充実します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・関係機関連絡会議等を開催しま
す。

○
コロナ禍であったが,定期的に島根県東部発達障害
者支援センター「ウィッシュ」との連絡会議に参
加した。

島根県東部発達障害者支援センター「ウィッ
シュ」との連絡会に参加し、情報交換と共有を行っ
た。

相談内容の多様化や困難な相談ケースの増加か
ら、今後も関係機関と連携しながら適切な対応を
図る。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・特別な支援が必要な幼児の療育の
充実を図ります。

○ 概ね順調に実施した。

発達に配慮が必要な幼児に対して、専門的な個別
及び小集団の療育を行った。
令和６年度は53人の利用者があった。（のべ853回
の療育を行った。）

指導主事の園内研究会に療育指導員が同行し、学
級内での支援を見ることで、個への支援だけでな
く、集団の中の一員としての支援の仕方や該当学
年全体の発達等を学び、療育での支援に活かす。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・心身障害児地域小規模療育活動事
業（「なかよし教室」）を引き続き
実施します。

○ おおむね当初の計画通り事業を実施できた。

【実施日数】133日
【入級児】17名
【延参加児童数】695名
こどもが小集団の中で繰り返しの経験をする事でよ
りよい発達促進に繋がっている。
各専門機関と連携し7月に検討会議を行った。
ケース検討や個別相談時のカンファレンスを通し
て、支援の方法やこどもの見方、捉え方などを専
門的に学ぶことができた。
発達・教育相談支援センター（エスコ）や健康推
進課の保健師にも相談しながら支援を行った。
おやつタイムを再開し、保護者の情報交換の場を設
けた。

次へのステップとしてスムーズに幼稚園や保育所に
移行できるよう、引き続き、入所前に各関係機関
等と連携する。
保健師、発達・教育相談センター＜エスコ＞等、
関係機関と連携をとり引続き実施する。
引き続き、参加するこどもの年齢、発達段階、人
数等に応じた内容で実施する。

こども家
庭支援課

・保育所・幼稚園等、小・中・義務
教育学校の支援力向上のための研修
の充実を図ります。

○
目的に応じてzoomによるオンライン研修や集合研
修等の形態を工夫し、計画通り研修を実施した。

学校教育課や子育て政策課と連携し、計画的に研
修を進めた。
幼保小中教職員を対象とした10の研修会を開催し
た。

現場のニーズと働き方改革とを鑑みながら、研修
内容や方法をさらに検討する必要がある。
日常の指導や支援力の向上につながる質の高い研
修の実施に向け、学校教育課やこども政策課等と
のさらなる連携や情報共有を図っていく。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・保護者を対象とした子育て支援講
座を開催します。

○
保護者の就労の増加により、近年受講者数は減少
傾向にあるが、計画通り講座を実施できた。

前後期1グループにし、計15人の参加があった。前
期は10名の参加者があり、１グループあたりの人
数が昨年度より増えた。

連続講座だが、就労の都合もあり、全ての講座へ
出席できる受講者が少ない。8回から5回の連続講
座（月１回）にすることで、参加しやすいように
する。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・4か月児健診、1歳6か月児健診、3
歳児健診、5歳児健診において、保護
者に子どもの成長・発達の気づきを
促し、発達健康相談やエスコの相談
等の場で適切な支援につなぎます。

○ 計画通り事業を実施できた。
健診において、こどもの成長・発達の気づきを促
し、必要なケースについては発達健康相談へつな
いだ。

健診という限られた時間でも保護者にこどもの状
況を伝え、必要な支援への理解が得られるよう働
きかけの工夫を行う。

こども家
庭支援課

・各関係機関や団体などとの連携を
推進し、発達障がいなどへの対応を
含めた特別支援教育の推進体制を強
化します。

母子保健事業におけ
る支援（再掲→5(5)

・各種健診において、特別な支援を
必要とする子どもが、適切な支援に

教育・保健・福祉・
医療等が連携した一貫
した乳幼児期からの早
期発見・相談支援体
制の充実、及び早期
からの特別支援教育
の推進
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

子育てのポイント等をまとめた「す
くすく！子育てリーフレット」を、3 
歳児健診時に保護者に配布し、子育
てに関する理解と啓発を図ります。

○
3歳児健診時にリーフレットの配布と内容説明を行
い、保護者に子育てに関する理解と早期支援に関
する啓発を行うことができた。

内容説明とともに3歳児健診受診者(保護者)1,408人
にリーフレットを配布した。

発達障がい等について更なる理解・啓発を図るた
め配布時の内容説明の仕方を工夫する必要があ
る。

発達・教
育相談支
援セン
ター

①） つながるよう取り組みます。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 ②障がいのある子どもに対する支援体制の充実

進捗状況：○8、△1

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・公民館だより、社協だより、ホー
ムページ等を活用し、地域等での取
り組みを、広く周知します。

○

・イベントにおけるブース出展や、地区公民館のた
よりを活用し、活動の案内や周知を行えたため。

・イベントにおけるブース出展や、地区公民館のた
よりの活用し、活動内容の紹介や案内を行った。

市社会福祉協議会などと連携して、継続して周知を
行う。

障がい者
福祉課

・地域での働く体験を支援する「し
ごとチャレンジ」事業を実施しま
す。

○
協力事業所と連携を取って、事業実施できたた
め。

例年通りの事業を継続して実施 地域の要望に応じて、事業者へ協力依頼を行って
いく。

障がい者
福祉課

・障がいのある子どもたちの地域で
の交流事業を支援します。

○

・「あったかスクラム代表者会」を開催し、取組計
画や広報活動など、実施各地区との相互の意見交
換を実施できたため。
・各地区で頻度に差はあるが、交流イベント等を
実施できたため。

・しごとチャレンジや、あったかスクラム等の活動
により、地域の方々との交流を図った。
・「あったかスクラム代表者会」を5回開催し、年
度取組の計画、イベントへの出展、パンフレット
作成などについて協議や意見交換を行った。

市社会福祉協議会などと連携して、継続して周知を
行う。

障がい者
福祉課

・あいサポーター研修や出前講座を
通じて、地域の理解者の増を図りま
す。

○

例年より多くの方、団体に研修等を利用いただけ
たため。
あいサポーター研修の開催 40回 1,202人
出前講座の開催 30回 延1,104人

（松江市ボランティアセンター）
企業・団体等に対し、あいサポートメッセン
ジャーを派遣し、研修を行った。 
（松江市）
障がい理解や差別解消の推進のため、出前講座を
行った。

継続して研修・講座を継続する。（松江市ボラン
ティアセンターとの連携）

障がい者
福祉課

このセクションの
総合的な評価

研修や連絡会、情報発信などはおおむね計画どおりに実施することができた。コロナの影響で中止して実施していた事業についても、一部実施することができた。引き続き「障がい者基幹相談支援セン
ター絆」において、継続して関係機関との連携を行う。

障がいのある子ども
が地域で体験活動と
交流ができる取組

・障がいのある子どもたちが、地域
の人と交流できる環境づくりを継続
して行います。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

○

連携会議での意見交換のほか、関係機関との連携
をとって対応しているため。

障がい者基幹相談支援センター絆主催でエスコや
特別支援学校を含む関係機関で連携会議を実施し
た。その他、障がい福祉施策の取組でも、エス
コ、特別支援学校等と都度連携し実施した。

障がい者基幹相談支援センター絆を中核に、継続
して関係機関との連携を行う。

障がい者
福祉課

「不登校を考える」等家庭や学校（教育）での課
題について、連携した研修を行った。

教育委員会と連携し、教育側、福祉側で子どもをサ
ポートするスタッフの連絡会で意見交換を行っ
た。

人数の制約がある中、毎年度、教育側、福祉側の
合同研修を取り入れ、横の連携の強化を図る。

発達・教
育相談支
援セン
ター

・障がい児支援連携会議において、
障がいのある子どもに対する支援に
係る課題の抽出と共有を行っていく
とともに、関係機関・組織の連携に
より、当該課題の解決を図っていき
ます。

△
研修の実施はできたが、障がい児支援連携会議の
実施ができなかった。

教育委員会と連携し、教育側、福祉側で子どもをサ
ポートするスタッフの合同研修会を行った。

障がい児支援連携会議を開催し、関係者での情報
共有、課題対応等の意見交換を行う。
教育側、福祉側の合同研修を取り入れ、横の連携
を強化を図る。

障がい者
福祉課

・保護者、学校や医療機関に対し
て、児童発達支援、放課後等デイ
サービス等の障がい福祉サービスに
関する情報を広く分かりやすく提供
します。

○ 例年の事業が実施できた。

障がい者基幹相談支援センター絆の連携会議、特
別支援学校（あいワーク）の取組み、障がい関係
団体との意見交換会などを通じて、福祉サービス
に関する情報を提供した。

継続して、情報提供の充実を図っていく。
障がい者
福祉課

・保護者が病気等の際、障がいのあ
る子どもの一時的な預かりを行うレ
スパイト事業や日中一時支援・短期
入所等のサービスを提供します。

○ 計画どおり実施できた。

必要とする各種サービスを提供した。
 短期入所（月平均93人、月平均延536日）
 日中一時支援事業（年間延3,787日）
 障がい児生活支援事業（レスパイト事業）（年
間延1709時間）

継続してサービスの提供を行っていく。
障がい者
福祉課

・各種研修・講座を通じて、各障が
い福祉サービスについて、一層の質
の向上を図ります。

○
障がい者福祉関係職員の質向上のため、各種研
修、講座等を開催できた。

障がい者基幹相談支援センター絆による研修・講
座の実施
 福祉関連研修（4回）、公開講座（2回）、事例
検討会（2回）

障がい者基幹相談支援センター絆において、継続
して各種研修・講座を開催し、障がい福祉サービス
の一層の質の向上を図る。

障がい者
福祉課

福祉サービスによる
障がいのある子ども
への支援の充実

・障がいのある子どもに関する相談
支援体制の充実と、成長段階に応じ
た切れ目ない支援を行います。

「松江市障がい者基幹相談支援セン
ター絆」を中核として、エスコ、特
別支援学校を始め関係機関との連絡
会や研修等を通じて連携を強化しま
す。

・福祉のサービスや制度を必要な方
が確実に利用していただけるよう
に、本人・家族への制度周知及び
コーディネートを行うとともに、研
修等により、各福祉サービスの一層
の質の向上を図ります。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（４）家庭や地域の子育て力向上

①家庭や地域の子育て力向上

進捗状況：○7

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・子育て中の家庭や子育て支援者を
対象に、子育て及び子育て支援に関
する学習会や講座を開催します。

○
徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、当初の
計画どおり開催できた。

【子育て学習会・講座実施回数】全9施設108回
（計画のうち10割実施）
【参加人数】2,485人（前年度の115％）
前年度までのアンケート等から、利用者の要望を
把握し、また保護者の子育て力の向上を図る内容
等を取り入れて実施した。

利用者の年齢層や需要に応じて柔軟に企画をし、
ねらいを明確にして実施する。
子育て支援者やファミサポのまかせて会員など地
域で子育て支援に携わる方へ周知を行う。

こども家
庭支援課

・保育所・幼稚園等で行われる子育
て講座開催を支援します。

○

・子育て家庭の父母、家族等を対象に子どもの生
活リズム作りや、食育、命の大切さ等の講習会、
講演会を実施。

地域交流活動事業・子育て講座実施施設
公立幼稚園：14園
公立幼保園：6園
公立保育所：8園
私立保育所等：52園

令和７年度も引き続き継続して実施する。
※「しまねすくすく子育て支援事業」による補助
事業

保育所幼
稚園課

・PTAや保護者会等に親楽ファシリ
テーターを派遣し、親としての役割
や子どもとのかかわり方について参
加者同士が交流を通して楽しく学ん
だり気づいたりすることができる講
座の開催を支援します。

○

前年度に比べ受講者数が大幅に増加し、コロナ禍
前の水準に戻りつつある。また、市主催の親楽プ
ログラムを活用したイベント「おしゃべり広場」を
継続して開催するなど親楽の周知にも努めている。

開催講座数   14回
講座受講者数   366人
親楽ファシリテーター登録者数 80人
幼稚園、保育園、幼保園、小学校において、保護
者を対象とした親楽プログラムを実施した。
子育てについて悩みや不安の軽減や、保護者同士
のつながりづくりにつながった。

教頭会、市P連総会、児童クラブ、子ども広場、幼
稚園長会、保育所会及びホームページで親楽プロ
グラムのPR活動の継続。
親楽ファシリテーターを増やすために養成講座を
平日と日曜日の２回開催。
公民館と連携し、教育委員会主催の親楽を実施。
親楽ファシリテーター認定書交付式の継続実施。

生涯学習
課

・親楽ファシリテーターの養成をし
ます。また、親楽ファシリテーター
の交流及び研修として「親楽カ
フェ」等を開催します。さらに広報
紙を発行し、活動の様子等を紹介し
ます。

○

新型コロナウイルス感染症の影響で親楽の開催依
頼が減少し、事前演習をする機会も少なくなり、
例年よりも実施回数は減ったが、コロナ禍前の状
況まで徐々に持ち直している。

・親楽カフェ 10回実施 47人参加
・親楽広報誌 5回発行
コロナ対策をしながら実施し、プログラムの事前演
習や経験の少ないファシリテーターの実践練習を
行うことができた。親楽広報誌は、実施した親楽
の様子や参加者の感想を掲載し、実際の派遣に行
く機会が少ない方とのつながりをもつために有効
だった。

親楽ファシリテーターが主体となって取り組み、
ファシリテーター同士が資質を向上できるように
親楽カフェを運営していく。
コロナ禍で親楽プログラムの経験が不足している
ファシリテーターに対して、演習の機会を随時提供
していく。
親楽広報誌の配布によって、親楽ファシリテー
ターとのつながりを継続して持ち、情報を共有す
る。

生涯学習
課

このセクションの
総合的な評価 子育て学習会や講座等、親楽プログラムに関しても、おおむね計画通りに実施できている。

家庭や地域の子育て
力向上の推進（再掲→
4(1)②）

・子育てに関する学習機会や情報提
供を行い、家庭や地域の子育て力の
向上を図ります。

・親楽プログラムを活用した講座の
開催を支援することにより、家庭教
育支援の普及と推進に取り組みま
す。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・母子健康手帳交付時や乳幼児健診
時に、メディアに関するチラシ等を
配布し保護者に対して意識啓発を行
い、子どもの望ましい生活リズムづ
くりにつなげます。

○
ブックスタート事業に合わせ、メディアとの付き
合い方等について啓発を行った。

母子健康手帳交付時配布の「赤ちゃん手帳」にメ
ディアに関する内容を掲載。
１歳６か月児健診・３歳児健診の際に配布する
「生活リズムのチラシ」を分かりやすい内容に改
訂。その中にメディアに関する内容も記載してい
る。

母子健康手帳交付時配布の「こそだて手帳」に、
引き続きメディアに関する内容を掲載するととも
に、健診の際にチラシを配布し周知を図る。
教育委員会主催のメディアに関する会議に参画
し、母子保健分野でのさらなる取組を検討する。

こども家
庭支援課

・保育所・幼稚園等、小・中・義務
教育学校で行われる保護者を対象と
した研修会に、講師を派遣する等の
支援を行います。

○
幼児の対象年齢を限定することなく25回の開催を
予定し、当初の予定通りの回数の実施を行う。

島根のこどもとメディアを考える会の専門講師に
よる研修会の実施
25回開催（25施設、延べ参加者数707人）
内容：乳幼児期の子どもの身体や脳の発達などメ
ディアの及ぼす影響やメディアとの正しいつきあ
い方など
対称：保護者、職員、幼児

保育所等職員や保護者、園児に対して乳幼児のメ
ディア接触についての研修会を継続して実施し、啓
発を図る。（予定回数 25回/年）また、これまで
研修会を実施していない施設への啓発を行い、研
修を取り入れてもらう。

こども政
策課

・各校及び学園（中学校区）一斉の
メディアコントロールウィークの実
施、学習公開日におけるメディア学
習等を通して、保護者への啓発を図
るとともに子どもの自己コントロー
ル能力を育成します。

○ ・保護者対象のメディア教育講演会を実施した。

・各校や学園単位で定期的にメディアコントロー
ルウィークを設定し、校区ごとのメディア対策に
取り組んだ。
・授業公開日にメディア教育の授業を公開し、保
護者も共に学習する機会を作った。
・小学５年生から中学３年生および小中学生の保
護者（該当する義務教育学校のこどもと保護者）
への電子メディア機器等に関するアンケートを実
施。

・電子メディア接触が低年齢化している。
・実施したアンケートの詳細な分析を行い、今後
の取り組みや啓発活動に活用する。

学校教育
課

保護者への電子メ
ディア対策の推進

・電子メディアが子どもの成長や発
達に及ぼす影響を踏まえ、保護者が
望ましい活用方法を身につけるよう
支援します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（５）保護者負担の軽減

 ①保護者負担の軽減

進捗状況：◎6
医療費や保育料について、引き続き保護者負担を軽減することができた。

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

子どもの医療費負担
の軽減

・医療費助成を継続して実施し、経
済的な負担を軽減します。

・小学６年生までの医療費を無料に
します。

◎ 適正に実施できた。

保険診療医療費の中学3年生までの自己負担分につ
いて、無償化を継続して実施した。
また、R7年4月からの助成対象年齢を高校生年代ま
で拡大した一部助成に向けて、条例・規則等の改
正を行った。
受給者数 25,691人
助成額 853,112千円

継続して実施する。
子育て給
付課

・保育料軽減を継続して実施しま
す。 

◎ 計画どおり完了したため
令和5年度についても市が定める保育料の額を国基
準の6割程度に維持した。 特になし

保育所幼
稚園課

・小学６年生以下に兄弟姉妹がいる
世帯のうち第３子以降の子どもの保
育料を無料にします。

◎ 計画を超えて完了したため
令和2年9月から保育料無償化の対象を拡大し、生
計を一にする兄姉が2人以上いる子どもの保育料を
無償化した。

特になし
保育所幼
稚園課

・小学６年生以下に兄弟姉妹がいる
世帯のうち第３子以降の子どもの副
食費を無料にします。

◎ 計画を超えて完了したため

令和2年9月から保育料無償化の対象を拡大したこ
とに伴い、3歳児クラス以上に進級したときの逆転
現象（保育料の無償化に併せて副食費の徴収が開
始する。）を防ぐため副食費も同様に対象を拡大
した。

特になし
保育所幼
稚園課

・幼児教育・保育の無償化が円滑に
実施できるよう各施設ごとの無償化
の内容を掲載したチラシを作成する
等きめ細やかな周知を行います。

◎ 計画どおり完了したため
子どもが利用する施設ごとに幼児教育・保育の無
償化の内容が違うため、それぞれにチラシを作成
し、各施設を通じて十分な周知を図った。

引き続き実施する。
保育所幼
稚園課

・幼児教育・保育の無償化に伴う事
務手続き等が対象世帯の負担となら
ぬよう現物給付や代理受領を行うこ
とで事務的負担を軽減します。

◎ 計画どおり完了したため

預かり保育事業について、市立幼稚園及び幼保園
にあっては、原則として現物給付を行い、私立幼稚
園及び認定こども園にあっては、原則として施設等
利用費を法定代理受領としている。
国立大学附属幼稚園及び子ども・子育て支援新制
度未移行幼稚園の入園料及び保育料に係る施設等
利用費は法定代理受領としている。

引き続き実施する。
保育所幼
稚園課

このセクションの
総合的な評価

就学前の教育・保育
施設の利用者負担の
軽減

・利用者負担の軽減により、経済的
支援を行います。

幼児教育・保育の無
償化新 規

・幼児教育・保育の無償化を円滑に
実施します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（６） ひとり親家庭の自立支援の推進

 ①ひとり親家庭の自立支援の推進

進捗状況：○11

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・母子・父子自立支援員が、ひとり
親家庭の相談を受け、家庭の状況に
応じた支援を行います。

○ 適正に実施できた。 相談件数 3,352件 継続して実施する。
子育て給
付課

・関係機関と連携して生活支援や就
業支援を行います。

○ 適正に実施できた。
必要な支援の内容に応じ、関係機関へ引継ぎを
行った。

継続して実施する。
子育て給
付課

・市や関係機関が実施する支援制度
などの情報提供を行います。

○ 適正に実施できた。
相談を受けた際、受けることのでき支援制度や関
係する機関などの情報提供を行った

継続して実施する。
子育て給
付課

就業支援（再掲→5(3)
①）

・「ひとり親家庭総合相談コー
ナー」を核として就業支援を行いま
す。

・「ひとり親家庭総合相談コー
ナー」を核とし、「ハローワークプ
ラス」やその他の関係機関と連携し
ながら就業支援を行います。

○ 適正に実施できた。 就労支援相談件数 131件 継続して実施する。
子育て給
付課

・ひとり親家庭に対し経済的な支援
を行います。

・児童扶養手当の給付を行います。 ○ 適正に実施できた。
受給者数 1,327人（3月分手当受給者数）
給付額 665,641千円 

継続して実施する。
子育て給
付課

適正に実施できた。

令和6年度についても市が定める保育料の額を国基
準の6割程度に維持した。
（病児保育の減免は子ども子育て支援交付金に規
定あり）

継続して実施する。
保育所幼
稚園課

○

子育て短期支援事業、訪問型子育てサポート事
業、ファミリーサポート事業において、生活保護
世帯、市民税非課税世帯に対し、経済的な負担の
軽減を行った。

利用者の保護者負担金について、生活保護世帯、
市民税非課税世帯に対し、経済的な負担の軽減を
行った。

継続して実施する。
こども家
庭支援課

適正に実施できた。

・小児慢性特定疾病医療費助成
 給付延件数 2,841件
 給付金額  51,857千円
・未熟児養育医療費助成
 給付延件数 93件
 給付金額 12,043千円

継続して実施する。
子育て給
付課

このセクションの
総合的な評価 ひとり親家庭総合相談コーナーやハローワークプラスでの相談や給付金の支給など、ひとり親家庭の自立に向けた支援を予定どおり行った。

子育て・生活支援
（再掲→5(3)①,5(5)
①）

・ひとり親家庭からの相談に対応す
るとともに、活用できる制度などに
ついての情報提供を行います。

経済的支援（再掲→
5(4)①） ・生活保護世帯、市県民税非課税世

帯の子育て世帯に対し、経済的な負
担の軽減を行います。

・保育所保育料、病児保育利用料、
子育て短期支援事業の利用料金、小
児慢性医療費助成、未熟児養育医療
助成などについて、経済的な負担の
軽減を行います。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・医療費が１割負担となる福祉医療
助成について、生活保護世帯及び市
県民税非課税世帯には、月の負担限
度額を入院2,000 円、入院外1,000 円
とし、経済的な負担の軽減を行いま
す。

○ 適正に実施できた。

県制度要件（所得税非課税）を拡充し、児童扶養
手当所得制限内であれば対象としている。
【ひとり親分】
受給者数 3,123人 
助成額   64,598千円 

継続して実施する。
子育て給
付課
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

養育費取得に関する法律相談等の情
報提供

・養育費の取得について、法テラス
や県が実施する法律相談に関する情
報を提供します。

○ 適正に実施できた。

パンフレットを用いて養育費の取り決めなどにつ
いて説明するとともに、法テラスの法律相談や養
育費等相談支援センターの専門相談窓口等を案内
した。
また、こどもの健全な成長に必要な養育費の取り
決めを促進し、養育費の継続した支払いの確保を図
ることを目的とする「養育費にかかる公正証書作
成等支援補助金」のR7年4月開始にむけた検討を行
い、要綱等の整備を行った。

継続して実施する。
子育て給
付課

面会交流支援

子どもとの面会交流について、子ど
もの健やかな育ちを確保するととも
に、養育費の支払い意欲にもつなが
るため、家庭相談課と相談しながら
支援を行います。

○ 適正に実施できた。
相談を受けた際に、養育費も含めパンフレットに
より説明を行うとともに、専門機関での相談を案
内した。

継続して実施する。
子育て給
付課

・各種相談機関との連携

・ハローワーク、社会福祉協議会、
男女共同参画センター、青少年支援
センター、島根県地域若者サポート
センターなど関係諸機関と連携し、
ひとり親家庭の総合的な支援を行い
ます。

○ 適正に実施できた。
必要な支援の内容に応じ、関係機関へ引継ぎを行
うとともに、継続的な支援が必要となる場合は、
関係機関との情報共有を図った。

引き続き支援を行うとともに、関係機関と情報共
有を行う。

子育て給
付課

・中核市との情報交換

より質の高い市民サービスを提供す
るため、他の中核市との情報交換及
び先進自治体の施策等の研究を行い
ます。

○
コロナ下で縮小していたひとり親支援に関する全
国会議や研修会が開催された。

オンライン開催の研修会等に参加した。
引き続き研修会等へ積極的に参加し、情報収集を
行う。

子育て給
付課

養育費の確保（再掲
→5(2)②）

各機関、他自治体と
の連携 （再掲→5(5)
①）
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３ 子どものための安全・安心の環境づくり

（１）大人に対する子どもの人権尊重の啓発

 ①大人に対する子どもの人権尊重の啓発

進捗状況：○2
人権に関する研修や啓発事業を計画どおり実施することができた。

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・各地域人権教育推進協議会や公民
館による地域ぐるみの人権教育の推
進を図ります。

○
各地域人推協において研修会や啓発活動が計画どお
り実施できた。

各地域人権教育推進協議会(29地区)に事業委託し、
研修会や広報活動など地域の実情に即した教育・啓
発活動を実施した。

各地域人権教育推進協議会を中心とした地域での活
動を更に活性化させる仕組みづくりや連携が必要で
ある。

人権男
女共同
参画課

・市民啓発事業を実施し、幅広い市
民にさまざまな人権課題について啓
発の機会を提供します。

○
市民啓発事業を計画どおり実施し、幅広く市民に啓
発の機会を提供した。

市民人権講座の実施（5回実施、参加者数合計181
人）
人権を考える市民の集いの実施（参加者数：117
人）
出前講座を実施した。（実施回数：35回、参加者
数：1,013人）

これまで研修会等に参加したことのない人の参加を
促すため、研修会の内容や開催方法の工夫が必要で
ある。

人権男
女共同
参画課

このセクションの
総合的な評価

家庭や地域社会にお
ける人権教育・啓発
の推進

・市民一人ひとりが家庭・地域にお
いて、人権を尊重し、あらゆる差別
をなくしていこうとする態度と実践
力を高めるため、人権教育の推進及
び市民啓発に努めます。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（２）児童虐待防止

 ①児童虐待防止

進捗状況：◎5、○8

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・妊娠中から身体的・精神的な不調
が続く場合は、保健師や助産師が訪
問し相談に対応します。

◎
周産期医療機関が把握した、支援が必要な妊産婦等
の情報を市へ提供する「連絡票」を活用して早期支
援を行った。

「妊婦連絡票」を用いて早期からの支援を実施し
た。

医療機関からの「妊婦連絡票」の内容は、生活環
境、経済面不安、支援者無、心理的不安など多岐に
わたり、相談支援体制の強化が必要。

こども
家庭支
援課

・出産後「こんにちは赤ちゃん訪
問」（保健師や助産師の全戸訪問）
による支援を行います。

◎
生後4か月までの児がいる家庭について、保健師・
助産師による訪問支援を実施した。

保健師、助産師が家庭を訪問し、母の体調や乳児の
発育・発達等の確認、育児相談等を行った。
家庭訪問未実施者については、電話や面談等で状況
把握を行った。

生後、医療機関入院中や受診中の乳児も増え、家庭
訪問が実施できないケースがある。
家庭訪問未実施者について、全数状況把握ができる
よう関係機関と連携し、引き続き支援を行う。

こども
家庭支
援課

・出産後に家族からの育児支援が受
けられずまた、他のサービスも利用
できない状況で、養育が困難な家庭
にヘルパーを派遣します。

○
養育が困難な家庭に対して、保健師による訪問支援
やヘルパーによる育児及び家事援助を実施した。

養育が困難な家庭に対して、保健師による訪問支援
やヘルパーによる育児及び家事援助を実施した。

必要に応じ、迅速にサービスが提供できるよう、子
育て家庭だけでなく、関係機関へ事業の周知の強化
を図る。

こども
家庭支
援課

・子育て支援ネットワーク等を通じ
て、地域の現状・課題を共有し、地
域での見守りや支え合う体制を整備
し推進します。

○
各地区子育て支援者ネットワーク会議等を開催し課
題共有できたため。

子育て支援者ネットワーク会議
【実施回数】16回

各地区の課題を共有し、それに基づいた活動が実施
できるように、子育て支援者ネットワーク会議等の
開催を推進し、ネットワークの構築を図る。

健康推
進課

・児童虐待に関する啓発活動を行い
ます。

・主任児童委員による子どもの健全
育成を目的とした紙芝居等を行いま
す。

○
コロナ禍において主任児童委員と実施していた紙芝
居は休止となったが、主任児童委員を含む関係機関
と合同で街頭啓発活動を実施した。

11月の児童虐待防止推進月間に、JR松江駅前での
街頭啓発活動を合同で実施した。

引き続き関係機関と連携して、啓発活動に取り組
む。

こども
家庭支
援課

・１１月の児童虐待防止推進月間で
ポスター掲示やチラシ配布等の啓発
を行います。

○
街頭啓発活動の実施など、概ね計画どおり実施し
た。

JR松江駅前での街頭啓発活動、ポスター掲示、市
報まつえによる特集などの啓発を実施した。

「松江市子育ての日」との連携を検討するなど啓発
活動の実施内容を再検討し、より効果的な啓発を実
施する。

こども
家庭支
援課

・市民を対象にした出前講座を行い
ます。

○ 地域の団体等に対する出前講座を実施した。
児童虐待の予防と発生時の迅速な対応、ヤングケア
ラー支援についての出前講座・研修講師派遣など
を、計10回実施した。

継続して実施する。
こども
家庭支
援課

・年1回の代表者会議、年8回の実務
者会議、必要に応じて実施する個別
事例検討会議を開催します。

○ 計画通り実施した。
代表者会議：1回
実務者会議：8回
個別事例検討会議：158回

継続して実施する。
こども
家庭支
援課

・対応する職員は各種研修会や事例
検討を行うなど資質向上を図りま
す。

○ 職員は、資質向上のため、積極的に研修参加した。
児童相談所が開催する研修等に参加し、資質向上に
努めた。

引き続き、職場内での事例検討や情報共有を丁寧に
行い、職員の対応力向上を図る。

こども
家庭支
援課

このセクションの
総合的な評価 保健師・助産師による訪問支援やヘルパーによる育児及び家事援助を実施した。児童虐待の早期発見と支援の充実のための関係者向けの研修や出前講座、街頭啓発活動などおおむね計画どおり実施した。

児童虐待の予防事業
の充実（2(1)①②の関
連項目をまとめて再
掲）

・生活習慣の確立、心身の成長発達
を促す取り組みを推進します。

児童虐待の早期発見
と支援の充実

・保健・医療・福祉・教育関係者や
学識経験者などで構成する要保護児
童対策地域協議会で、児童虐待を含
む要保護児童等の実態及び課題を共
有し支援します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・保育士、幼稚園教諭、教員、保健
師等に対し、児童虐待の早期把握・
早期支援の対応力を高めるための研
修を行います。

◎ 計画どおり実施した。

保育士等を対象とした「児童虐待防止セミナー」
（11月）、事業所等を対象とした「児童虐待・ヤン
グケアラーに関するセミナー」（2月）を実施し
た。

継続して実施する。
こども
家庭支
援課
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・児童相談所と連携し里親制度の啓
発を行います。

◎ 児童相談所や里親会と協力して啓発を実施した。
広報へのイベント掲載、里親に関する各種会合での
周知等、児童相談所等との連携により、啓発を行っ
た。

子育て短期支援事業を通じて、里親が地域で担う役
割等を積極的に情報発信し、里親制度について市民
に理解していただくよう啓発を行う。また、令和７
年４月に開設された「里親家庭サポートセンターて
のひら」と連携して取組む。

こども
家庭支
援課

・里親からの相談に対応します。 ○
子育て短期支援事業の受託里親を中心に、意見交換
等を実施した。

里親との意見交換会（3月）を開催した。また、里
親会等に出席し情報交換を行った。

里親との意見交換や情報交換を積極的に行う。
こども
家庭支
援課

・里親や児童養護施設も要保護児童
対策地域協議会の委員として参加
し、要保護児童等の実態及び課題の
共有を行います。

◎ 計画どおり実施した。
松江市要保護児童対策協議会の代表者会議に参加い
ただき、実態や課題の共有を行うことができた。

継続して実施する。
こども
家庭支
援課

（３） 貧困世帯の子どもへの対応

 ① 貧困世帯の子どもへの対応

進捗状況：○2
貧困の連鎖を防ぐため学習支援を令和６年度から中学２年生も対象として実施した。事業を利用した生徒が志望校へ合格するなど成果を得ている。

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

生活保護世帯への支
援（再掲→5(1)①）

・生活保護世帯における不登校の生
徒への支援を行います。

・福祉と教育が連携し、不登校の生
徒がいる世帯の状況を把握し、世帯
に応じた個別の支援策を講じていき
ます。

○
福祉と教育が連携し、不登校の生徒の状況把握に努
めた。

不登校等、就学に問題を抱える生徒がいる世帯に対
し、家庭相談課や各学校と連携し、相談員と同行訪
問を行うことで世帯の状況把握に努め、また関係機
関と情報共有することで問題解決に取り組んだ。

特になし。
生活福
祉課

生活困窮世帯への支
援（再掲→5(1)①）

・生活困窮世帯の中学３年生に対す
る学習支援を行います。

・生活困窮世帯（要保護世帯及び準
要保護世帯）の中学３年生を対象
に、高校進学に向けた学習支援（居
場所の提供や進路相談等を含む）を
行います。

○
本事業を利用した生徒全員が志望校へ合格したた
め。

令和６年度から中学２年生も対象として実施した。
定 員：145名
利用者：146名（中学2年生67名、中学3年生79名）
合格者：75名（中学3年生のうちアンケートで回答
が得られた利用者のみ）

利用生徒のプライバシー保護に万全を期し、安心し
て利用できる学習支援を継続して行う。

生活福
祉課

社会的養護体制の推
進

・被虐待児童等保護を必要とする子
どもに対しては、可能な限り家庭的
な環境の下で、愛着関係を形成しつ
つ養育を行うことが重要であり、人
権を保障され、かつ自立のために適
切な援助が受けられるよう県と連携
して支援を行います。

このセクションの
総合的な評価
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（４）子どもを犯罪などの被害から守るための活動

 ①子どもを犯罪などの被害から守るための活動

進捗状況：○10、ー2

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・子どもに対する交通安全教育や防
犯教育を徹底し、被害防止を図ると
ともに、保育所・幼稚園等・学校な
どに対して地域の安全情報が積極的
に提供されるよう働きかけます。

・交通安全地区教育指導員や交通指
導員による交通安全教室や警察など
と連携した防犯教室を開催します。

○

児童や生徒、高齢者等を対象に交通安全教室を開催
した。
各地区交通安全対策協議会を中心に、交通安全教育
指導員、交通指導員、警察等と連携した活動を進め
ている。

各地区交通安全教室
179回開催
延べ8809人参加

引き続き各種交通安全イベントを継続して実施する
ことで、市民の交通安全意識の向上を図る。

総務課

・スクールバス、生活バスなどの利
用も含め、登下校の安全確保を図り
ます。

・必要な地域においては、スクール
バスを引き続き運行し、登下校時の
安全を確保します。

○
スクールバスの運行を行うことにより、児童・生徒
の登下校時の安全・安心を確保することができた。

児童生徒の安全の確保をするため、運行管理・車両
管理の徹底を図り、登下校時のスクールバスの運行
（一部の地域はコミュニティバス利用）を行った。

老朽化した車両について、計画的に更新を進める必
要がある。

学校管
理課

・青色回転灯装備パトロール車によ
るパトロール活動などを推進しま
す。

○
児童の登下校時の時間帯、また、年末年始等犯罪が
多発する時期を中心に見回りを行った。

団体数：33団体
台数：259台

継続して実施する。 総務課

・登下校時の見守り活動などを推進
します。

○
児童の登下校時を中心に通学路に立ち、見守り活動
を行った。

地域安全推進委員：318人
警察との協働による地域安全活動
延べ1095人参加

この取り組みを契機に「地域の子供は地域が守る」
という地域住民への意識付けが諮られることから、
継続して実施する。

総務課

・通学路安全対策会議の開催と通学
路安全対策プログラムの実施を行
い、通学路安全確保に努めます。

・関係者による通学路安全点検と危
険箇所改善要望箇所の現場点検をと
おし、通学路の安全対策を実施しま
す。

○

６月に集約した各校からの改善要望箇所を道路管理
者及び警察に通知し、9月～10月の合同点検を経
て、事業計画に沿って改善を実施した。継続箇所も
含め、PDCAサイクルでの取組を進めた。

学校からの改善要望箇所172か所
関係者による合同点検11か所

通学路の改善箇所決定は各道路管理者及び警察が
行っており、要望に沿った改善が進むよう、合同点
検をより充実させる。

生徒指
導推進
室

・ネットによるトラブルや犯罪の予
防についての学習や研修会を実施し
ます。 

・子どもの発達段階に応じた内容を
系統的に配列した学習を実施しま
す。（例：個人情報の保護、フィル
タリングの必要性、誹謗中傷やネッ
トによるいじめ等について）

○ 計画通り実施した。

メディア学習推進員派遣授業において、高学年で
は、ネットトラブル予防に関する題材を取り上げ
た。
情報シートを活用し各校の取組について市立全学校
で共有した。

メディア学習推進員派遣授業、メディア教育研修
会・講演会を継続的に実施する。
各校のメディア教育の取組について情報共有し、自
校の取組の参考にする。
児童生徒のICT活用スキルを計画的に向上させるこ
とで安全に利用できる能力の育成に取り組む必要が
ある。

学校教
育課

・子どもたちのネットによるトラブ
ルや犯罪が発生した場合、早急に保
護者や関係機関と連携を図り対処し
ます。

・ネットによるトラブル等が発生し
た場合、子どもが加害者や被害者に
ならないようトラブルや犯罪の内容
を把握し、学校と保護者、関係機関
が連携して解決し、再発の防止に努
めます。

○

事実確認に併せ、関係児童生徒への指導を行い、保
護者への説明や指導の協力依頼等を各校において迅
速に行った。                再
発防止について、関係機関と連携を図りながら進め
ている。

県調査におけるネットトラブル報告件数は、小学校
13件、中学校40件で、学校と市教委、警察等が随
時連携しながら対応した。

オンラインゲームやSNS等でのトラブルにより深刻
な事案になるケースが見られる。学校と保護者、関
係機関が連携し、未然防止と再発防止を推進する。

生徒指
導推進
室

このセクションの
総合的な評価 各地区交通安全対策協議会を中心に、交通安全教育指導員、交通指導員、警察等と連携した活動を実施した。ネットトラブル等に関する学習や研修会は計画どおり実施した。

子どもの安全対策
（再掲→4(1)②）

・関係機関との連携のもと、各地域
において犯罪の抑止につながる見守
り活動、パトロール活動などを促進
します。

ネットトラブルやネッ
ト犯罪から子どもを
守るための予防と対
策の推進
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・自治会が設置する防犯灯の設置費
用や電気料に対し助成を行います。

ー 地域要望にもとづき事業実施できた。

【防犯灯設置】
犯罪を防止するため町内会等が設置するLED防犯灯
の設置費用を補助する。
■16,728,400円（取替：609灯、新設：95灯、移
設：3灯）
【電気料】
町内会等が維持管理する防犯灯の電気料を補助す
る。
■63,588,263円

【防犯灯設置】
犯罪のない安全で、明るい街づくりを推進するため
に、防犯灯のLED化を進める必要がある。

市民生
活相談
課

・自治会の要望や設置基準などを踏
まえながら、必要な箇所に道路照明
灯を設置します。

ー 地域要望にもとづき必要な個所に設置した 道路照明灯 １基新設 特になし 道路課

・ＰＴＡや学校と連携しながら、子
どもたちが通学路にある「暗がり地
域」など危険地帯を知るための活動
を働きかけます。

○
PTAや学校において、通学路の安全点検や危険箇所
をチェックすることにより、安全な環境づくりに取
り組んだ。

通学路安全対策プログラムにおいて通学路における
危険箇所等への対応を検討した。

通学路改善箇所について、学校や保護者、地域がよ
り一層連携して情報共有や対策協議が進むよう働き
かける。

生徒指
導推進
室

地域における防犯ボ
ランティア活動の支
援（再掲→4(1)②）

・防犯ボランティア活動の充実を図
り、子どもたちが安心して生活でき
る環境をつくります。

・防犯協会などと連携し、地域にお
ける防犯力の向上に向け取り組みま
す。

○ 関係機関からの依頼等により実施した。

防犯チラシの配布による防犯意識の向上を図った。
（延べ6回）
《内訳》
・島根県防犯連合会「防犯しまね」年2回
・松江地区防犯協会「地域安全ニュース」年2回
・島根県交通安全協会「交通しまね」年2回

継続して実施する。 総務課

防犯チラシなどの配
布

・警察や防犯協会と連携し、詐欺被
害や自転車盗難被害の防止に向け取
り組みます。

・関係機関の協力のもと、防犯チラ
シなどを作成し、地区公民館や学校
などへの配布、公共交通機関への掲
出により、犯罪防止の意識が向上す
るよう働きかけます。

○ 関係機関からの依頼等により実施した。

防犯チラシの配布による防犯意識の向上を図った。
（延べ4回）
《内訳》
・島根県防犯連合会「防犯しまね」年2回
・松江地区防犯協会「地域安全ニュース」年2回

継続して実施する。 総務課

防犯灯・道路照明灯
などの整備（再掲→
4(1)②）

・地域や学校などと調整しながら安
全設備を整備し、安全な環境をつく
ります。
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４ 地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上

（１）子どもと子育てを地域で支える取組の促進

 ①結婚や出産を応援する環境を整える

進捗状況：◎１、○3

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・結婚を望む独身男女が互いに出会
う機会を創出します。

・中海・宍道湖・大山圏域の市町村
等が一体となった実行委員会を組織
し、出会い創出イベントを島根、鳥
取両県で開催します。

○
島根、鳥取両県でイベントを開催し、結婚を望む独
身男女に出会いの場を提供できたため。

島根、鳥取両県で、参加者同士の共同体験（バスツ
アー）から数週間後に模擬挙式の出席者として再開
するというイベントを開催し、市内外から49名の参
加があり、15組のカップルが成立した。

多様なニーズをもった参加者に対し、もっとも効果
的な企画とは何かを引き続き検討し、イベントを通
じ地域への愛着を深めるとともに、参加者の交流を
図っていく。

定住企
業立地
推進課

・関係団体が連携し、結婚への機運
醸成を図ります。

・関係団体による結婚支援プロジェ
クトの推進体制を構築します。
・松江市婚活支援総合相談窓口を開
設し、婚活支援員による市民への情
報提供や団体間のコーディネートを
行います。

○
県の制度変更に伴い、婚活支援員の配置はなくなっ
たが、担当を中心に市民への情報提供や団体間の
コーディネートを行ったため。

ホームページでの周知、チラシ配布、婚活について
相談にお越しになった方への情報提供などを通じ
て、しまね縁結びサポートセンターの、市内会員の
登録者の増加を目指すとともに、センターと連携し
相談業務を実施した。 
 婚活支援総合相談窓口
 相談者数：のべ33名

今後とも関係機関と連携しながら相談業務を実施し
ていく。

定住企
業立地
推進課

・男性を対象とした男性の働き方、
生き方に関する講座を実施します。

○
乳児とのスキンシップを通した育児を楽しむ体験に
より、育児参画を推進する講座を実施した。

プリエール男性講座（パパのためのベビーマッサー
ジ）
6/29（土）10組（20人）と母親6人（見学）参加

男女共同参画の意識啓発につながる講座テーマと市
民ニーズの両立が課題。
多くの男性に参加いただけるよう工夫をしながら継
続して講座を開催し、男性の意識改革を促してい
く。

人権男
女共同
参画課

・家事、育児、介護などに関する学
習の場に多くの男性が参加できるよ
う積極的な呼びかけを行い、参加を
促します。

◎
定員を超える多くの申し込みがあり、参加者の満足
度が高い。

講座のお知らせを市報・情報誌に掲載、また講座の
チラシを子育て支援センター等において配布し積極
的に呼びかけた。
まつえ子育てAIコンシェルジュを活用した。

引き続き、多くの市民に参加いただけるように、幅
広い世代に向けて講座の呼びかけを行っていく。

人権男
女共同
参画課

このセクションの
総合的な評価 各種イベントや講座の開催、相談業務の実施を行った。家事・育児・介護などに関する学習の場には定員を超える参加申し込みがあり、参加者の高い満足度も得られている。

結婚対策の充実

男性の育児参加促進
・男性を対象とした男女共同参画学
習を実施します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 ②地域全体で子育てを支える取り組み

進捗状況：〇21、△1、ー2

施  策
・生活習慣の確立、心身の成長発達

を促す取り組みを推進します。
具体的方策

令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

保育・教育に係る各地
域の人的資源の活用  
（1(2)③から再掲）

・公民館を中心に、保育・教育に係
る人材や企業・団体とつながる体制
づくり

・公民館区を中心に保育・教育に協
力できる個人・団体を募集の上、リ
スト化し活用方法を検討します。
（松江らしい）

△
人材のリスト化や体制づくりに向けて、関係機関と
の調整を進めた。

人材リスト作成や体制づくりついて、関係機関と情
報共有を行い連携を図った。

人材リストの作成や体制づくりについて、引き続き
関係機関との連携を図りつつ、今後の進め方につい
ても協議を行う。

こども
政策課

・各学園の学園教育推進会議におい
て連携を促進します。

○
学園教育推進会議において、16学園全てにおいて小
中一貫教育の推進を行った。

各学園で、学校、保護者、地域が協働して小中一貫
教育を推進するために必要な事項について年2～3回
の協議を実施する。

協議会の進め方・内容等について、各学園の実態に
応じて改善していく。

学校教
育課

・学園教育推進会議への保育所・幼
稚園等の代表者の委員参加を進めま
す。

○
各学園ごとに、委員として幼稚園、幼保園、保育所
代表を選出していただいた。

16学園中14学園で1∼4名の委員の参加。
全体では26名の参加

協議内容として、保幼小の連携接続等の視点等も取
り入れていく。
委員の選出については、継続して幼稚園、保育所等
の代表を推薦していただく。

学校教
育課

保育所・幼稚園等にお
ける地域等との連携に
よる保育・教育の質の
向上の促進（1(2)③か
ら再掲）

・児童や保護者と地域住民や異校種
との交流を行い、子どもの経験を広
げます。

・子どもたちが松江の文化や伝統を
身近に経験しながら育つことができ
るよう、保育所・幼稚園等が行う地
域住民との交流を支援します。

○

子育て家庭の父母、家族等を対象に子どもの生活リ
ズム作りや、食育、命の大切さ等の講習会、講演会
を実施。

地域交流活動事業・子育て講座実施施設
公立幼稚園：14園
公立幼保園：6園
公立保育所：8園
私立保育所等：52園

令和７年度も引き続き継続して実施する。
※「しまねすくすく子育て支援事業」による補助事
業

保 育 所
幼 稚 園
課

・生活習慣の確立、むし歯予防事
業、地域交流の事業を、母子保健推
進員、食生活改善推進員と協働して
実施します。

○
関係課や関係団体等と連携しながら取組みを行っ
た。

離乳食と歯の教室 48回/半日、828人
乳幼児健康相談(わいわいサロン)：来所者数2,757人

母子保健推進員や食生活改善推進員と協力しなが
ら、各地区の特性・食環境・生活環境等に配慮し健
康づくりの推進を行う。

こども
家庭支
援課

・子育て支援ネットワーク等を通じ
て、地域の現状・課題を共有し、子
育てしやすい地域づくりの推進につ
いて検討します。

○
各地区子育て支援者ネットワーク会議等は、地区の
実情に合わせて開催し課題共有できたため。

子育て支援者ネットワーク会議
【実施回数】16回

各地区の課題を共有し、それに基づいた活動が実施
できるように、子育て支援者ネットワーク会議等の
開催を推進し、ネットワークの構築を図る。

健康推
進課

・健康に関する地域団体と地域にお
ける育児相談支援の推進について検
討します。

○
各地区わいわいサロン（乳幼児健康相談）、子育て
サロン等、地区の実情に合わせ、工夫しながら開催
できたため。

子育て支援関係者と地区担当保健師が母子の課題を
共有し、母子支援について検討しながら実施した。

地域での母子保健相談体制について、引き続き子育
て支援関係者と連携し、地区の実情に合わせ効果的
な方法を検討しながら体制を構築する。

健康推
進課

このセクションの
総合的な評価 これまでの感染症対策の工夫を活かしながら、それぞれの講習会や講演会、交流などを実施することができ、前年度より大幅に参加者が増えたものもある。

小中一貫教育（学園教
育）を地域で支える取
組の推進（1(3)①、
1(4)①をまとめて再掲）

・学園（中学校区）ごとに、保育
所・幼稚園等・小・中・義務教育学
校が地域・保護者と協働して小中一
貫教育を推進します。

健康に関する地域団体
と行う乳幼児の健康づ
くり
（2(1)②から再掲）

・母子保健推進員や食生活改善推進
員と、地域の現状に基づく健康づく
りを推進します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

○
関係課や関係団体等と連携しながら取組みを行っ
た。

ファミリーサポートセンターの会員や保育所の調理
担当者等を対象に、食育・歯育の講座を計3回開催
した。

関係課や関係団体と食育・歯育についての課題や最
新情報をこまめに共有し、一貫した支援が出来るよ
う取り組む。

こども
家庭支
援課

○

地域で親子が集まる場や保育所等において、地域の
実情に合わせた食育歯育に関する取組を行ったた
め。

関係団体等と連携し、様々な手法を用いながら食
育・歯育の取り組みを行った。

引き続き関係機関・団体と連携しながら食育・歯育
の取り組みを継続していく。

健康推
進課

子育て自主サークル等
への支援（2(2)①から
再掲）

・子育てサークルや子育てボラン
ティア等の支援団体の育成と自主運
営の支援を行います。

・自主サークルの活動に対して、場
の提供や情報提供を積極的に行い支
援して行きます。

○
子育て自主サークルネットワーク会を予定通り行っ
た。あいあいとの共催で保護者のおしゃべりの場を
提供する「あいあいぼっくす」を開始した。

【全団体数】18団体
【新規】3団体
サポートサークルと支援センター事業での共創・協
働を図り、活動の場（サポートを行う機会）の提供
を行った。
サークルネットワーク会は5回開催した。

引き続き自主サークルの支援を行い、地域の子育て
の輪が広がっていくよう努める。
自主サークルの立ち上げや自主運営の支援を行い、
サテライトも含め、支援センター事業との共創・協
働を図る。

こども
家庭支
援課

・地域の子育て支援者・団体や他領
域の団体等との関係づくりを行い、
地域の中で多様なつながりを作りま
す。

・地域の子育て支援者や団体等との
連携・協動の体制づくりを行うとと
もに、地域の子育て資源の育成に努
めます。

○

徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、支援要請
件数が増加したが、スムーズに対応することが出来
た。
松江市ボランティアセンターと連携し、子育て支援
センターのイベント事業等をまめなかポイントの対
象活動とした。

子育て支援者リスト登録数
【子育て支援者】個人7人、団体5団体
【子育てサポート保育士】6人
【子育てボランティア】33人
支援要請件数
【子育て支援者】5名41件、4団体7件
【子育てサポート保育士・子育てボランティア】
163件
子育て支援にかかる多様な資源を有効活用し、支援
の充実や活性化を図った。

子育て支援者の高齢化に伴い、継続登録が減少して
いる。新たな人材確保のため、市報や子育て支援セ
ンター発行の情報誌などを利用して周知を図る。
引き続き、市内保育所や公民館等子育て支援団体に
向けて、「子育て支援者リスト」に登録の子育て支
援者の紹介の周知をしていき、子育て支援者の活躍
の機会を提供する。
引き続き、他のボランティア事業との連携などによ
り、地域の子育て資源の育成に繋げる。

こども
家庭支
援課

・地域に開かれた保育を実施しま
す。

・保育所・幼稚園等が行う子育て講
座開催や世代間交流、異年代・異校
種交流、地域の子育て家庭との交流
などの取組を支援します。

○

子育て家庭の父母、家族等を対象に子どもの生活リ
ズム作りや、食育、命の大切さ等の講習会、講演会
を実施。

地域交流活動事業・子育て講座実施施設
公立幼稚園：14園
公立幼保園：6園
公立保育所：8園
私立保育所等：52園

令和７年度も引き続き継続して実施する。
※「しまねすくすく子育て支援事業」による補助事
業

保 育 所
幼 稚 園
課

地域と連携した放課後
づくり

子どもの放課後の過ごし方について
考える場の設置を検討します。

子どもたちの放課後の実態把握を
行ったうえで、地域において、子ど
もに関わる活動団体・組織が連携し
て、子どもの放課後の過ごし方につ
いて考える場の設置の検討をしま
す。（松江らしい）

○
児童クラブや子ども教室での取組を紹介する講座を
開催し、その後スタッフ同士の情報交換会を行うこ
とができた。

「実践に学ぶ 児童クラブ・子ども教室の取組紹
介」を開催
参加者47名：児童クラブ、子ども教室スタッフ

・引き続き情報交換会を開催し、放課後支援者の情
報共有や資質向上に努める。
・放課後の活動について、様々な媒体を活用して周
知を図る。

生涯学
習課

健康に関する地域団体
と行う「食育」「歯
育」活動の展開（1(1)
②の関連項目をまとめて
再掲）

・行政、ヘルスボランティア協議
会、健康まつえ21推進隊、保育所・
幼稚園等、学校など、情報交換や連
携を推進し、食と歯の地区活動を展
開していきます。

・地区活動を主軸とし、関係団体等
との活動を通して身近な場で、食と
歯の連動した意識啓発を行います。

子育て支援事業におけ
る地域との連携（2(2)
①から再掲）

４．地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上－49



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・子育て中の家庭や子育て支援者を
対象に、子育て及び子育て支援に関
する学習会や講座を開催します。

○
徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、当初の計
画どおり開催できた。

【子育て学習会・講座実施回数】全9施設108回（計
画のうち10割実施）
【参加人数】2,485人（前年度の115％）
・前年度までのアンケート等から、利用者の要望を
把握し、また保護者の子育て力の向上を図る内容等
を取り入れて実施した。

・利用者の年齢層や需要に応じて柔軟に企画をし、
ねらいを明確にして実施する。
・子育て支援者やファミサポのまかせて会員など地
域で子育て支援に携わる方へ周知していく。

こども
家庭支
援課

・保育所・幼稚園等の子育て講座開
催を支援します。

○

子育て家庭の父母、家族等を対象に子どもの生活リ
ズム作りや、食育、命の大切さ等の講習会、講演会
を実施。

地域交流活動事業・子育て講座実施施設
公立幼稚園：14園
公立幼保園：6園
公立保育所：8園
私立保育所等：52園

令和７年度も引き続き継続して実施する。
※「しまねすくすく子育て支援事業」による補助事
業

保 育 所
幼 稚 園
課

・PTAや保護者会等に親楽ファシリ
テーターを派遣し、親としての役割
や子どもとのかかわり方について参
加者同士が交流を通して楽しく学ん
だり、気づいたりすることができる
講座の開催を支援します。

○

前年度に比べ受講者数が大幅に増加し、コロナ禍前
の水準に戻りつつある。また、市主催の親楽プ
ログラムを活用したイベント「おしゃべり広場」を
継続して開催するなど親楽の周知にも努めている。

・開催講座数   14回
・講座受講者数   366人
・親楽ファシリテーター登録者数 80人
・幼稚園、保育園、幼保園、小学校において、保護
者を対象とした親楽プログラムを実施した。
・子育てについて悩みや不安の軽減や、保護者同士
のつながりづくりにつながった。

教頭会、市P連総会、児童クラブ、子ども広場、幼
稚園長会、保育所会及びホームページで親楽プログ
ラムのPR活動の継続。
親楽ファシリテーターを増やすために養成講座を平
日と日曜日の２回開催。
教育委員会主催の親楽を実施。
親楽ファシリテーター認定書交付式の継続実施。

生涯学
習課

・親楽ファシリテーターの養成をし
ます。また、親楽ファシリテーター
の交流及び研修として「親楽カ
フェ」等を開催します。さらに広報
紙を発行し、活動の様子等を紹介し
ます。

○

新型コロナウイルス感染症の影響で親楽の開催依頼
が減少し、事前演習をする機会も少なくなり、例年
よりも実施回数は減ったが、コロナ禍前の状況まで
徐々に持ち直している。

親楽カフェ 10回実施 47人参加
親楽広報誌 5回発行
コロナ対策をしながら実施し、プログラムの事前演
習や経験の少ないファシリテーターの実践練習を行
うことができた。
親楽広報誌は、実施した親楽の様子や参加者の感想
を掲載し、実際の派遣に行く機会が少ない方とのつ
ながりをもつために有効だった。

親楽ファシリテーターが主体となって取り組み、
ファシリテーター同士が資質を向上できるように親
楽カフェを運営していく。
コロナ禍で親楽プログラムの経験が不足している
ファシリテーターに対して、演習の機会を随時提供
していく。
親楽広報誌の配布によって、親楽ファシリテーター
とのつながりを継続して持ち、情報を共有する。

生涯学
習課

・子どもに対する防犯教育や交通安
全教育を徹底し、被害防止を図ると
ともに、保育所・幼稚園等・学校な
どに対して地域の安全情報が積極的
に提供されるよう働きかけます。

・交通安全教育指導員や交通指導員
による交通安全教室や警察などと連
携した防犯教室を開催します。

○

児童や生徒、高齢者等を対象に交通安全教室を開催
した。
各地区交通安全対策協議会を中心に、交通安全教育
指導員、交通指導員、警察等と連携した活動を進め
ている。

各地区交通安全教室
179回開催
延べ8809人参加

引き続き各種交通安全イベントを継続して実施する
ことで、市民の交通安全意識の向上を図る。

総務課

・青色回転灯装備パトロール車によ
るパトロール活動などを推進しま
す。

○
児童の登下校時の時間帯、また、年末年始等犯罪が
多発する時期を中心に見回りを行った。

団体数：33団体
台数：259台

継続して実施する。 総務課

・登下校時の見守り活動などを推進
します。

○
児童の登下校時を中心に通学路に立ち、見守り活動
を行った。

地域安全推進委員：318人
警察との協働による地域安全活動
延べ1095人参加

この取り組みを契機に「地域の子供は地域が守る」
という地域住民への意識付けが諮られることから、
継続して実施する。

総務課

家庭や地域の子育て力
向上の推進（2(4)①か
ら再掲）

・子育てに関する学習機会や情報提
供を行い、家庭や地域の子育て力の
向上を図ります。

・親楽プログラムを活用した講座の
開催を支援することにより、家庭教
育支援の普及と推進に取り組みま
す。

地域と連携して行う子
どもの安全対策
（3(4)①から再掲） ・関係機関との連携のもと、各地域

において犯罪の抑止につながる見守
り活動、パトロール活動などを促進
します。

４．地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上－50



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・自治会が設置する防犯灯の設置費
用や電気料に対し助成を行います。

ー 地域要望にもとづき事業実施できた。

【防犯灯設置】
犯罪を防止するため町内会等が設置するLED防犯灯
の設置費用を補助する。
■16,728,400円（取替：609灯、新設：95灯、移
設：3灯）
【電気料】
町内会等が維持管理する防犯灯の電気料を補助す
る。
■63,588,263円

【防犯灯設置】
犯罪のない安全で、明るい街づくりを推進するため
に、防犯灯のLED化を進める必要がある。

市民生
活相談
課

・自治会の要望や設置基準などを踏
まえながら、必要な箇所に道路照明
灯を設置します。

ー 地域要望にもとづき必要な個所に設置した 道路照明灯 １基新設 特になし 道路課

・ＰＴＡや学校と連携しながら、子
どもたちが通学路にある「暗がり地
域」など危険地帯を知るための活動
を働きかけます。

○
PTAや学校において、通学路の安全点検や危険箇所
をチェックすることにより安全な環境づくりに取り
組んだ。

通学路安全対策プログラムにおいて通学路における
危険箇所等への対応を検討した。

通学路改善箇所について、学校や保護者、地域がよ
り一層連携して情報共有や対策協議が進むよう働き
かける。

生徒指
導推進
室

地域における防犯ボラ
ンティア活動の支援
（3(4)①から再掲）

・防犯ボランティア活動の充実を図
り、子どもたちが安心して生活でき
る環境をつくります。

・防犯協会などと連携し、地域にお
ける防犯力の向上に向け取り組みま
す。

○ 関係機関からの依頼等により実施した。

防犯チラシの配布による防犯意識の向上を図った。
（延べ6回）
《内訳》
・島根県防犯連合会「防犯しまね」年2回
・松江地区防犯協会「地域安全ニュース」年2回
・島根県交通安全協会「交通しまね」年2回

継続して実施する。 総務課

防犯灯・道路照明灯な
どの整備（3(4)①から
再掲）

・地域や学校などと調整しながら安
全設備を整備し、安全な環境をつく
ります。

４．地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上－51



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（２） 遊び場・生活環境の充実

  ① 遊び場・生活環境の充実
進捗状況：○5、ー2

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・身近な遊び場の情報を提供しま
す。

・「おでかけマップ」やホームペー
ジの充実により、身近な遊び場の利
用を促進します。

○ 随時更新し、計画通り進めた。

「PARKFUL」への公園情報の提供
随時、ホームページ更新やSNSで情報発信

子育て世代の市民委員が制作する「松江市子育てフ
リーペーパー ねぇみちょって」の取材を受け、公園
利用につながる情報を掲載

効果的な媒体を活用した情報提供
（媒体ごとの「すみわけ」の検討） 公園緑

地課

・地元のニーズも踏まえながら、既
存公園での老朽化した遊具の更新等
をはじめ、子どもたちが行きたくな
る公園となるよう計画的に公園整備
を進めます。

○
修繕の必要な遊具は計画に基づき順次更新を行っ
た。

【修繕・更新工事対応数】
令和6年度：修繕28基、更新9基、撤去1基

市内には設置後20年以上経過した公園が多数あり、
老朽化に加え、法律の改正などにより、設置基準を
満たしていない遊具が存在している。そのため予算
内で順次更新・修繕・撤去を行う計画だが、工事ま
での間に応急対応を行う件数が増加している。

【修繕・更新・撤去予定数】
令和7年度：31基（予定）

公園緑
地課

・児童遊園地整備補助制度を継続
し、町内会等が維持管理する公園の
環境整備を支援します。

○ 計画通り児童遊園地に対し補助金交付を行った。
老朽化した遊具やフェンスの修繕等に要する経費の
一部について、補助を行った。

（遊具・フェンスの修繕 4件）

遊具の新設や修繕は高額のため地元町内会の負担が
大きい。
限られた予算の範囲内での交付となるため、要望
額を補助できない場合がある。

公園緑
地課

児童館による遊び場の
提供（1(1)①から再
掲）

・子どもに健全な遊びを提供して健
康を増進し、また、情操を豊かにす
るため児童館を運営します。

・引き続き東津田児童館、八雲児童
センターを運営します。

○
子どもの遊び場の提供を行うと共に、地域のボラン
ティア団体等と連携し、子どもが参加しやすく楽し
めるイベントを実施した。

●年間延べ利用者数
東津田児童館11,186人（対前年比113％)
八雲児童センター5,223人(対前年比114％)
各施設のホームページや児童館だより等にて、施
設、イベント等の情報の周知を行った。

引き続き積極的な広報活動や魅力的な事業を行い、
子どもの健全な遊び場を提供していく。

引き続き、親子で参加できる魅力的な事業を計画す
るとともに、ホームページやAIコンシェルジュ、X
を活用して情報提供していく。

保 育 所
幼 稚 園
課

このセクションの
総合的な評価 概ね計画どおりに、子どもたちや子育て世代が活用しやすい公園等の遊び場整備を進めた。

公園などの施設の利用
促進

・公園整備を計画的に進めます。

４．地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上－52



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・公共施設などのバリアフリー化や
優先駐車場を整備します。

ー
建築確認申請や相談のつど対応するものであり、計
画的に実施するものではないため。

建築確認申請等審査及び相談窓口において条例の説
明を行い、目的に沿った施策推進を行った。

継続して実施する。
健康福
祉総務
課

・公園をはじめとする市内公衆トイ
レにおいて、優先整備ゾーンや整備
するトイレのランクを定めた「松江
市公衆トイレの整備計画」を策定
し、あらゆる方々が利用しやすいト
イレ環境になるよう計画的に整備を
進めます。

○
計画に基づき改修工事を行った。
緊急の改修が必要となった場合は臨機応変に対応し
た。

トイレ改修工事1件

予算の範囲内での執行となるため、執行状況を見な
がら、計画を修正していく必要がある。
また、急を要する改修の発生する可能性がある。
【修繕・更新工事予定件数】
令和7年度：1件（予定）

公園緑
地課

・おむつ替えや授乳などができる施
設をホームページなどで紹介しま
す。

ー

おむつ替えや授乳ができる設備については、不特定
多数の方が利用する施設では整備が進んでいるこ
と、またそれらに関する情報については、民間が運
営するサイトにおいて情報が取得できることから、
現在ホームページ等で紹介は行っていない。

紹介に関しては具体的な取組みは行っていない。
バリアフリーに関する情報について引き続き情報提
供していく。

健康福
祉総務
課

（３） 企業における仕事と子育ての両立支援

 ① 企業における仕事と子育ての両立支援

進捗状況：○１

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進

・安心して仕事と子育てが両立でき
る環境づくりを推進します。

・まつえワーク・ライフ・バランス
推進ネットワークの活動を通じて、
仕事と育児・介護などの家庭生活と
の両立が図れるよう、職場環境づく
りを進めます。

〇

年間加入事業所数の目標（13事業所）に対し、新規
加入は11事業所であり、概ね順調に推移している。
男性の家事・育児等への参画促進、及び、女性のラ
イフイベントとキャリアの両立について職場の上
司、同僚の理解促進を図るため仕事と育児、仕事と
介護の両立に奮闘する人の生活を疑似体験するVRセ
ミナーを2回開催した。
VRを用いた一人称視点の疑似体験によって、問題を
より自分事として捉えることができ、日々の仕事や
生活を振り返る契機となったという参加者が多く、
参加者アンケートの満足度も高かった。

●「まつえワーク・ライフ・バランス推進ネット
ワーク」の取り組み
・ワーク・ライフ・バランス推進に関するパネル展
示（イオン松江ショッピングセンター）
・市内企業に勤務している人向けに、だれもが働き
やすい職場環境をテーマに㈱シルバーウッドを講師
に迎えてVRセミナーを2回開催した。
(第1回参加者：16名、第2回参加者：26名)
・情報誌「プリエール」特別号を発行(2,500部)、縁
カフェ「男性育休取得のリアルpart2～上司編～」の
様子や市内企業のテレワーク導入事例などを紹介し
た。
・市役所玄関前及び総合体育館前交差点に「働き方
を見直そう」の懸垂幕や横断幕を設置した。
・ネットワーク加入事業所数 182事業所（令和7年
3月末時点）

近年の総会やセミナーでは、参加者率が低い傾向に
あるため、引き続きワーク・ライフ・バランスへの
機運の醸成に向けた取組を進めていく。
引き続き、ネットワークの推進団体はもとより、島
根県や関係各課と連携して、会員企業が関心を持つ
セミナー内容を検討していくとともに、ワーク・ラ
イフ・バランス推進における市内事業所の課題把握
に努めていく。
引き続き、多くの市民に参加いただけるように、幅
広い世代に向けて講座開催の呼びかけを行ってい
く。

人権男
女共同
参画課

妊婦・親子連れが出か
けやすい環境整備

・「松江市ひとにやさしいまちづく
り条例」などを踏まえた環境整備を
進めます。

このセクションの
総合的な評価 事業所への働きかけや、SNSの活用及びVRセミナーの実施などを実施し、まつえワーク・ライフ・バランス推進ネットワーク加入事業所数の増加につなげた。

４．地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上－53



５ 子どもの貧困対策

（１）教育の支援

 ①教育の支援

進捗状況：○8

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

生活保護世帯への支
援(再掲→3(3)①)

・生活保護世帯における不登校の生
徒への支援を行います。

・福祉と教育が連携し、不登校の生
徒がいる世帯の状況を把握し、世帯
に応じた個別の支援策を講じていき
ます。

○
福祉と教育が連携し、不登校の生徒の状況把握に努
めた。

不登校等、就学に問題を抱える生徒がいる世帯に対
し、家庭相談課や各学校と連携し、相談員と同行訪
問を行うことで世帯の状況把握に努め、また関係機
関と情報共有することで問題解決に取り組んだ。

特になし。
生活福
祉課

生活困窮世帯への支
援(再掲→3(3)①)

・生活困窮世帯の中学３年生に対す
る学習支援を行います。

・生活困窮世帯（要保護世帯及び準
要保護世帯）の中学３年生を対象
に、高校進学に向けた学習支援（居
場所の提供や進路相談等を含む）を
行います。

○
本事業を利用した生徒全員が志望校へ合格したた
め。

令和６年度から中学２年生も対象として実施した。
定 員：145名
利用者：146名（中学2年生67名、中学3年生79名）
合格者：75名（中学3年生のうちアンケートで回答
が得られた利用者のみ）

利用生徒のプライバシー保護に万全を期し、安心し
て利用できる学習支援を継続して行う。

生活福
祉課

・松江市ふるさと奨学金（貸与型）
事業によって奨学金を貸与します。

○
予定採用人数どおりの奨学生を決定し、当該奨学生
に対して修学を支援するための奨学金の貸与を行っ
た。

令和6年度ふるさと奨学生募集2回実施
・募集期間①1～2月、②4～5月
・申請人数①46人、②33人 令和6年度計79人
・採用人数①10人、②10人 令和6年度計20人
         ※②10人のうち1人辞退
・貸与月額：高等学校23,000円、高等専門学校
 24,000円、大学（自宅通学）43,000円、大学
 （自宅外通学）47,000円、専修学校47,000円

今後の制度の在り方を検討するため、本奨学金制度
における申請者数の推移や国の修学支援制度の動向
に留意する。

教育総
務課

・松江市高井奨学金（給付型）事業
によって奨学金を給付します。

○
・令和6年度についても予算化し奨学生を募ったが
募集期間内の申請者がいなかったため令和6年度の
採用者はいない。

令和6年度高井奨学生募集
・募集期間4～5月
・申請人数0人
・採用人数0人
・給付月額：大学・高等専門学校（4、
 5年及び専攻科）（自宅通学）17,000円、大
 学・高等専門学校（4、5年及び専攻科）（自
 宅外通学）19,000円 

・今後の制度の在り方を検討するため、本奨学金制
度における申請者数の推移や松江市ふるさと奨学金
制度の状況および国の修学支援制度の動向に留意す
る。
・対象の学生を申請につなげていくため、募集期間
を前倒ししたり、高校等に通知のみならず直接連絡
をするなど周知方法を検討する。

教育総
務課

このセクションの
総合的な評価

ケースに応じてスクールソーシャルワーカーを派遣し、当該児童生徒を取り巻く環境へ働きかけることで改善や解決を図った。課題を抱える児童生徒やその保護者に対し、校内外の関係者や関係機関と連携
しながら日常的に適切な支援を行った。

奨学金の貸与・給付

・経済的な理由により修学が困難な
学生生徒を支援するための奨学金
（貸与型・給付型）事業を行いま
す。

５．子どもの貧困対策－54



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

就学援助制度
・経済的な理由により就学が困難な
児童を支援するための経費援助事業
を行います。

・給食費や学用品費など学校で必要
な経費の支払にお困りの保護者の方
に、これらの経費の全部又は一部を
援助します。

○ 計画通り完了したため。

制度の案内文および申請書について理解しやすいよ
うに簡素化したり、案内文に認定の目安となる収入
の目安を記載した。また年度途中に全校宛てに申請
書の配布を依頼することで、年度途中での申請者の
増加も見られた。

必要な方に援助が行き届くよう、制度の周知のため
の情報発信を行う。

学校教
育課

スクールソーシャル
ワーカーを活用した支
援

・学校と関係機関との連携を福祉的
な側面から支援するスクールソー
シャルワーカー（SSW）を活用しま
す。

・不登校をはじめとする生徒指導上
の課題を持つ学校に、スクールソー
シャルワーカー（SSW）を派遣して
保護者支援や福祉等との連携を図
り、児童生徒を取り巻く環境へ働き
かけて改善や解決を図ります。

○
ケースに応じてSSWを派遣し、当該児童生徒を取り
巻く環境へ働きかけることで改善や解決を図った。

ケース会議（関係者での情報共有・解決策等の協
議）への参加による助言
家庭訪問等による直接の支援
関係機関との情報連携、つなぎ

配置中学校区（7校区）内の小学校へのケース対応
の充実
配置のない学校への適切なSSWの派遣

生徒指
導推進
室

５．子どもの貧困対策－55



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

サポートワーカー等
を活用した支援

・不登校や問題行動など、多様な課
題を抱える子どもに対し、寄り添い
ながら適切な支援を行うサポート
ワーカー等を学校に配置して校内外
の連携を図ります。

・サポートワーカーや子どもと親の
相談員が、関わる子どもや家庭につ
いて校内で情報共有し、ヤングケア
ラーなどの早期発見に努め、関係機
関と連携して解決を図ります。

○
課題を抱える児童生徒やその保護者に対し、校内外
の関係者や関係機関と連携しながら日常的に適切な
支援を行った。

24名のサポートワーカーを配置（小学校14校、中
学校11校、義務教育学校1校）
11名の子どもと親の相談員を小学校11校に配置

サポートワーカーや子どもと親の相談員等の支援員
が配置されていない学校における校内支援体制の整
備

生徒指
導推進
室

いじめ相談電話ホッ
とライン

・子どもや保護者が相談できる直通
の電話を設置します。

・いじめに関する相談だけでなく、
友人関係、学校生活、家庭生活、子
育ての悩みなど広く相談に応じま
す。

○
平日は常時、電話を受ける態勢を取りながら相談に
対応した。

電話相談：2件
こどもが不安定になりやすい2・3学期の始業式前後
の期間は時間を延長して開設

開設時間の延長や電話以外での受信方法について検
討

生徒指
導推進
室

（２）生活の支援

 ①居場所づくり

進捗状況：○３

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

児童館による遊び場
の提供(再掲→1(1)①)

・妊娠届などから出産後に養育の困
難が予想される妊婦に、妊娠中から
必要な支援を行います。

・妊娠中から身体的・精神的な不調
が続く場合は、保健師や助産師が訪
問し相談に対応します。

○

児童館にて未就学児とその保護者を対象とイベント
を開催し、保護者同士の情報交換の場を提供すると
ともに、子育てに関する相談対応などの支援を行っ
た。

●年間延べ利用者数
東津田児童館11,186人（対前年比113％)
八雲児童センター5,223人(対前年比114％)
各施設のホームページや児童館だより等にて、施
設、イベント等の情報の周知を行った。

引き続き、保護者からの子育てに関する相談対応な
どの支援を行う中で、必要に応じて地区担当保健師
等と連携を図る。

保 育 所
幼 稚 園
課

子育て支援拠点事業
の充実(再掲→2(2)①)

・利用者ニーズに応じた子育て支援
拠点事業の充実を図ります。

・あいあいを中核として、各地域の
サテライトや公民館と連携し、子育
てに関する相談、親子の交流の場や
情報の提供、子育てサークルなどの
支援を行います。 量の見込み2(2)
⑦

○

徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、あそび場
の利用制限を解除したため利用者数が増となった。
つどい、講座の一部に予約制や定員を設け、当初の
計画通り開催した。

【施設数】9か所
【利用総数】75,050人（対前年度比105.67%)
子育てに関する悩みの相談のワンストップ・早期対
応ができるよう、相談内容により関係機関に繋ぎ、
子育て支援センターが気軽に相談しやすい場となる
よう努めた。
「あいあい」で保育所入所の受付を行った。
職員のスキルアップのため、子育て支援センター間
で職員の相互研修を実施した。

多岐にわたる相談内容を適切に関係機関に繋ぐた
め、引き続き子育て支援の情報把握と個々にあった
サービスを案内できるようにスキルアップを図る。
つどい・学習会等を企画するにあたり、引き続き利
用者の年齢層や需要に応じた柔軟な企画となるよう
心がける。

こども
家庭支
援課

このセクションの
総合的な評価

徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、利用者は増加した。開所している間は、子育てに関する悩みの相談のワンストップ・早期対応ができるよう、相談内容により関係機関に繋ぎ、子育て支援センター
が気軽に相談しやすい場となるよう努めた。

５．子どもの貧困対策－56



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

居場所づくりにかか
る相談支援

・子どもの居場所づくりを行う団体
に対し、情報提供を行うとともに、
適切な関係機関につながるよう支援
を行います。

・活用可能な補助金等の情報収集を
行い、リストを作成します。

○
相談のあった個人・団体に対し、補助金等の情報提
供を行った。

【相談件数】1件 R6も引き続きリストの更新及び情報提供を行う。
こども
政策課

５．子どもの貧困対策－57



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

 ②相談支援

進捗状況：◎4、〇13

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

○
日頃よりそれぞれの各園・所で工夫をしながら、保
護者等からの相談や地域の親子が参加する園開放時
における相談についての受付体制をとっている。

各園・所等において保護者からの相談対応を行い、
必要に応じて関係機関との連携を図った。

各園・所等において保護者等からの相談体制を継続
し、更なる充実を図る。

こども
政策課

保育所、認定こども園、幼稚園などへ寄せられる相
談に対して、関係課等と連携しながら支援を行っ
た。

保育所、認定こども園、幼稚園などへ寄せられる相
談に対して、関係課等と連携しながら支援を行っ
た。

令和5年4月にこども家庭センターを開設し幅広い相
談に対応できるようになったため、引き続き関係部
署と連携しながら、相談・支援を行う。

こども
家庭支
援課

子育て世帯訪問支援
事業

・ヘルパーや子育てホームサポー
ターによる家事・育児の支援

・ヘルパーや子育てホームサポー
ターが、家事・育児等に対して不
安・負担を抱えた子育て家庭、妊産
婦、ヤングケアラー等がいる家庭の
居宅を訪問し、家庭が抱える不安や
悩みを傾聴するとともに、家事・育
児等の支援を行うことにより、虐待
リスク等の高まりを未然に防ぎま
す。 新 規

○

令和5年9月から開始した「松江市子育て世帯・ヤン
グケアラー等訪問支援事業」について、早期に支援
を開始するとともに、家庭が抱える問題に対して必
要な支援制度につなげる取り組みを行った。

実施事業所 11事業所（8事業者）
利用世帯数 10世帯
利用回数  179回
利用時間  240時間

・受託事業所の訪問支援員については、支援が必要
な対象者への理解と、児童の権利や利益を尊重した
対応について学び、支援に活かすことを目的とした
研修会を実施した。

・事業を通じて潜在的なニーズを把握し、必要な支
援につなげる。
・児童や保護者にとって、事業の利用が効果的であ
る場合は積極的な利用勧奨を行う。
・より多くのニーズに対応するため、受け皿となる
事業所の拡充を図る。

こども
家庭支
援課

ヤングケアラー・
コーディネーターを
活用した施策

・スクールカウンセラーやスク
ールソーシャルワーカー（SSW）を
はじめ、あらゆる関係機関、関係者
と連携し、適切な福祉サービスにつ
なぐ機能の強化を図るため、関係機
関と民間支援団体等とのパイプ役と
なる「ヤングケアラー・コーディ
ネーター」の配置を検討します。

・ヤングケアラー・コーディネー
ターについて、他自治体の例も参考
にしながら、配置について検討しま
す。

○
令和5年4月にヤングケアラーの相談窓口としてヤン
グケアラー・コーディネーターを1名配置した。

こども家庭センターの機能と一体的にヤングケア
ラーに対する支援に取り組んだ。
市立小中義務教育学校の教員を対象とした実態調査
を実施した。該当世帯については、関係機関と調整
の上で支援内容を検討し、必要な支援につなげた。
本市のヤングケアラー支援に関するリーフレットを
作成し、実態調査を行った学校を中心に配布した。

ヤングケアラー・コーディネーターを中心に、相談
対応、実態調査等を継続して実施し、必要な支援に
つなげる。
民生児童委員や地域のこども食堂等を実施する団体
との意見交換を積極的に行い、対象者の把握や支援
内容の検討を進める。

こども
家庭支
援課

このセクションの
総合的な評価

令和5年4月にヤングケアラーの相談窓口としてヤングケアラー・コーディネーターを1名配置した。同9月から「松江市子育て世帯・ヤングケアラー等訪問支援事業」を開始し、早期に支援を開始するととも
に、家庭が抱える問題に対して必要な支援制度につなげる取り組みを行った。

地域の相談機関の充
実

・保育所、認定こども園、幼稚園が
地域の子育て相談機能を担います。

・妊産婦、子育て世帯、子どもが気
軽に相談できるよう、保育所、認定
こども園、幼稚園など子育て支援を
行う施設が相談機能の役割を担い、
かつ、行政と密接な連携を図ること
で、様々な支援メニューにつなぐ方
策について検討します。 新 規
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

児童生徒に対して相談窓口を周知し、校内における
組織的対応につなげた。

各校において、年度当初に相談窓口（担任以外）を
伝えることで、日常的に気兼ねなく相談できる体制
を整えた。

相談内容の共有方法や適切な対応・支援についての
スキルアップを図る。

生徒指
導推進
室

○
担任を基盤として、こどもとの信頼関係を築き、各
園・所等の職員間でのこどもの情報を共有した。

日頃から各園、所等それぞれの施設での相談体制と
当課とのバックアップ体制を整えた。こどもやこど
もを取り巻く保護者等への支援等の相談について
は、課内での情報共有を行うと共に必要に応じてエ
スコ等へ協力依頼をし、連携を図った。

相談内容を各所園と関係機関で共有し、適切な支援
や対応を図る。

こども
政策課

学校や保育所等などへ寄せられる相談に対して、関
係機関と連携しながら支援を行った。

学校や保育所等などへ寄せられる相談に対して、関
係機関と連携しながら支援を行った。

令和5年4月にこども家庭センターを開設し幅広い相
談に対応できるようになったため、引き続き関係部
署と連携しながら、相談・支援を行う。

こども
家庭支
援課

・生後4か月までの乳児のいる家庭に
訪問し、乳児と保護者の健康状態等
の把握を行い、養育についての相談
に応じます。

○
生後4か月までの児がいる家庭について、保健師・
助産師による訪問を実施した。

保健師、助産師が家庭を訪問し、母の体調や乳児の
発育・発達等の確認、育児相談等を行った。
乳児全戸訪問件数：1,147件（91.9％）

訪問未実施者については、関係機関と連携をとり、
乳児全数の状況把握を行う。

こども
家庭支
援課

・健康や養育上の問題を抱える家庭
に訪問し、相談・支援を行います。

◎
医療機関、その他関係機関からの紹介があったケー
スについて訪問し、相談支援を実施した。

養育支援訪問 188件 
タイムリーな支援を実施できるよう、引き続き関係
機関との連携・調整を図る。

こども
家庭支
援課

・基本的な生活習慣確立のため、生
活状況に応じ、専門スタッフが個別
の相談に応じます。

◎ 計画通り事業を実施できた。

乳幼児健診等にて、こどもの成長発達確認・育児情
報を提供するとともに、保健師・管理栄養士、歯科
衛生士による個別相談を実施した。
【受診者数】4か月児健診:1,178人、1歳6か月児健
診1,336人、3歳児健診1,484人

生活背景が多様化している中でニーズに合った支援
を行うため、個々の相談に細やかに対応する。

こども
家庭支
援課

子育て支援拠点事業
の充実(再掲→2(1)①)

・利用者ニーズに応じた子育て支援
拠点事業の充実を図ります。

・あいあいを中核として、各地域の
サテライトや公民館と連携し、子育
てに関する相談、親子の交流の場や
情報の提供、子育てサークルなどの
支援を行います。 量の見込み2(2)
⑦

○

徐々にコロナ禍前の状況に戻りつつあり、あそび場
の利用制限を解除したため利用者数が増となった。
つどい、講座の一部に予約制や定員を設け、当初の
計画通り開催した。

【施設数】9か所
【利用総数】75,050人（対前年度比105.67%)
子育てに関する悩みの相談のワンストップ・早期対
応ができるよう、相談内容により関係機関に繋ぎ、
子育て支援センターが気軽に相談しやすい場となる
よう努めた。
「あいあい」で保育所入所の受付を行った。
職員のスキルアップのため、子育て支援センター間
で職員の相互研修を実施した。

多岐にわたる相談内容を適切に関係機関に繋ぐた
め、引き続き子育て支援の情報把握と個々にあった
サービスを案内できるようにスキルアップを図る。
つどい・学習会等を企画するにあたり、引き続き利
用者の年齢層や需要に応じた柔軟な企画となるよう
心がける。

こども
家庭支
援課

子どもからの相談対
応

・学校、保育所等における子どもか
らの相談対応

・貧困等、子どもの困りごとについ
て、学校や保育所等で相談しやすい
環境の整備に努め、子どもの声に耳
を傾けながら、早期発見により必要
な支援につなげます。

乳幼児の健康づくり
(再掲→2(1)①)

・生活習慣の確立、心身の成長発達
を促す取り組みを推進します。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

利用者支援事業の実
施による相談体制の
充実
（再掲→2(2)①）

・保護者が子育て支援事業や教育・
保育施設の中から適切なものを選択
し、円滑に利用できるよう支援を行
います。
・保護者の困りごとに応じた適切な
関係機関につながるよう支援を行い
ます。

・子育てや子育て支援事業、教育・
保育施設の利用について総合的に相
談に応じる窓口を設置し、市民への
周知を行います。 量の見込み2(2)
① 松江らしい

○
子育て支援コーディネーターが各種相談に応じ、必
要に応じて関係機関につないだ。

【実施施設】1カ所
【相談件数】月平均123件
子育て支援コーディネーターが各種相談に応じた。
必要に応じて、地区担当保健師、エスコなど関係機
関につないだ。

引き続き、子育て支援員研修の受講、各種研修への
参加などを通して、子育て支援コーディネーターの
支援力の向上を図る。

こども
家庭支
援課
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

訪問型子育てサポー
ト事業の利用促進
（再掲→2(2)①）

・子育てホームサポーターが子育て
家庭を訪問し、一時的保育とともに
悩み相談やアドバイスを行います。

・低所得世帯及びひとり親世帯に対
して利用料金の補助を行います。

○ おおむね計画通り実施できた。

【利用延件数】535件（前年度+52件）
【委託事業所】3事業所
3事業所に委託して、訪問型子育てサポート事業を
実施した。
市報やチラシ等で事業を周知し、利用者やサポー
ターを募集した。
赤ちゃん訪問時等に保健師から事業を紹介し、子育
て世帯への周知を行った。
低所得世帯及びひとり親世帯に対して利用料金の補
助制度を実施した。

引き続き、継続して実施する。
引き続き、支援の担い手である子育てサポーターの
増員と事業の周知に努める。

こども
家庭支
援課

多胎児養育家庭サ
ポート事業
（再掲→2(2)①）

・特有の育児負担感が強い傾向にあ
る多胎児養育家庭へサポーターを派
遣し、育児支援を行います。

・訪問型子育てサポート事業の受託
事業所から多胎児を妊娠・育児して
いる家庭へ派遣し、家事・育児・外
出支援を行います。(48時間/年、み
つごは96 時間/年)利用料は無料で
す。

○ 利用者のニーズに応じサービスの提供を行った。
【利用延件数】延136件、延264時間
【委託事業所】3事業所

多胎児を妊娠した妊婦とその家庭向けのチラシを妊
娠届出時に配布するとともに地区担当保健師から事
業を紹介する等、周知の強化を図る。

こども
家庭支
援課

養育費の確保（2(6)①
から再掲）

・養育費取得に関する情報提供
・養育費の取得について、法テラス
や県が実施する法律相談に関する情
報を提供します。

○ 適正に実施できた。

パンフレットを用いて養育費の取り決めなどについ
て説明するとともに、法テラスの法律相談や養育費
等相談支援センターの専門相談窓口等を案内した。
また、こどもの健全な成長に必要な養育費の取り決
めを促進し、養育費の継続した支払いの確保を図る
ことを目的とする「養育費にかかる公正証書作成等
支援補助金」のR7年4月開始にむけた検討を行い、
要綱等の整備を行った。

継続して実施する。
子育て
給付課

・妊娠中から身体的・精神的な不調
が続く場合は、保健師や助産師が訪
問し相談に対応します。

◎
周産期医療機関が把握した、支援が必要な妊産婦等
の情報を市へ提供する「連絡票」を活用して早期支
援を行った。

「妊婦連絡票」を用いて早期からの支援を実施し
た。
多岐に渡る相談内容に対応できるよう訪問従事者に
対し研修会を実施した。

医療機関からの「妊婦連絡票」の内容は、生活環
境、経済面不安、支援者無、心理的不安など多岐に
わたり、相談支援体制の強化が必要。

こども
家庭支
援課

・出産後「こんにちは赤ちゃん訪
問」（保健師や助産師の全戸訪問）
による支援を行います。

◎
生後4か月までの児がいる家庭について、保健師・
助産師による訪問支援を実施した。

保健師、助産師が家庭を訪問し、母の体調や乳児の
発育・発達等の確認、育児相談等を行った。
家庭訪問未実施者については、電話や面談等で状況
把握を行った。

生後、医療機関入院中や受診中の乳児も増え、家庭
訪問が実施できないケースがある。
家庭訪問未実施者について、全数状況把握ができる
よう関係機関と連携し、引き続き支援を行う。

こども
家庭支
援課

・出産後に家族からの育児支援が受
けられずまた、他のサービスも利用
できない状況で、養育が困難な家庭
にヘルパーを派遣します。

○
養育が困難な家庭に対して、保健師による訪問支援
やヘルパーによる育児及び家事援助を実施した。

養育が困難な家庭に対して、保健師による訪問支援
やヘルパーによる育児及び家事援助を実施した。

必要に応じ、迅速にサービスが提供できるよう、子
育て家庭だけでなく、関係機関へ事業の周知の強化
を図る。

こども
家庭支
援課

児童虐待の予防事業
の充実
（再掲→3(2)①）

・妊娠届などから出産後に養育の困
難が予想される妊婦に、妊娠中から
必要な支援を行います。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

子育て支援情報の提
供の充実
（2(2)①から再掲）

・ホームページやX、新聞、TV など
を含め、子育てに関する情報を提供
するとともに、気軽に育児相談がで
きる環境をつくります。

・「母子健康手帳アプリ」「赤ちゃ
ん手帳」「子育て支援センターだよ
り」やホームページ、Xなどの充実に
引き続き努めます。

○
市内9カ所の子育て支援センターの事業をわかりや
すく周知するために、ホームページの掲載内容やX
（旧ツイッター）の発信内容の見直しを行った。

【ホームページ更新回数】月10回程度
【Xフォロワー数】2,000件（R7.3.31)
【各子育て支援センター情報誌の発行】毎月
ホームページに子育て支援センター9か所の情報等
を月毎のカレンダー方式で情報提供を行った。
ホームページの他に、X（旧ツイッター）、母子手
帳アプリ「母子モ」、まつえナビを活用し、イベン
トや相談事業の周知を行った。
専門相談事業や、保育士への来所・電話・メールで
の相談の周知を、各子育て支援センター発行の情報
誌等で周知した。

市報やホームページ等を利用し、子育て支援セン
ターの周知を引き続き行っていく。また、来所でき
ない方へも、子育て支援情報を提供するため、ホー
ムページやXなどのSNSを活用していく。
引き続き、地域の子育て支援情報の周知、民間や個
人で活動している支援者の活動支援のため、子育て
支援センターへの広告物の設置を広く受け入れてい
く。

こども
家庭支
援課

自立相談支援事業
・「松江市くらし相談支援セン
ター」において生活や就労について
の相談支援を行います。

・生活困窮者に対する総合相談窓口
として、相談者の個別ニーズを把握
し、必要な支援を実施します。

○ 対象の方に必要に応じて相談を行った。
リーフレットや広報誌等を活用し、市民や関係団体
や、機関に対して生活困窮者に向けた支援の周知を
図った。

継続して実施する。
生活福
祉課

 ① 保護者の就労支援

進捗状況：○3

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

就業支援
（再掲→2(6)①）

・「ひとり親家庭総合相談コー
ナー」を核として就業支援を行いま
す。

・「ひとり親家庭総合相談コー
ナー」を核とし、「ハローワークプ
ラス」やその他の関係機関と連携し
ながら就業支援を行います。

○ 適正に実施できた。 就労支援相談件数 131件 継続して実施する。
子育て
給付課

子育て・生活支援
（再掲→2(6)①）

・ひとり親家庭からの相談に対応す
るとともに、活用できる制度などに
ついての情報提供を行います。

・関係機関と連携して生活支援や就
業支援を行います。

○ 適正に実施できた。
必要な支援の内容に応じ、関係機関へ引継ぎを行っ
た。

継続して実施する。
子育て
給付課

このセクションの
総合的な評価 「ひとり親家庭総合相談コーナー」を核として、生活や就労について相談支援を実施した。必要な支援の内容に応じ、関係機関へ引継ぎを行った。
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施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

就労準備支援事業
・「松江市くらし相談支援セン
ター」において生活や就労について
の相談支援を行います。

・直ちに一般就労が困難な方に対し
て、必要な知識、能力の向上が図れ
るよう、「生活自立」「社会自立」
「就労自立」の段階別に就労支援プ
ログラムを実施します。

○ 適正に実施できた。
就労支援準備講座を３回開催した。
フリースペースAssist!!を7回開催した。
制度利用件数：29件

継続して実施する。
生活福
祉課

５．子どもの貧困対策－63



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（４）経済的支援

 ①経済的支援

進捗状況：○７

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

・ひとり親家庭に対し経済的な支援
を行います。

・児童扶養手当の給付を行います。 ○ 適正に実施できた。
受給者数 1,327人（3月分手当受給者数）
給付額 665,641千円 

継続して実施する。
子育て
給付課

○ 適正に実施できた。

令和6年度についても市が定める保育料の額を国基
準の6割程度に維持した。
（病児保育の減免は子ども子育て支援交付金に規定
あり）

継続して実施する。
保育所
幼稚園
課

○

子育て短期支援事業、訪問型子育てサポート事業、
ファミリーサポート事業において、生活保護世帯、
市民税非課税世帯に対し、経済的な負担の軽減を
行った。

利用者の保護者負担金について、生活保護世帯、市
民税非課税世帯に対し、経済的な負担の軽減を行っ
た。

継続して実施する。
こども
家庭支
援課

○ 適正に実施できた。

・小児慢性特定疾病医療費助成
 給付延件数 2,841件
 給付金額  51,857千円
・未熟児養育医療費助成
 給付延件数 93件
 給付金額 12,043千円

継続して実施する。
子育て
給付課

・医療費が１割負担となる福祉医療
助成について、生活保護世帯及び市
県民税非課税世帯には、月の負担限
度額を入院2,000 円、入院外1,000 円
とし、経済的な負担の軽減を行いま
す。

○ 適正に実施できた。

県制度要件（所得税非課税）を拡充し、児童扶養手
当所得制限内であれば対象としている。
【ひとり親分】
受給者数 3,123人
助成額   64,598千円

継続して実施する。
子育て
給付課

住居確保給付金事業

・離職等により住居を失い生活に
困っている方、または住居を失う恐
れのある方に対して、安心して就職
活動ができるように一定期間、家賃
補助を行います。

○ 適正に実施できた。
令和6年度延支給者数：68人
令和6年度支給金額：2,247,900円

継続して実施する。
生活福
祉課

家計改善支援事業

・家計に課題を抱える方に対して、
家計に関するきめ細かい相談支援を
行い、家計管理能力の向上を図ると
ともに、必要に応じて債務整理・滞
納解消のための窓口同行や資金貸付
のあっせんを行います。

○ 適正に実施できた。

他制度と一体的に支援を行い、対象者の課題解決に
取り組んだ。
新型コロナウイルス特例貸付の償還猶予、免除が始
まり、対象者への周知に務めた。

継続して実施する。
生活福
祉課

このセクションの
総合的な評価 世帯の状況に応じた給付または経済的な負担の軽減を実施した。市が定める保育料の額を国基準の6割程度に維持した。

経済的支援
（再掲→2(6)①） ・生活保護世帯、市県民税非課税世

帯の子育て世帯に対し、経済的な負
担の軽減を行います。

・保育所保育料、病児保育利用料、
子育て短期支援事業の利用料金、小
児慢性医療費助成、未熟児養育医療
助成などについて、経済的な負担の
軽減を行います。

・「松江市くらし相談支援セン
ター」において生活や就労について
の相談支援を行います。

５．子どもの貧困対策－64



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

５．子どもの貧困対策－65



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

（５）官公民の連携・協働

 ①官公民の連携・協働

進捗状況：◎１、○８

施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

こども家庭センター
の開設

・よりきめ細やかで切れ目のない相
談支援を行うために、「子育て世代
包括支援センター」と「子ども家庭
総合支援拠点」を統合し一本化させ
た「こども家庭センター」の設置を
行います。

・「こども家庭センター」を開設
し、全ての妊産婦・子育て世帯・子
どもの一体的な相談支援を行う体制
を整備します。 新 規

◎
法施行より1年前倒し令和５年４月に、こども家庭
支援課内に「こども家庭センター」を設置した。

令和５年４月に乃白町の保健福祉総合センター1階
に「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭
総合支援拠点」を統合し一本化させた「こども家庭
センター」を設置し、全ての妊産婦、子育て世帯、
こどもへ一体的に、関係機関と連携しながら相談支
援を行った。

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に、関
係機関と連携しながら相談支援を行う。

こども
家庭支
援課

○
「保幼小接続推進研修会」の管理職対象研修と担当
者研修を共に開催し、直接話し合う場づくりができ
た。

「保幼小連携推進研修会」を行い、小学校区別に目
指すこども像等について協議をした。
各園所に小学校との連携に関するアンケートを行
い、実態把握を行った。

各小学校区により連携のあり方には差があるため、
再度連携に関する実態把握をしたり、継続可能な保
幼小間の連携方法について提案等をしたりする。

こども
政策課

全体協議及び小学校区毎に集まって話し合い、研修
会を行うことができた。

保幼小の担当者が集り、小学校区ごとのグループ別
協議を行うことができた。

小学校区ごとに集まる参集型の研修を実施すること
により、協働体制を更に強化する。

学校教
育課

○
配慮が必要なこどもに対応した「移行支援会議」、
小学校の園所訪問及び保幼小連携シート活用等によ
り、こどもの育ちの情報を共有した。

移行支援会議、小学校の園所訪問、保幼小連携シー
ト活用を行った。

今後は、配慮が必要なこどもに限らず、こどもの育
ちや学びをつなぐための就学前及び就学後の連携の
あり方についての検討が必要である。

こども
政策課

保幼小連絡会は、ほぼすべての学校で実施。
実施時期や内容を工夫することにより、子どもを真
ん中に据えた具体的な協議が実施できた。

こどもたちのより良い育ちに向けて、今後も各校・
園（所）の実態を踏まえ、架け橋期のプログラムの
実施や保幼小の連携方法の工夫をしていく。

学校教
育課

疾病や障がいのある
子どもを持つ保護者
等への支援
（再掲→2(1)①）

・多様な背景を理解し、的確な保護
者支援を実施します。

・各種保健福祉事業を通し、要支援
児、要支援家庭の早期発見と、早期
支援体制づくりに努め、関係機関と
の連携を強化します。

○
随時、個別に支援している。
関係者会議はオンラインにて開催した。

要支援児・要支援家庭については、地区担当保健師
が個別支援を実施。
必要に応じて、医療機関等との調整を行った。

地区担当保健師を中心に個別支援を実施し、エスコ
をはじめ関係機関との連携を図る。

こども
家庭支
援課

健康に関する地域団
体と行う乳幼児の健
康づくり（再掲→2(1)
②）

・母子保健推進員協議会、食生活改
善推進協議会と地域の現状に基づく
健康づくりを推進します。

・健康に関する地域団体と地域にお
ける育児相談支援の推進について検
討します。

○
各地区わいわいサロン（乳幼児健康相談）、子育て
サロン等、地区の実情に合わせ、工夫しながら開催
できたため。

子育て支援関係者と地区担当保健師が、母子保健の
課題を共有し、母子支援について検討しながら実施
した。

各地区では、公民館等が主催のサロンを実施してい
る状況もあり、地域での母子保健相談体制につい
て、連携しながら体制を構築する。

健康推
進課

このセクションの
総合的な評価

保幼小連携推進研修会等を通して直接話し合う場づくりができたほか、保幼小連携シート活用等によるこどもの育ちの情報共有を行った。各地区の子育てサロン等も地区の実情に合わせて工夫しながら開催
をしており、各機関との連携は適正に実施することができている。

一人ひとりの子ども
の情報の共有化促進
（再掲→1(3)①）

・保幼小の教職員の連携により、一
人ひとりの子どもの個性を生かせる
よう情報の共有化を進めます。

・研修会を保幼小合同で実施し、職
員の連携促進を図ります。

・就学に向けて、また就学後におい
ても保幼小が連携し、子どもの情報
交換と状況把握に努めます。

５．子どもの貧困対策－66



施  策 内  容 具体的方策
令和６年度
進捗状況

進捗状況の理由 令和６年度の具体的な取り組み内容 課題・今後の展開について 担当課

ファミリーサポート
センター事業の利用
促進
（2(2)①から再掲）

・子育ての援助を行いたい人と受け
たい人のネットワークによる相互援
助の事業を継続します。

・「子育て支援センターだより」
「ポケット版パンフレット」「まつ
えファミリーサポートセンター通
信」やホームページ、Xなどを活用
し、事業の周知を図ります。
量の見込み2(2)⑨の一部、⑩の一
部、⑪の一部

○ おおむね計画通り実施できた。

【利用延件数】535件（前年度+52件）
【委託事業所】3事業所
3事業所に委託して、訪問型子育てサポート事業を
実施した。
市報やチラシ等で事業を周知し、利用者やサポー
ターを募集した。
赤ちゃん訪問時等に保健師から事業を紹介し、子育
て世帯への周知を行った。
低所得世帯及びひとり親世帯に対して利用料金の補
助制度を実施した。

特定のまかせて会員にサポートが集中することを防
ぐため、特に会員の少ない地域の増員を図る。
引き続き、感染症対策を徹底し、安心して支援活動
が行えるよう配慮する。
安心・安全な支援をするために、引き続き、会員の
研修を子育て支援センターの子育て学習会等と連携
して計画し、会員の支援力の向上に務める。

こども
家庭支
援課

母子保健事業におけ
る支援 （再掲→2(3)
①）

・各種健診において、特別な支援を
必要とする子どもが、適切な支援に
つながるよう取り組みます。

・4 か月児健診、1 歳6 か月児健診、
3 歳児健診、5 歳児健診において、
保護者に子どもの成長・発達の気づ
きを促し、発達健康相談やエスコの
相談等の場で適切な支援につなぎま
す。

○ 計画通り事業を実施できた。
健診において、こどもの成長・発達の気づきを促
し、必要なケースについては発達健康相談へつない
だ。

健診という限られた時間でも保護者にこどもの状況
を伝え、必要な支援への理解が得られるよう働きか
けの工夫を行う。

こども
家庭支
援課

各機関、他自治体と
の連携（再掲→2(6)
①）

・各種相談機関との連携

・ハローワーク、社会福祉協議会、
男女共同参画センター、青少年支援
センター、島根県地域若者サポート
センターなど関係諸機関と連携し、
ひとり親家庭の総合的な支援を行い
ます。

○ 適正に実施できた。
必要な支援の内容に応じ、関係機関へ引継ぎを行う
とともに、継続的な支援が必要となる場合は、関係
機関との情報共有を図った。

引き続き支援を行うとともに、関係機関と情報共有
を行う。

子育て
給付課

子育て・生活支援
（再掲→2(6)①）

・ひとり親家庭からの相談に対応す
るとともに、活用できる制度などに
ついての情報提供を行います。

・関係機関と連携して生活支援や就
業支援を行います。

○ 適正に実施できた。
必要な支援の内容に応じ、関係機関へ引継ぎを行っ
た。

継続して実施する。
子育て
給付課

５．子どもの貧困対策－67


